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鳥取県教育振興基本計画　～未来を拓く教育プラン～

◆県民との協働による開かれた教育行政の推進 ◆市町村、国、高等教育機関等の関係機関との連携・協力の推進 ◆進捗管理

基

・生きていくために必要な知識、技能、教養

を備え、学び続ける姿勢
・主体的に考えて判断し、他者と協働しなが
ら課題を解決していく力
・志を高く持ち、自らの夢を描きながら粘り
強く挑戦し、実行していく力

・人々との関わりを大切にし、コミュニケー
ションを豊かにとることのできる力
・自他ともに尊重し、人権や命を大切にして
共に生きる姿勢
・社会の一員としての自覚と規範意識を持ち
自らを律する力

・心とからだの健康づくりや体力の向上に取
り組む姿勢

・思いやり、たくましさ、感動する心など豊か

な人間性を発揮できる力
・文化、芸術、スポーツ、読書やボランティア
などの活動に積極的に取り組む姿勢

・ふるさとの自然、歴史と伝統を守り、受け

継ごうとする姿勢

・地域やふるさとに誇りと愛着を持ち、その

発展に貢献しようとする姿勢

・グローバルな視点を持ち、社会の変化に

対応しながら新たな価値を創造していく力

自立して生きる力 社会の中で支え合う力豊かな心と健やかな体
ふるさと鳥取県に誇りを持ち、

未来を創造する力

（３）生涯学習の環境整備と活動

支援
○図書館、博物館等の社会教育施

設の機能の充実

（２）家庭教育の充実
○保護者同士のネットワーク形成

社会全体で学び続ける

環境づくり

学ぶ意欲を高める

学校教育の推進

学校を支える

教育環境の充実

生涯にわたって

運動、スポーツに親しむ環境づくり

文化、伝統の

継承、創造、再発見

（１）社会全体で取り組む教育の
推進
○学校、家庭、地域の連携、協力
体制の構築

（７）社会の進展に対応できる教育

の推進
○英語教育の充実、ＩＣＴの活用、

手話の取組によるグローバルマイ

ンドとコミュニケーション力の育成

（８）豊かな人間性、社会性を育む
教育の推進
○いじめ、不登校等の未然防止、
早期対応

（５）学力向上の推進
○スクラム教育等による校種を超

えた連携の拡大

（17）文化、芸術活動の一層の振興
○子どもたちや若者が文化、芸術

に触れ、感性を高める機会の提供

（11）特色ある学校運営の推進
○学校裁量予算の活用やコミュニ

ティースクール等、学校の自主性を

発揮した取組推進

（12）人的、物的な教育資源の充実
○中長期的な視点での若手、学校
リーダーの育成

（13）安全、安心な教育環境の整備
○食物アレルギー等現代的な課題

に対応できる体制整備

１ ２ ３ ４ ５

（18）文化財の保存、活用、伝承
○祭り、行事などを地域で伝承して

いく活動の支援

（16）トップアスリートの育成
○ジュニア期からトップレベルに至
る体系的な指導体制等の充実

（14）私立学校への支援の充実
○私立学校の多様な取組への支

援

※私立学校の所管は知事部局です。

（６）特別支援教育の充実
○個々の障がいの種類や程度に

応じた教育の提供

（４）幼児教育の充実
○発達や学びの連続性を踏まえた

幼児教育の充実、発展

（10）人口減少期を好機と捉えた
学校教育の充実
○社会のニーズに対応した県立学

校の在り方検討

（15）ライフステージに応じた運動、
スポーツ活動の充実
○幼児期からの運動習慣づくり

（９）健やかな心と体づくりの推進
○学校と地域が連携した体力向上
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目標１　社会全体で学び続ける環境づくり

（１）社会全体で取り組む教育の推進 ―学校、家庭、地域の連携、協力体制の構築ー
重点事業、取組 事業課

①地域の教育力の向上 保護者と連携した生活習慣づくり
教育総務課
小中学校課

インターネットとの適切な接し方教育啓発推進事業 社会教育課

青少年ふるさとキャリア教育活性化事業 社会教育課

②社会全体による学校支援 「地域未来塾」推進事業 小中学校課

人権尊重のまちづくり推進支援事業 人権教育課

スキルアップセミナー 船上山少年自然の家

（２）家庭教育の充実 ―保護者同士のネットワーク形成―
重点事業、取組 事業課

①家庭の教育力の向上 保護者と連携した生活習慣づくり
教育総務課
小中学校課

とっとりふれあい家庭教育応援事業 小中学校課

②社会全体による家庭教育の支援 とっとりふれあい家庭教育応援事業 小中学校課

③学校と家庭が協働した学力向上 保護者と連携した生活習慣づくり
教育総務課
小中学校課

地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課

（３）生涯学習の環境整備と活動支援
重点事業、取組 事業課

①生涯学習の推進 とっとり県民カレッジ事業 社会教育課

②人権学習の推進 人権尊重のまちづくり推進支援事業 人権教育課

とっとりユニバーサルデザイン推進事業 人権・同和対策課

拉致問題人権学習会 人権・同和対策課

③子どもの読書活動の推進 本の大好きな子どもを育てるプロジェクト 社会教育課

④社会教育施設の機能の強化と利用促進 鳥取県の美しい星空環境を活かした体験活動等推進事業 社会教育課

船上山少年自然の家・大山青年の家の運営
社会教育課
船上山少年自然の家
大山青年の家

ハートフルキャンプ in 船上山 船上山少年自然の家

だいせんキャンプ 大山青年の家

⑤図書館機能の充実 くらしに役立つ図書館推進事業 図書館

生きる力を育むとっとり学校図書館活用教育推進事業 図書館

市町村図書館等協力支援事業 図書館

デジタル化時代の知の拠点づくり事業 図書館

⑥博物館機能の充実 企画展開催費 博物館

博物館普及事業費 博物館

美術館・博物館等ネットワーク強化推進事業 博物館

鳥取県立美術館整備推進事業 博物館

山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館事業費
山陰海岸ジオパーク海と大地の
自然館

目標２　学ぶ意欲を高める学校教育の推進

（４）幼児教育の充実

重点事業、取組 事業課

①幼児教育の充実 幼児教育充実活性化事業 小中学校課

幼児教育の推進体制充実事業 小中学校課

とっとりふれあい家庭教育応援事業 小中学校課

幼保・小の円滑な接続の推進 各教育局

②子育て支援の充実 とっとりふれあい家庭教育応援事業 小中学校課

―図書館、博物館等の社会教育施設の機能の充実―

―発達や学びの連続性を踏まえた幼児期の充実、発展―

目指すところ

目指すところ

目指すところ

③社会教育を推進する人材の育成と団体支援

平成30年度施策の重点事業

目指すところ
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（５）学力向上の推進
重点事業、取組 事業課

①学校と家庭が協働した学力向上 保護者と連携した生活習慣づくり
教育総務課
小中学校課

地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課

保護者と連携した生活習慣づくり
教育総務課
小中学校課

鳥取県版キャリア教育推進事業 高等学校課

普通科高校インターンシップ・コーディネート事業 高等学校課

とっとり農林水産人材育成システム推進事業（県版ＳＰＨ事業） 高等学校課

③基礎学力の確実な定着とさらなる伸長 地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課

コミュニティ・スクール推進体制構築事業 小中学校課

グローバルリーダーズキャンパス 高等学校課

小学校英語パワーアップ事業～拠点小学校を中心とする英語教育
強化事業～

高等学校課

学力向上への取組 各教育局

④教員の授業力向上 特別支援教育における専門性向上事業 特別支援教育課

アクティブ・ラーニング推進事業～21世紀型能力を育む次世代授
業の創造～

高等学校課

各教育局での授業力向上への取組 各教育局

⑤学び合い、つながる環境づくり 地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課

アクティブ・ラーニング推進事業～21世紀型能力を育む次世代授
業の創造～

高等学校課

県立高校土曜授業等実施事業 高等学校課

⑥カリキュラム改善 鳥取県版キャリア教育推進事業 高等学校課

博物館普及事業費 博物館

未来に役立つ「ものづくり教育」実践事業 教育・学術振興課

（６）特別支援教育の充実
重点事業、取組 事業課

地域で進める特別支援教育充実事業 特別支援教育課

共生社会をめざす文化・芸術活動支援事業 特別支援教育課

地域で進める特別支援教育充実事業（特別支援学校センター的機
能強化事業）

特別支援教育課

幼児教育充実活性化事業 小中学校課

発達障がい児童生徒等支援事業 特別支援教育課

特別支援教育における専門性向上事業 特別支援教育課

地域で進める特別支援教育充実事業 特別支援教育課

発達障がい児童生徒等支援事業 特別支援教育課

高校における特別支援教育充実事業 高等学校課

⑥キャリア教育と移行支援の充実 県教育委員会における障がい者就労支援事業 教育総務課

特別支援学校就労促進事業・職場定着キャリアアップ事業 特別支援教育課

⑦教員の専門性の向上 特別支援教育における専門性向上事業 特別支援教育課

⑧保護者支援の充実 医療的ケアの必要な児童生徒の放課後子ども教室事業 特別支援教育課

特別支援学校児童生徒通学等支援事業 特別支援教育課

発達障がい者支援体制整備事業(ペアレントメンターに係る事
業）

子ども発達支援課

鳥取発！スポーツでつながる共生社会充実事業 特別支援教育課

共生社会をめざす文化・芸術活動支援事業 特別支援教育課

あいサポート推進事業 障がい福祉課

⑩手話教育の推進 手話で学ぶ教育環境整備事業 特別支援教育課

―スクラム教育等による校種を超えた連携の拡大―

―個々の障がいの種類や程度に応じた教育の提供―

⑦児童生徒へ科学やものづくりの楽しさを知る機会
の充実

目指すところ

②特別支援学校のセンター的機能と学校間連携の推
進

目指すところ

⑨特別支援教育と障がいのある子どもの理解・啓発

①自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備

④「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」
を活用した指導と支援の充実

③幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校間で
の連続性のある教育の推進

⑤発達障がいを含む障がいのある児童生徒等への一
貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実

②自らの将来に夢や目標を持ち、主体的に学習する
児童生徒の育成
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重点事業、取組 事業課

①鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成 郷土を愛する心情及び態度の育成 小中学校課

鳥取県の美しい星空環境を活かした体験活動等推進事業 社会教育課

②情報社会を主体的に生きる人材の育成 ICT活用教育推進事業 教育センター

グローバルリーダーズキャンパス 高等学校課

インターネットとの適切な接し方教育啓発推進事業 社会教育課

③主体的に行動する人材の育成 未来につなぐ高校生活支援事業（とっとり夢プロジェクト事業） 高等学校課

④手話教育の推進 手話で学ぶ教育環境整備事業 特別支援教育課

⑤環境教育の推進 TEAS（鳥取県版環境管理システム）Ⅲ種の周知・継続
小中学校課
高等学校課

―いじめ、不登校等の未然防止、早期対応―

重点事業、取組 事業課

①道徳教育や人権教育の充実 道徳教育推進事業 小中学校課

人権教育実践事業 人権教育課

とっとりユニバーサルデザイン推進事業 人権・同和対策課

拉致問題人権学習会 人権・同和対策課

②いじめ問題等への取組 いじめ防止対策推進事業
いじめ・不登校総合対策セン
ター

安心・安全な学級づくりプロジェクト事業
いじめ・不登校総合対策セン
ター

豊かな人権文化を築く学校づくり事業 人権教育課

各教育局における生徒指導の支援（いじめ、不登校、問題行動
等）

各教育局

こどもいじめ人権相談 人権・同和対策課

鳥取県いじめ問題検証委員会運営事業 人権・同和対策課

③不登校ゼロへの取組 不登校対策事業
いじめ・不登校総合対策セン
ター

安心・安全な学級づくりプロジェクト事業
いじめ・不登校総合対策セン
ター

不登校生徒等訪問支援、居場所づくり事業
いじめ・不登校総合対策セン
ター

スクールソーシャルワーカーの配置

いじめ・不登校総合対策セン
ター
高等学校課
特別支援教育課

各教育局における生徒指導の支援（いじめ、不登校、問題行動
等）

各教育局

ハートフルキャンプ　in　船上山 船上山少年自然の家

だいせんキャンプ 大山青年の家

不登校児童生徒活動支援
船上山少年自然の家
大山青年の家

④読書活動の推進 本の大好きな子どもを育てるプロジェクト 社会教育課

⑤体験活動・文化芸術活動の充実 鳥取県の美しい星空環境を活かした体験活動等推進事業 社会教育課

博物館普及事業費 博物館

⑥郷土を愛する姿勢の育成 「ふるさとを元気に」とっとりの文化遺産活用推進事業 文化財課

（９）健やかな心と体づくりの推進 ―学校と地域が連携した体力向上―
重点事業、取組 事業課

①学校体育の充実 運動部活動推進事業 体育保健課

部活動指導員配置事業 体育保健課

②子どもの体力・運動能力の向上 子どもの体力向上推進プロジェクト事業 体育保健課

③健康教育の充実 児童生徒健康課題対策事業 体育保健課

④食育の推進 学校給食・食育推進事業 体育保健課

―ICTの活用、英語教育の充実、手話の取組によるグローバルマインドと
コミュニケーション力の育成―

目指すところ

目指すところ

目指すところ

（７）社会の進展に対応できる教育の推進

（８）豊かな人間性、社会性を育む教育
　　　の推進
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目標３　学校を支える教育環境の充実

重点事業、取組 事業課

①公立小・中学校の在り方 少人数学級の継続 教育人材開発課

②今後の県立高等学校の在り方 高等学校改革推進事業 高等学校課

③今後の特別支援教育の在り方 インクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進 特別支援教育課

（11）特色ある学校運営の推進

重点事業、取組 事業課

①県民に開かれ、信頼される学校づくり 教育行政監察業務 教育総務課

②学校の自立と課題解決力の向上 県立学校裁量予算事業（高等学校運営費）
教育環境課
高等学校課

コミュニティ・スクール推進体制構築事業 小中学校課

③学校組織運営体制の充実 県立学校裁量予算事業（高等学校運営費）
教育環境課
高等学校課

④教職員の多忙解消・負担軽減 学校業務カイゼン活動推進事業 教育人材開発課

学校現場における働き方改革推進事業 教育人材開発課

部活動指導員配置事業 体育保健課

⑤教職員の精神性疾患への対応 教職員厚生事業費 教育総務課

教職員健康管理事業費 教育総務課

教職員心の健康対策事業費 教育総務課

（12）人的、物的な教育資源の充実 ―中長期的な視点での若手、学校リーダーの育成―
重点事業、取組 事業課

①教員の資質向上や指導力、授業力の向上 エキスパート教員認定制度
小中学校課
特別支援教育課
高等学校課

地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課

各教育局における授業力向上への取組 各教育局

②県民に信頼される教職員の育成 教育行政監察業務 教育総務課

③優秀な人材確保のための教員採用 教員採用試験 教育人材開発課

生きる力を育むとっとり学校図書館活用教育普及事業
図書館
小中学校課
高等学校課

⑤ICTを活用した教育の推進 ICT活用教育推進事業 教育センター

⑥校庭の芝生化 県立学校校庭芝生化推進事業費 教育環境課

省エネルギー型設備導入事業費 教育環境課

（13）安全、安心な教育環境の整備 ―食物アレルギー等現代的な課題に対応できる体制整
重点事業、取組 事業課

①公立学校の耐震対策の推進 県立学校耐震化推進事業費 教育環境課

②学校内外の安全確保 インターネットとの適切な接し方教育啓発推進事業 社会教育課

学校安全対策事業 体育保健課

③安全、安心な学校給食 学校給食・食育推進事業 体育保健課

④特に支援が必要な家庭への支援 「地域未来塾」推進事業 小中学校課

図書館を活用した「サポートの必要な家庭応援」事業 図書館

奨学資金債権回収事業 人権教育課

育英奨学事業 人権教育課

高校生等奨学給付金事業 人権教育課

（14）私立学校への支援の充実 ―私立学校の多様な取組への支援―
重点事業、取組 事業課

①私立学校の振興 私立学校教育振興補助金 教育・学術振興課

②学校経営の健全性の向上、入学者確保 私立学校教育振興補助金 教育・学術振興課

③私立学校の耐震化 私立学校施設整備費補助金 教育・学術振興課

―学校裁量予算の活用やコミュニティースクール等、学校の自主性を発揮
した取組推進―

―社会のニーズに対応した県立学校の在り方検討―

目指すところ

目指すところ

目指すところ

④学校図書館の整備の推進と教材整備の推進

⑦環境教育の推進

目指すところ

（10）人口減少期を好機と捉えた学校
　　　教育の充実

目指すところ
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目標４　生涯にわたって運動、スポーツに親しむ環境づくり

―幼児期からの運動習慣づくり―

重点事業、取組 事業課

子どもの体力向上推進プロジェクト事業 体育保健課

子どもの体力向上推進プロジェクト事業 体育保健課

関西ワールドマスターズゲームズ2021開催準備推進事業 スポーツ課

―ジュニア期からトップレベルに至る体系的な指導体制等の充実―

重点事業、取組 事業課

①ジュニア期からの一貫指導体制の整備 鳥取発！スポーツでつながる共生社会充実事業 特別支援教育課

競技力向上対策事業費 スポーツ課

②アスリートのキャリア形成の推進 競技力向上対策事業費 スポーツ課

東京オリ・パラターゲット競技事業 スポーツ課

世界に羽ばたく鳥取ジュニアアスリート発掘事業 スポーツ課

東京オリ・パラ施設整備事業 スポーツ課

競技力向上対策事業費 スポーツ課

目標５　文化、伝統の継承、創造、再発見

（17）文化、芸術活動の一層の振興 ―子どもたちや若者が文化、芸術に触れ、完成を高める機会の提供―

重点事業、取組 事業課

とりアート（鳥取県総合芸術文化祭）開催事業 文化政策課

鳥取県ジュニア美術展覧会開催事業 文化政策課

鳥取県障がい者アート推進事業 障がい福祉課

「とっとりアートスタート」推進事業 文化政策課

（18）文化財の保存、活用、伝承 ―祭り、行事などを地域で伝承していく活動の支援―
重点事業、取組 事業課

伝統芸能等支援事業 文化財課

鳥取県の考古学情報発信事業 埋蔵文化財センター

②文化財保護の推進 伝統芸能等支援事業 文化財課

史跡青谷上寺地遺跡整備事業 文化財課

とっとり弥生の王国普及活用事業（妻木晩田遺跡活用事業） むきばんだ史跡公園

③文化遺産の再発掘・磨き上げ 「ふるさとを元気に」とっとりの文化遺産活用推進事業 文化財課

鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制

（１）県民との協働による計画の推進
重点事業、取組 事業課

①県民意見の把握と開かれた教育の推進 県民に開かれた教育委員会推進事業 教育総務課

②教育問題等への迅速かつ的確な対応 教育審議会費 教育総務課

（２）市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
重点事業、取組 事業課

①市町村との連携・協力体制の充実 県民に開かれた教育委員会推進事業 教育総務課

県民に開かれた教育委員会推進事業 教育総務課

とっとり農林水産人材育成システム推進事業（県版SPH事業） 高等学校課

未来に役立つ「ものづくり教育」実践 教育・学術振興課

③文化、芸術が生活の一部となる生活スタイルの定
着

①県民が、鳥取県の歴史や文化を誇りに思い、文化
財を大切にする気運の醸成

①文化、芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充

目指すところ

目指すところ

③成年期からの運動、スポーツ活動の充実

②高等教育機関との連携、協力の一層の推進

（15）ライフステージに応じた運動、
　　　スポーツ活動の充実

（16）トップアスリートの育成
　　　（競技力向上）

目指すところ

目指すところ

目指すところ

①幼児期における運動、スポーツの基礎づくり

②少年期（小学校～高等学校）の適正なスポーツ活
動の充実

②文化、芸術に触れ、豊かな感性を育てる機会の確
保

目指すところ

③2020年東京オリンピック・パラリンピックを契機
とした取組の実施

－5－



目標１　社会全体で学び続ける環境づくり
（１）社会全体で取り組む教育の推進
①地域の教育力の向上

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

保護者と連携した生活習慣づ
くり

教育総務課
小中学校課

○
子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める。（「心とから
だいきいきキャンペーン」等）

学校支援ボランティア事業 小中学校課
地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組みをつく
り、地域と学校が連携・協働して、学校を核とした地域づくりを推進
する事業に対して助成する。

未来につなぐ高校生活支援事
業（高校生マナーアップ推進
事業）

高等学校課
高校生の社会の一員としての望ましい在り方・生き方の自覚を高め、
規範意識の向上を図るため、大人が手本となり、県民全体で高校生を
見守り育てる運動を展開する。

インターネットとの適切な接
し方教育啓発推進事業

社会教育課 ○
保護者及び子どもたちに対して、電子メディア機器とのより良い接し
方についての教育啓発を行う。特に子どもたち自ら主体的に考え、そ
の考えを大人と共有するための取組を実施する。

県市町村社会教育振興事業 社会教育課
各種研修会や社会教育主事講習、合同研究協議会等を実施し、県・市
町村教育委員会事務局職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成
を図る。

青少年ふるさとキャリア教育
活性化事業

社会教育課 ○

高校生・青年層を対象とするふるさと教育、キャリア教育に取り組む
社会教育関係団体等（市町村、公民館、青年団等）の活動を補助する
ことで、地域の高校生・青年層の活動を活性化し、人材育成を行うと
ともに、その取組を県内に広げていく。

社会教育担当者会の開催 各教育局

各市町の社会教育担当者とともに、課題解決に向けた研修・事業を行
う。
[西部教育局]
西部地区社会教育担当者研究協議会研修会の開催。（西部地区の社会
教育関係者が一堂に会し課題解決に向けた研修を行う。西部地区社会
教育担当者研究協議会に6部会を設置し、各部会の充実と連携による
事業展開を図る。）

青少年健全育成条例施行費事
業（ペアレンタルコントロー
ルの普及啓発）

青少年・家
庭課

青少年が利用するインターネット接続機器への保護者によるペアレン
タルコントロール等の実施について、リーフレット配付や講演会等を
開催して周知を図る。併せて青少年自ら、インターネットに潜む危険
性に気づくための取組（啓発川柳の募集）を行う。

青少年育成対策推進費事業
（青少年育成鳥取県民会議へ
の助成）

青少年・家
庭課

挨拶や登下校時の声かけ等、親や大人がモデルを示す運動「大人が変
われば子どもも変わる運動」等を展開している青少年育成鳥取県民会
議へ運営費を助成するとともに、県民会議や各団体が実施するキャン
ペーン等（飲酒、禁煙、マナーアップ等）へ参加し意識啓発を図る。

②社会全体による学校支援

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

学校支援ボランティア事業 小中学校課
地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組みをつく
り、地域と学校が連携・協働して、学校を核とした地域づくりを推進
する事業に対して助成する。【再掲1(1)①】

放課後子供教室推進事業 小中学校課

子どもの安全・安心な居場所づくりを推進するため、放課後や週末、
長期休業中に小学校の余裕教室、公民館等を活用し、地域住民の参画
を得て、学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動、様々な
体験活動等の取組を実施する。

平成30年度鳥取県教育振興基本計画アクションプラン

・地域住民や保護者同士の絆づくりの推進や学びの機会の提供を通じて、コミュニティの一員としての
　自覚を促し、地域課題の解決に向けた取組を推進します。
・保護者や大人が子どもたちの模範となり、子どもたちの基本的生活習慣の定着、規範意識やマナーの向上
　を図るため、啓発に取り組みます。
・スマートフォンや携帯電話、インターネット等とのより良い接し方や薬物依存の危険性等に関して、
　保護者等への啓発を行うなど、メディアによる有害情報や薬物乱用の危険から子どもたちを守る取組を
　推進します。

・学校支援ボランティア、放課後子ども教室の取組を充実し、学校、家庭、地域の連携、協力体制を
　構築することを通じて、地域社会全体で学校を支え、子どもたちを育む活動を支援します。
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土曜授業等実施支援事業 小中学校課
全ての子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学
校・家庭・地域が連携・協力して行う学校における授業、地域におけ
る多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を支援する。

「地域未来塾」推進事業 小中学校課 ○

大学生や教員OBなど地域住民の協力による「地域未来塾」を開設する
市町村に対して助成し、経済的な理由や家庭の事情により、家庭での
学習が困難であったり、学習が遅れがちな中学生等の学習環境を整
備・保障する。

特別支援学校早朝子ども教室
事業

特別支援教
育課

特別支援学校の学校受入時刻までの早朝時間帯の子ども達の居場所を
地域住民や保護者OB等からなる学校支援ボランティアにより整備し、
保護者の負担軽減や児童生徒の活動支援を行う。

医療的ケアの必要な児童生徒
の放課後子ども教室事業

特別支援教
育課

医療的ケアの必要な児童生徒の放課後の居場所を確保するため、鳥取
養護学校において看護師を配置した放課後子ども教室を実施し、児童
生徒の活動支援や保護者の負担軽減を図る。

学社連携による学校支援 各教育局
学校支援ボランティア、参加型保護者会など学校に役立つ情報の提供
やワークショップを開催する。

学社連携による生涯学習の推
進

各教育局 学社連携の推進へ向けての情報提供、助言を行う。

③社会教育を推進する人材の育成と団体支援

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

社会教育企画費 社会教育課
県民や市町村、実践者の意向をくみあげた施策立案及び市町村・社会
教育団体との連絡調整等を行う。

県市町村社会教育振興事業 社会教育課
各種研修会や社会教育主事講習、合同研究協議会等を実施し、県・市
町村教育委員会事務局職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成
を図る。【再掲1(1)①】

社会教育関係団体による地域
づくり支援事業

小中学校課
社会教育課

社会教育関係団体の教育力を活用し、家庭・地域の教育力向上を促進
するとともに、社会教育関係団体で活動する人材を育成するため補助
を行う。

人権尊重のまちづくり推進支
援事業

人権教育課 ○
地域社会における人権尊重のまちづくりを住民一人ひとりが主体者と
して進められるよう、市町村と連携をはかりながら、市町村が行う人
権教育施策、人権学習の充実に対する支援を行う。

社会人権教育振興事業 人権教育課
県内の社会人権教育活動の充実を図るため、「人権尊重社会を実現す
る鳥取県研究集会」の開催や各市町村単位で組織された「人権教育推
進協議会」の活動を支援する団体に対し、支援を行う。

社会教育担当者会の開催 各教育局
各市町の社会教育担当者とともに、課題解決に向けた研修・事業を行
う。【再掲1(1)①】

人権・同和教育担当者会の開
催

各教育局
各市町の人権教育担当者、推進者等と共に課題解決に向けた研修を実
施し、指導力向上に努める。【再掲1(3)②】

スキルアップセミナー
船上山少年
自然の家

○
学生を対象としたボランティア育成講座。主催事業を主体となって企
画したり、サポートしたりする体験活動等を推進する人材を育成す
る。

在学青年交歓のつどい
（高校
生育成事業）

大山青年の
家

地域に根ざした活動を計画し、実践することで高校生ボランティアの
育成を図る。

青年の出会い（青年団交流事
業）

大山青年の
家

青年団員の交流を図り、地域の活性化の要となる若者を育成する。

（２）家庭教育の充実
①家庭の教育力の向上

・地域づくり、人づくりの要となる市町村及び公民館の職員をはじめ、社会教育関係者の資質向上を
　図るため、関係団体と連携、協働して、各種研修会を開催するとともに、社会教育関係団体の人材育成
　等を支援します。
・地域や職場などで「参加型」学習や多様な体験活動、交流活動等による人権学習を実践できる指導者を
　養成し、人権尊重の社会づくりを進めます。

・保護者同士のネットワークの形成を進めるとともに、保護者への多様な学習機会の提供や、関係機関と
　連携した相談体制の整備など、家庭教育の支援を充実します。
・PTA等と連携しながら生活習慣の大切さについて啓発するとともに、家庭での取組を呼びかけ、
　子どもたちの基本的生活習慣や学習習慣の定着を図ります。
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事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

保護者と連携した生活習慣づ
くり

教育総務課
小中学校課

○
子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める。（「心とから
だいきいきキャンペーン」等）。【再掲1(1)①】

とっとりふれあい家庭教育応
援事業

小中学校課 ○

学び合い、支え合える保護者同士の仲間づくりと、親としての役割や
子どもとの接し方などを学ぶ機会を提供する。また、啓発リーフレッ
トを保護者対象に配布する。市町村の家庭教育支援チームによる活動
や親への学習機会の提供を支援する。保護者である従業員が子育てし
やすく、地域活動等に参加しやすい職場環境づくりに自主的に取り組
む企業と協定を締結し、子育てしやすい職場環境等の整備を促進す
る。

PTAと連携した家庭教育の充
実

各教育局
PTA関係団体と連携し、子どもたちの基本的生活習慣の習慣化や会員
の連携を図るためのワークショップを行う。

ファミリーキャンプ、 船上
山ウインターフェスティバル

船上山少年
自然の家

夏季にはカヌーやイカダ等のダム湖活動、また、冬季にはスノー
シューやスノーチューブ等の雪遊び活動など、自然体験活動を通して
家族同士の交流や親子の絆を深め、家庭教育の充実を図る。

一人親支援事業
大山青年の
家

一人親家庭を対象にした野外炊事・カヌー・お泊まり会を実施する。
家族の思い出作りを支援し、体験格差の是正を行う。

エンジョイカヌー・大山ファ
ミリー登山・大山ファミリー
キャンプ・エンジョイス
キー・春の体験満開フェス
ティバル・秋の感謝祭

大山青年の
家

民間を含む社会教育機関・団体と連携して、自然体験等の本施設の機
能を生かしたサービスを提供し、家族の絆を深める。

②社会全体による家庭教育の支援

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

とっとりふれあい家庭教育応
援事業

小中学校課 ○

学び合い、支え合える保護者同士の仲間づくりと、親としての役割や
子どもとの接し方などを学ぶ機会を提供する。また、啓発リーフレッ
トを保護者に配布する。保護者である従業員が子育てしやすく、地域
活動に参加しやすい職場環境づくりに自主的に取り組む企業と協定を
締結し、子育てしやすい職場環境等の整備を促進する。【再掲1(2)
①】

社会教育関係団体による地域
づくり支援事業

小中学校課
社会教育課

社会教育関係団体の教育力を活用し、家庭・地域の教育力向上を促進
するとともに、社会教育関係団体で活動する人材を育成するため補助
を行う。【再掲1(1)③】

子育て支援関係者研修会の実
施

西部教育局
西部地区の子育て支援関係者が一堂に会し、日頃の実践の成果や課題
を意見交換し連携を深める研修を行う。

青少年育成対策推進費事業
（青少年育成鳥取県民会議へ
の活動支援）

青少年・家
庭課

挨拶や登下校時の声かけ等、親や大人が模範を示す運動「大人が変わ
れば子どもも変わる運動」等を展開している青少年育成鳥取県民会議
へ運営費を助成するとともに、県民会議や各団体が実施するキャン
ペーン等（飲酒、禁煙、マナーアップ等）へ参加し意識啓発を図る。
【再掲1(1)①】

③学校と家庭が協働した学力向上【再掲2-(5)】

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

保護者と連携した生活習慣づ
くり

教育総務課
小中学校課

○
子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める。（「心とから
だいきいきキャンペーン」等）【再掲1(1)①】

地域課題に応じた学力向上推
進事業

小中学校課 ○

全国学力・学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決
に向けて、県教育委員会と各市町村教育委員会が協働して、地域課題
の解決に取り組む。（東部地域：大学やＰＴＡと連携を図った家庭学
習の質の向上の推進）

・児童生徒が自らの目標に向かって粘り強く取り組む姿勢を育むための、学校と家庭の連携した取組を
　推進します。
・家庭学習記録ノートなどを活用した家庭での自学自習を促すとともに、予習や復習の習慣化につながる
　授業づくりを推進します。

・保護者が子育てしやすく、地域活動に参加しやすい職場環境づくりを推進するため、鳥取県家庭教育推進
　協力企業の増加に取り組み、企業の活動を支援します。
・関係団体と連携した啓発活動を行うなど、大人が子どもたちの模範となり、子どもたちの基本的生活習慣
　の定着、規範意識やマナーの向上を図ります。
・幼稚園、保育所及び地域子育て支援センターが有する人的、物的資源を活用した施設の開放、保護者同士
　の交流、情報の提供、子育てに関する相談、助言などにより、子育て支援を進めます。

－8－



（３）生涯学習の環境整備と活動支援
①生涯学習の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

とっとり県民カレッジ事業 社会教育課 ○
市町村、高等教育機関等様々な機関と連携し、地域課題に係る県民の
主体的な学びと行動を支援する学習機会を提供する。

県市町村社会教育振興事業 社会教育課
各種研修会や社会教育主事講習、合同研究協議会等を実施し、県・市
町村教育委員会事務局職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成
を図る。【再掲1(1)①】

高等教育機関との連携による
公開講座等の実施

図書館
大学とのタイアップによる講座（鳥取大学サイエンスアカデミー、鳥
取環境大学公開講座）の実施や鳥取大学地域貢献事業への協力を行
う。

社会教育担当者会の開催 各教育局
各市町の社会教育担当者とともに、課題解決に向けた研修・事業を行
う。【再掲1(1)①】

学社連携による生涯学習の推
進

各教育局 学社連携の推進へ向けての情報提供、助言を行う。【再掲1(1)②】

生涯学習実践道場
大山青年の
家

生涯学習実践者の発表と交流のつどいにより、生涯学習の実践力を高
めると共に、社会貢献ネットワークの構築を図る。

②人権学習の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

人権尊重のまちづくり推進支
援事業

人権教育課 ○
地域社会における人権尊重のまちづくりを住民一人ひとりが主体者と
して進められるよう、市町村と連携をはかりながら、市町村が行う人
権教育施策、人権学習の充実に対する支援を行う。【再掲1(1)③】

社会人権教育振興事業 人権教育課

県内の社会人権教育活動の充実を図るため、「人権尊重社会を実現す
る鳥取県研究集会」の開催や各市町村単位で組織された「人権教育推
進協議会」の活動を支援する団体に対し、支援を行う。【再掲1(1)
③】

人権・同和教育の推進 各教育局
人権・同和教育担当者会を開催する。（各市町の人権教育担当者、推
進者等と共に課題解決に向けた研修を実施し、指導力向上に努め
る。）

とっとりユニバーサルデザイ
ン推進事業

人権・同和
対策課

○

児童・生徒を対象として学校でUD（ユニバーサルデザイン）出前授業
を実施する。

人権関連施設の主要事業（夏休み企画）にUDプログラムを組込み、子
どもを中心とした利用者を対象にUD体験学習を実施する。

企業、団体、地域等でUD及びカラーUDの理解を促進するための出前講
座を実施する。

拉致問題人権学習会
人権・同和
対策課

○
北朝鮮当局による拉致問題について広く県民に理解を深めていただく
ため、学校や地域と連携・協力し、拉致被害者の家族の方を講師とす
る拉致問題人権学習会を実施する。

障がい者スポーツ(車いすバ
スケ)体験教室

人権・同和
対策課

障がい者スポーツ団体と連携して、児童・生徒を対象にした車椅子バ
スケットボール体験教室（出前講座）を実施する。

・とっとり県民カレッジなど、多くの世代が生涯にわたって学ぶことができる場を提供するとともに、
　その学習成果を、地域や家庭などに還元して、様々な社会問題の解決に向けて取り組んだり、心豊かに
　人生を送ることができるような社会の構築を目指します。
・個人の自立や住民の学習活動を通じた地域の活性化に重要な役割を果たす図書館や博物館、公民館等の
　地域の社会教育施設の活用を促進します。
・図書館におけるタイアップ講座など、高等教育機関の公開講座との連携を図り、県民の学習機会の拡大を
　図るとともに、今日的課題に対応するための学習機会を積極的に提供します。

・社会全体で人権教育に取り組み、学校、家庭、地域、職場等あらゆる場で県民一人ひとりがより良い
　生き方や社会の在り方について考え、自らが人権尊重の社会づくりの担い手であることの認識を深める
　ことができるよう支援します。
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③子どもの読書活動の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

鳥取県こども未来基金費 教育総務課
ふるさと納税制度により本県に寄附された寄附金を「鳥取県こども未
来基金」に積み立て、子どもの読書活動の経費として活用する。

本の大好きな子どもを育てる
プロジェクト

社会教育課 ○

読書ボランティアの資質向上や保護者啓発を行うため、子ども読書ア
ドバイザーを派遣する。また、子どもたちに本を読むことの楽しさ、
大切さを伝えるための体験を提供し、子どもの読書活動の推進を図
る。

子ども読書活動推進事業 図書館
乳幼児期からの子どもの読書推進を図るため、子どもたちに日常接す
る職員（公共図書館職員、幼稚園・保育所職員等）の研修や、市町村
図書館児童図書部門の支援を行う。

④社会教育施設の機能の強化と利用促進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県市町村社会教育振興事業 社会教育課
各種研修会や社会教育主事講習、合同研究協議会等を実施し、県・市
町村教育委員会事務局職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成
を図る。【再掲1(1)①】

生涯学習センター運営費 社会教育課
指定管理者に生涯学習センターの管理運営、「未来をひらく鳥取学」
の運営及び生涯学習情報提供事業を委託する。

生涯学習センター改修費 社会教育課
生涯学習センターの老朽化対応・利用促進のため、必要な改修を行
う。

船上山少年自然の家・大山青
年の家の運営

社会教育課
船上山少年
自然の家
大山青年の
家

○
船上山少年自然の家・大山青年の家において、集団生活を通して、野
外活動、自然探求、観察活動等を行うことにより、心身ともに豊かで
たくましい青少年を育成する。

鳥取県の美しい星空環境を活
かした体験活動等推進事業

社会教育課 ○
鳥取県の美しい星空が見える良好な環境について県民等が理解を深
め、星空環境を県民の貴重な財産として保全することを目指し、星空
環境を活用した教育の機会を提供する。

社会教育担当者会の開催 各教育局
各市町の社会教育担当者とともに、課題解決に向けた研修・事業を行
う。【再掲1(1)①】

学社連携による生涯学習の推
進

各教育局 生涯学習・社会教育に係る様々な情報提供を行う。【再掲1(1)②】

ハートフルキャンプ　in　船
上山

船上山少年
自然の家

○
県内小中学校の不登校傾向児童生徒、保護者、指導者を対象に、船上
山や近隣の農家で自然や動物、人とのふれあいを通して心をリフレッ
シュさせ、学校復帰を図る。【再掲2(8)③】

だいせんキャンプ
大山青年の
家

○
不登校生徒を対象に自然体験活動・宿泊体験等を提供し、自己決定・
自己責任等の体験を通して本人の成長を図る。【再掲2(8)③】

⑤図書館機能の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

図書館ビジネス支援推進事業 図書館

図書館が提供できるビジネス情報や機能を周知するため、市町村図書
館等と協力し、図書館の活用方法を紹介する講演会やセミナー等を開
催し、県民、特に企業関係者、農林水産業者、産業支援機関等幅広い
層への浸透を図る。

平成30年度は、新規就農を考えている方、就農して間もない方を対象
としたセミナーや講座等の開催により、図書館の資料や機能等につい
ての情報提供を行う。

・「鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン」に基づき、子どもが読書に親しむための機会の充実、環境の
　整備等を図り、関係機関が連携して、子どもの読書活動を推進します。
・ふるさと納税制度（寄付金）を活用し、子どもの読書環境やジュニアスポーツ等の充実を図ります。

・船上山少年自然の家や大山青年の家などの青少年社会教育施設において、利用促進を図るとともに、学校
　と連携しながら、自然体験活動内容の充実や、今日的な課題に対応した取組等を進めます。
・公民館をはじめとする社会教育施設が、地域の様々な課題や社会的ニーズに対応した「学習」の拠点、
　「人づくり、地域づくり」の拠点として機能するよう支援します。

・「県民に役立ち、地域に貢献する図書館」を目指して、県立図書館の「仕事とくらしに役立つ図書館」
　「人の成長・学びを支える図書館」「鳥取県の文化を育む図書館」としての機能を充実します。
・県立図書館を核に、市町村立図書館、学校図書館や関係機関と連携し、より多くの県民の図書館活用を
　推進します。
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くらしに役立つ図書館推進事
業

図書館 〇

図書館が有する多様な資料や、専門職としての司書の能力を最大限に
生かし、地域の情報拠点として、県民の情報要求に応え、県民の生活
課題に即した情報提供を実現する。特に、社会問題となっている認知
症対策の支援や高齢者への支援、子育てを応援する取組みを推進す
る。

郷土情報発信事業 図書館

優れた郷土資料の収集・保存を進め、伝承するとともに、市町村や学
校図書館と連携し、郷土資料の普及・啓発を行い、利用促進を図る。
また、鳥取県出身の文学者及び鳥取県を舞台にした優れた文学作品を
魅力的に発信する。

子ども読書活動推進事業 図書館
乳幼児期からの子どもの読書推進を図るため、子どもたちに日常接す
る職員（公共図書館職員、幼稚園・保育所職員等）の研修や、市町村
図書館児童図書部門の支援を行う。【再掲1(3)③】

図書館国際交流事業 図書館

鳥取県が進めている環日本海諸国との交流や、さらなるグローバル化
に伴う幅広い国際交流や国際理解の促進を支援するために、環日本海
交流室・国際交流ライブラリーの機能を生かし、広く海外情報を収
集・提供する。また、英語教育や国際理解教育の推進等、世界で活躍
する人材育成につながる情報収集・提供に努める。

生きる力を育むとっとり学校
図書館活用教育推進事業

図書館
小中学校課
高等学校課

〇

「とっとり学校図書館活用教育推進ビジョン」をもとに就学前から
小、中、高等学校まで一貫した見通しを持った学校図書館活用教育の
普及・啓発を図る。また、新学習指導要領の改訂方針を踏まえて、学
校図書館関係職員の能力向上に資する研修の実施と、各学校での学校
図書館活用教育を推進する。加えて、上記ビジョンの中間評価を行
い、その結果を生かして一層の学校図書館活用教育の充実を図る。

市町村図書館等協力支援事業 図書館 〇

県内市町村図書館等に対して職員研修と訪問相談を実施することで、
各館職員の技能向上と図書館サービスの充実に資する。また、県立図
書館と市町村図書館等を結ぶ物流・連携網により、全県民への県立図
書館資料とサービスの提供と、各館間の連携推進を実現する。加え
て、地域の資源を知り、住民参加型で情報発信するための取組みを支
援する。

デジタル化時代の知の拠点づ
くり事業

図書館 ○

情報の形態の多様化や、情報取得に対する県民の意識変化等を踏ま
え、利用者にとっての利便性を向上させ、さらに地域独自の歴史や文
化に関する資料を容易に利用できる環境を整え、次世代に伝え残して
いくため、図書館の貴重な資料のデジタル化を推進するとともに、デ
ジタルアーカイブシステムの構築に取り組む。

⑥博物館機能の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

企画展開催費 博物館 ○
鳥取県の自然・歴史・美術に関するものや世界的・全国的に貴重なも
のについて、資料や作品、研究成果等を企画展として広く県民に紹介
する。

博物館運営費 博物館 博物館の運営と適切な維持管理等を行う。

博物館交流事業 博物館

中国、韓国、ロシアの博物館と職員の相互派遣などを通して相互の博
物館交流について意見交換等を行う。平成３０年度は、中国河北省博
物館との交流２０周年となるため、当館で鳥取県立博物館・河北博物
院交流２０周年記念展を開催する。

収蔵資料管理事業 博物館 博物館の収蔵資料を害虫やカビ類から守るための対策や調査を行う。

自然・人文・美術事業費 博物館
自然、人文、美術資料の収集、修復や調査・研究を行い、その成果を
各種展示や教育普及活動に反映するとともに、常設展示等で紹介す
る。

・県民が、自然、歴史・民俗、美術等について、常設展示、企画展、講演、体験活動等を通じて、教養を
　高め、感動や新たな発見が生まれる「魅力ある博物館」づくりを推進します。
・県立博物館と学校教育との連携を強化し、児童生徒の体験をとおした学習を支援するとともに、授業の
　充実に資する講座の提供に努めます。
・施設の老朽化や資料の増加による収蔵庫の狭隘化等について、改善に取り組みます。
・「美術ラーニングセンター（仮称）」機能の検討、収蔵品デジタルアーカイヴ化に向けた調査研究など、
   美術館整備に向けた取組を推進します。
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博物館普及事業費 博物館 ○
県民の生涯学習や学校教育を支援するために、各種の講座や体験学習
会、移動博物館などを実施するとともに、博物館の活動、研究成果、
利用方法などについて広く情報発信する。

鳥取藩絵師粉本類修復事業 博物館
鳥取藩絵師の小畑稲升・黒田稲皐・沖一峨の門人らを中心とする粉本
類を修復し、江戸時代の鳥取藩絵師の制作活動の解明や、展示での公
開を行う。

美術館・博物館等ネットワー
ク強化推進事業

博物館 ○

鳥取県ミュージアム・ネットワーク（T.M.N.）が実施する、(1)県内
の美術館・博物館等における具体的な協力連携の取組、(2)各館の歴
史民俗資料の保存活用機能を向上させる取組を支援することにより、
県内の博物館等の連携基盤を確立してネットワークの強化を図る。

※T.M.N.…県内の博物館、美術館、歴史民俗資料館、考古資料館等
が、相互連連携を密にし、各館の運営や事業の発展と向上を図ること
を目的として平成15年12月に設立した組織。事務局は県立博物館で、
平成29年12月末時点で52館が加盟。

鳥取県立美術館整備推進事業 博物館 ○

「美術ラーニングセンター（仮称）」機能の検討、収蔵品デジタル
アーカイヴ化に向けた調査研究など、美術館整備に向けた取組を推進
する。

なお、PFI手法を導入することとなった場合は、ＰＦＩ民間事業者の
募集に係るアドバイザリー業務委託経費を補正で予算化し、美術館整
備に向けた取組を推進する。

山陰海岸ジオパーク海と大地
の自然館運営費

山陰海岸ジ
オパーク海
と大地の自
然館

山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の運営と適切な維持管理等を行
う。

山陰海岸ジオパーク海と大地
の自然館事業費

山陰海岸ジ
オパーク海
と大地の自
然館

○
山陰海岸ジオパークの拠点施設として、展示資料の充実や調査研究を
行うとともに、ジオパークの魅力を学ぶ自然体験講座等を開催する。

目標２　学ぶ意欲を高める学校教育の推進
（４）幼児教育の充実
①幼児教育の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

幼児教育充実活性化事業 小中学校課 ○

鳥取県幼児教育センターを拠点として、「鳥取県幼児教育振興プログ
ラム」、「幼保小連携カリキュラム」に基づき、義務教育以降の学び
の基礎となる質の高い幼児教育の全県展開をめざして、幼稚園・保育
所・認定こども園の教職員の指導力向上と小学校教育との連携推進を
図る。

幼児教育の推進体制充実事業 小中学校課 ○

本県における幼児教育・保育の質のさらなる充実及び幼保小の円滑な
接続を図るため、「鳥取県幼児教育振興プログラム」を改訂するとと
もに、幼児教育センターの拠点機能を強化し、各教育局の圏域におけ
る課題解決に向けた人的な体制の確保と幼児教育の現場の取組を支援
する事業を展開する。

とっとりふれあい家庭教育応
援事業

小中学校課 ○

学び合い、支え合える保護者同士の仲間づくりと、親としての役割や
子どもとの接し方などを学ぶ機会を提供する。また、啓発リーフレッ
トを保護者対象に配布する。市町村の家庭教育支援チームによる活動
や親への学習機会の提供を支援する。保護者である従業員が子育てし
やすく、地域活動等に参加しやすい職場環境づくりに自主的に取り組
む企業と協定を締結し、子育てしやすい職場環境等の整備を促進す
る。【再掲1(2)①】

教職員研修（幼稚園教員研
修）

教育セン
ター

県内幼稚園・幼保連携型認定こども園の新規採用教員研修や希望制に
よる専門研修を実施する。

・生涯にわたる人間形成と教育の基礎を培うため、発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育を充実、
　発展させます。
・子どもや社会の変化に対応するため、子どもの情緒の安定と主体的な活動を促す幼児教育の環境づくり
　を支援します。
・幼稚園、保育所、認定こども園と小学校との間で、子どもたちの生活状況や、それぞれの子どもたちの
　発達の特性に応じた教育課題を共有できる体制づくりを進めます。
・県内幼稚園の新規採用者を対象とした新規採用教員研修や希望制による専門研修を実施し、教員の指導力
　向上を図ります。
・「鳥取県幼児教育振興プログラム」（改訂版）や「鳥取県幼保小連携カリキュラム」を活用した取組を
　展開し、幼児教育の充実に取り組みます。
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幼保・小の円滑な接続の推進 各教育局 ○

「鳥取県幼児教育振興プログラム（改訂版）」、「鳥取県幼保小連携
カリキュラム」に基づき、「園内研修用資料」（鳥取県「遊びきる子
ども」を育む取組事例集、DVD）等を活用し、研修会や園訪問を通し
て幼児教育・保育の質の向上と小学校教育との連携推進を図る。

市町担当課及び教育委員会との連携により、幼保・小の円滑な接続を
図る。

保育・幼児教育の質の向上強
化事業

子育て応援
課

保育士・幼稚園教諭・保育教諭を対象に多様化する保育や幼児教育の
ニーズや課題に合わせた研修を行い、職員の資質向上を図るととも
に、幼児教育専任指導主事及び保育専門員による保育所等の訪問指導
を実施し、保育の質の向上を目指す。

②子育て支援の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

とっとりふれあい家庭教育応
援事業

小中学校課 ○

学び合い、支え合える保護者同士の仲間づくりと、親としての役割や
子どもとの接し方などを学ぶ機会を提供する。また、啓発リーフレッ
トを保護者対象に配布する。市町村の家庭教育支援チームによる活動
や親への学習機会の提供を支援する。保護者である従業員が子育てし
やすく、地域活動等に参加しやすい職場環境づくりに自主的に取り組
む企業と協定を締結し、子育てしやすい職場環境等の整備を促進す
る。【再掲1(2)①】

子育て応援市町村交付金（市
町村子育て支援員配置事業）

子育て応援
課

子育てに不安や課題を抱える地域の子育て家庭を広域的にサポートす
る子育て支援員を保育所等に配置する。

子ども・子育て支援交付金
（地域子ども・子育て支援事
業）

子育て応援
課

平日・休日等預かり保育や地域への園開放、保護者に対する教育相
談、放課後児童クラブの運営等、子育て支援活動に要する経費に対し
て助成する。

とっとり版ネウボラ推進事業
費補助金（子育て支援）

子育て応援
課

地域における育児（子育て）教室や地域のコミュニティーを活用した
育児指導、子育て支援事業の実施のほか、家庭で低年齢児の保育を行
なう世帯への専門職の訪問支援等を行う市町村に対して経費補助を行
う。

（５）学力向上の推進
①学校と家庭が協働した学力向上【1-(2)に再掲】

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

保護者と連携した生活習慣づ
くり

教育総務課
小中学校課

○
子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める。（「心とから
だいきいきキャンペーン」等）【再掲1(1)①】

地域課題に応じた学力向上推
進事業

小中学校課 ○

全国学力・学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決
に向けて、県教育委員会と各市町村教育委員会が協働して、地域課題
の解決に取り組む。（東部地域：大学やＰＴＡと連携を図った家庭学
習の質の向上の推進）【再掲1(2)③】

②自らの将来に夢や目標を持ち、主体的に学習する児童生徒の育成

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

保護者と連携した生活習慣づ
くり

教育総務課
小中学校課

○
子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める。（「心とから
だいきいきキャンペーン」等）【再掲1(1)①】

環日本海交流教育推進事業
小中学校課
高等学校課

教員及び児童生徒の交流の促進事業を実施し、鳥取県及び江原道の施
策や取組等について相互理解を深めることにより、国際感覚豊かな教
員及び児童生徒の育成と本県における教育活動の充実を図る。

・子どもを主体とした幼稚園、保育所等における子育て支援を充実します。
・家庭における教育の重要性や子育てに関する保護者の意識を高めるとともに、幼児期の教育についての
　関心を深めます。
・子育てに関し、特に支援が必要な家庭への対応を強化します。
・保護者同士の仲間づくりを進めます。

・児童生徒が自らの目標に向かって粘り強く取り組む姿勢を育むための、学校と家庭の連携した取組を
　推進します。
・家庭学習記録ノートなどを活用した家庭での自学自習を促すとともに、予習や復習の習慣化につながる
　授業づくりを推進します。

・教員、保護者、児童生徒に対して、望ましい学力観、勤労観、職業観を育成し、学習の必要性の共通理解
　と普及を図ります。
・キャリア教育や様々な体験、探究活動等を推進することにより、自らの将来に夢や目標を抱かせ、実現に
　向けた意欲を高める取組を行います。
・PTA等と連携しながら生活習慣の大切さについて啓発するとともに、家庭での取組を呼びかけ、子ども
　たちの基本的生活習慣や学習習慣の定着を図ります。【再掲1-(2)】
・体験活動や探究的な学習に取り組む学校の増加を図ります。
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鳥取県版キャリア教育推進事
業

高等学校課 ○

生徒一人ひとりが、将来、社会的に自立していくために、必要かつ基
盤となる能力や態度を育てるためのキャリア教育を全ての県立高校で
実施し、夢や希望に向かって果敢にチャレンジし、将来の日本や鳥取
県に貢献する気概のある生徒を育成する。

普通科高校インターンシッ
プ・コーディネート事業

高等学校課 ○
普通科モデル校を指定して、専門学科高校で取り組まれているイン
ターンシップとは異なる普通科高校におけるインターンシップのプロ
グラムを検討し、実施する。【再掲2(5)②】

キャリア発達支援事業 高等学校課
生徒が自分の将来に明確な目標を持ち、社会人・職業人として自立し
ていけるように、社会のニーズ等を踏まえ、生徒一人ひとりの特性に
応じた進路指導の改善や資格取得の促進を行う。

未来につなぐ高校生活支援事
業（とっとり夢プロジェクト
事業）

高等学校課
創造力とチャレンジ精神を持った高校生の自由な発想での主体的な企
画・活動を支援することにより、高校生の自主性や個性を伸ばすとと
もに、学校や地域の活性化につなげる。

定時制通信制教育振興費 高等学校課
経済的に困窮しているため就業し家計を支えている生徒や、不登校な
どの悩みを抱えた生徒が在籍している定時制課程及び通信制課程の教
育の振興を図る。

中学校のための高等学校理解
促進事業

高等学校課
中学生や保護者及び中学校の教員等の高等学校に対する理解促進を図
るため、参観週間等の実施や進路指導資料の作成・配布を行う。

鳥取発！高校生グローバル
チャレンジ事業

高等学校課

国内企業（県内企業を含む）の海外進出や外国人雇用、あるいは英語
の社内公用語化などのグローバル社会の到来を迎え、グローバル化に
対応できるよう留学などの海外体験を通じて、柔軟な思考力や豊かな
表現力を持ち、国際社会で活躍する人材を育成する。

入学選抜諸費 高等学校課 平成31年度鳥取県立高等学校入学者選抜を実施する。

とっとり農林水産人材育成シ
ステム推進事業（県版SPH事
業）

高等学校課 ○

農林水産業に関連する専門高校が地域の産業界や教育機関等と連携
し、社会で求められる多様な知識・技術や、専門的な資質・能力を生
徒に習得させ、6次産業化など地域産業の担い手としての意識や自覚
を育み、もって地域に貢献する人材を育成する。

③基礎学力の確実な定着とさらなる伸長

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

地域課題に応じた学力向上推
進事業

小中学校課 ○

全国学力・学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決
に向けて、県教育委員会と各市町村教育委員会が協働して、地域課題
の解決に取り組む。

（東部地域：大学やＰＴＡと連携を図った家庭学習の質の向上の推
進）

（中部地域：研究団体と連携を図った活用力向上に向けた授業改善）

（西部地域：学力課題の解決に取り組む学校への支援、若手教員の授
業力向上への支援）【再掲1(2)③】

土曜授業等実施支援事業 小中学校課

全ての子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学
校・家庭・地域が連携・協力して行う学校における授業、地域におけ
る多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を支援する。【再掲
1(1)②】

コミュニティ・スクール推進
体制構築事業

小中学校課 ○

社会総がかりで子どもたちを育むために、全ての公立学校にコミュニ
ティ・スクール（学校運営協議会制度）を導入し、学校・家庭・地域
の連携・協働体制を確立する。地教行法の改正を踏まえた制度の内容
の周知や各地域の学校をつなぐ連絡協議会の開催、学校運営の充実等
を行う市町村を支援する。また、広島・岡山大学で開催される社会教
育主事講習を受講する支援を行う。

未来を拓く学力向上事業 高等学校課

学校の枠を超えた連携を深め、教員同士が協働して教科指導力の向上
に取り組むことにより、各教科等における授業改善を一層進める。ま
た、生徒同士が切磋琢磨しながら、進路実現に向けて学習意欲を高
め、学力の向上を図る。

・基礎的、基本的な知識、技能を確実に習得させ、児童生徒の個に応じた学力の伸長を図ります。
・全国学力・学習調査の結果等を有効に活用し、現状分析に基づいて、課題解決に向けた授業実践に
　取り組むなど、学校でのPDCAサイクルの確立を目指します。
・自らの学校が抱える課題をしっかりと把握し、その解決に向けて、コミュニティスクールの導入や土曜日
　を活用した取組など、先進的に取り組もうとする学校に対して、積極的な支援を行います。【再掲3-(11)】
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外国語教育改善指導費 高等学校課

グローバル化が進展した現代社会において必要となる外国語教育の充
実を図るため、県立高校に語学指導等を行う外国語指導助手（ALT）
を配置する。また、英語担当教員の指導力向上を図るため、教員を英
語圏に長期間派遣し研修を行う。

外部人財活用事業 高等学校課
地域社会と連携した高等学校教育を推進するため、先端技術や各教科
に関する専門分野の優れた知識・技能を有する一般の社会人や大学教
員を、各教科の一部の領域を教授する講師として招聘する。

とっとりイングリッシュクラ
ブ

高等学校課
中学生と高校生を対象に、年間を通じて英語による体験活動を実施
し、英語による相互理解能力の伸長を図る。

グローバル・リーダー育成事
業

高等学校課

将来様々な分野において国際的に活躍できるグローバル・リーダーを
高等学校段階から育成するため、国事業を活用して、国内外の大学や
企業、国際機関等と連携を図り、英語を使う機会の飛躍的増加、先進
的な人文科学・社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等
を指定し、質の高いカリキュラムの開発・実践やその体制整備を支援
する。

ICT(タブレット端末)活用推
進事業

高等学校課

県ICT活用教育ビジョンのもと、県立高校に計画的に整備されている
タブレット端末を活用して、学びの質的転換に合わせたICT機器の活
用方法の研究を行うとともに、授業の質的向上を図るための教員の
ICT活用指導力の向上を図る。また、タブレット端末の効果的な授業
方法及び特別な支援を要する生徒の授業方法を各校に普及するととも
に、タブレット端末の学校教育での活用方法を検証する。

グローバルリーダーズキャン
パス

高等学校課 ○

世界トップクラスの海外大学である米国スタンフォード大学と連携
し、県内高校生向けの遠隔講座を開設することにより、幅広い国際感
覚を身につけ、世界を視野に入れて活躍する高い意欲と志を持った人
材の育成を図る。

小学校英語パワーアップ事業
～拠点小学校を中心とする英
語教育強化事業～

高等学校課 ○

平成30年度から先行実施が可能となる次期学習指導要領における小学
校英語の拡充強化（3・4年生への外国語活動の導入、5・6年生の英語
教科化）に対応するため、県内の小学校5校をモデル校に指定して、
外国語指導助手（ALT）を1名ずつ配置し、担当教諭とともに指導計画
（指導案）の作成や教材開発、先行研究、近隣学校の教員に対する指
導力向上研修等を実施する。その成果を全県に普及することで、県内
小学校における小学校英語拡充強化への体制を整える。

学力向上への取組 各教育局 ○

[東部教育局]
確かな学力を育む授業改善への支援（各学校の授業研究会等におい
て、「元気いっぱい園・学校づくりのポイント集」・「みんなでつく
ろう！とっとりの"学び"」を活用した指導・支援を行う。）
[中部教育局]
学校教育目標の達成につなげるため、各校の校内研究の推進を支援す
る。ニーズに合わせた研修や情報提供を行い、教職員の資質向上を図
る。
全国学力・学習状況調査の結果等の活用を進める。
[西部教育局]
学校教育目標の達成につながる授業力・学級経営力の向上をめざし
て、「シリーズ学習評価」「西部教育局特別支援学級における授業づ
くり」「西部教育局教師として大切にしたいこと」等を活用して、子
どもに確実に力をつける授業づくりや学力向上を支える学級づくりに
ついて、継続した指導・支援、情報提供を行う。
また、全国学力学習状況調査の結果を分析・考察した資料をもとに、
校長会研修会及び局主催の研究主任情報交換会を開催する。

私立学校JET－ALT配置支援事
業

教育・学術
振興課

JETプログラムを活用したALT配置事業に係る経費に対して支援するこ
とにより、私立学校等生徒の英語力の一層の向上と国際舞台で活躍で
きる人材養成を行う。【再掲3(14)①】

私立学校による新たな学び推
進事業

教育・学術
振興課

＜私立学校アクティブラーニング推進事業＞

アクティブラーニングを実践するための教職員研修、先進校視察、
ICT機器備品整備等を進める学校へ支援し、学習者の能動的な授業へ
の参加形態を取り入れた教授・学習法（アクティブラーニング）を取
り入れた授業改革を行うことにより、生徒のコミュニケーション能
力、問題解決力等の育成を図る。

＜鳥取県版スーパーサイエンスハイスクール事業＞

科学研究発表会や科学的思考力等の育成に関する先進的な取組計画を
審査し、効果があると認められる計画について採択・補助する。

＜鳥取県版スーパーグローバルハイスクール事業＞

英語による公開発表会やALTの充実などの先進的な取組計画を審査
し、効果があると認められる計画について採択・補助する。【再掲
3(14)①】
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④教員の授業力向上

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

エキスパート教員認定事業

小中学校課
特別支援教
育課
高等学校課

他の教員のモデルとなるような優れた教育実践を行っている教員を
「エキスパート教員」として認定し、その優れた指導技術等を普及さ
せていくことにより、本県教員の指導力向上を図る。

教育課程実践充実事業 小中学校課

小中学校教員を対象に教育課程研究集会の開催及び冊子を作成し、新
学習指導要領の趣旨や内容等について周知徹底し、県の施策を盛り込
んだ具体的な方針を示すことにより、新学習指導要領の趣旨に沿った
充実した教育実践の展開を図る。また、本県の学力課題の解決と新学
習指導要領の全面実施を円滑に行うため、その柱となる「カリキュラ
ム・マネジメント」の実現に向けた理解を促進させることを目的とし
た研修会を開催する。

特別支援教育における専門性
向上事業

特別支援教
育課

○

鳥取県の特別支援学校教職員の専門性と授業力を向上させるために、
長期研修派遣や免許法認定講習の開催、授業実践等に取り組める環境
を整備し、幼児児童生徒一人一人の障がい特性と発達に応じた指導が
できるようにする。

学校教育支援事業
教育セン
ター

教育センター内外の講師を各学校へ派遣し、学校が課題解決のために
設定したテーマに沿って、学校づくり、学級づくり、授業づくり、特
別支援教育等の教育研究を支援するとともに、そこで得られた成果や
情報を収集し、県内学校や教職員に向けて広く情報発信する。

教職員研修費
教育セン
ター

教職経験等に応じて職務遂行に必要な資質・能力や指導力の向上をめ
ざした研修を実施する。重点ポイントとして、若手・ミドルリーダー
の育成やICT活用教育、「主体的・対話的で深い学び」の視点に立っ
た授業改善の推進、校内OJTの促進に取り組む。

教科・領域指導力向上ゼミ
ナール

教育セン
ター

教育課題についての専門的知識を基盤とする少人数・高度化した実践
的研修を実施し、中核となる教員の指導力向上を図る。

英語教育強化推進事業 高等学校課

新学習指導要領の全面実施に向け、教員の指導力向上と、小・中・高
それぞれの段階の学習到達目標の設定とその実現状況を把握管理す
る。また、グローバル化に対応した教育環境づくりのモデルとして、
小中高が連携した英語教育の強化地域を指定し、先導的な英語教育を
推進する。

アクティブ・ラーニング推進
事業～21世紀型能力を育む次
世代授業の創造～

高等学校課 ○

21世紀型能力を育む授業改革を推進するため、校種を超えた連携教育
を進めるとともに、最新の知見を取り入れた学習科学に基づく授業を
設計・実践・公開し、授業改革の全県的な普及を図るなど、文部科学
省が進めている高大接続システム改革を見据えた対応を行う。

授業力向上への取組 各教育局 ○

[東部教育局]
教員の授業力向上を図る校内研修への支援（校内研究主任等研修会を
開催し、小中学校の校内研修の充実に向けた取組に対する支援を行
う。）
[中部教育局]
学校教育目標の達成につなげるため、各校の校内研究の推進を支援す
る。ニーズに合わせた研修や情報提供を行い、教職員の資質向上を図
る。
全国学力・学習状況調査の結果等の活用を進める。【再掲2(5)③】
[西部教育局]
西部地区学びをつなぐ・心をつなぐ・生活をつなぐ連携推進事業（中
学校区の授業づくり）を一層推進するために、【10の視点】や「西部
教育局校内授業研究充実のためのポイント」を活用して、協働性と専
門性に支えられた学校としての授業力向上に向けて、一貫性・継続性
のある支援を行う。
また、全国学力学習状況調査の結果を分析・考察した資料をもとに、
局主催の研究主任情報交換会を開催する。

・児童生徒が、「分かる喜び」や「できる楽しさ」を実感し、学習意欲を高める授業、課題解決能力や
　思考力を育む授業が展開できるよう、教員の授業力を高め、授業改革を進めます。【3ｰ(12)に再掲】
・教員が、認知科学、学習科学、教科指導を貫く学習理論や指導の手法を学ぶなど、授業の幅を広げる
　取組を進めます。
・授業の満足度を測るためのアンケートを活用するなどしながら、授業に満足する生徒の増加を図ります。
・授業改革に取り組む教育研究団体の活動を支援し、連携して教職員の研究活動の活性化を図ります。
　【3ｰ(12)に再掲】
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⑤学び合い、つながる環境づくり

　 事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

地域課題に応じた学力向上推
進事業

小中学校課 ○

全国学力・学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決
に向けて、県教育委員会と各市町村教育委員会が協働して、地域課題
の解決に取り組む。

（東部地域：大学やＰＴＡと連携を図った家庭学習の質の向上の推
進）

（中部地域：研究団体と連携を図った活用力向上に向けた授業改善）

（西部地域：学力課題の解決に取り組む学校への支援、若手教員の授
業力向上への支援）【再掲1(2)③】

アクティブ・ラーニング推進
事業～21世紀型能力を育む次
世代授業の創造～

高等学校課 ○

21世紀型能力を育む授業改革を推進するため、校種を超えた連携教育
を進めるとともに、最新の知見を取り入れた学習科学に基づく授業を
設計・実践・公開し、授業改革の全県的な普及を図るなど、文部科学
省が進めている高大接続システム改革を見据えた対応を行う。【再掲
2(5)④】

県立高校土曜授業等実施事業 高等学校課 ○

土曜日において、生徒にこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、そ
の成長を支えるため、土曜授業の実施に取り組むとともに、土曜日の
特性を活かして、学校と地域が連携した多様な学習や体験活動等の機
会の充実に取り組む。

未来を拓く学力向上事業 高等学校課

学校の枠を超えた連携を深め、教員同士が協働して教科指導力の向上
に取り組むことにより、各教科等における授業改善を一層進める。
また、生徒同士が切磋琢磨しながら、進路実現に向けて学習意欲を高
め、学力の向上を図る。【再掲2(5)③】

⑥カリキュラム改善

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

鳥取県版キャリア教育推進事
業

高等学校課 ○
地域の産業界と連携して、各学校に応じた教育プログラムを設定す
る。【再掲2(5)②】

生きる力を育むとっとり学校
図書館活用教育普及事業

図書館
小中学校課
高等学校課

「とっとり学校図書館活用教育推進ビジョン」をもとに就学前から
小、中、高等学校まで一貫した見通しを持った学校図書館活用教育の
普及・啓発を図る。また、新学習指導要領の改訂方針を踏まえて、学
校図書館関係職員の能力向上に資する研修の実施と、各学校での学校
図書館活用教育を推進する。加えて、上記ビジョンの中間評価を行
い、その結果を生かして一層の学校図書館活用教育の充実を図る。
【再掲1(3)⑤】

⑦児童生徒へ科学やものづくりの楽しさを知る機会の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

「科学の甲子園ジュニア」鳥
取県大会

小中学校課
「科学の甲子園ジュニア」全国大会への出場権をかけた科学の競技会
を開催し、県内の科学分野に関心をもつ中学生が集い、切磋琢磨する
ことで、理数系分野の学習意欲の一層の向上を図る。

博物館普及事業費 博物館 ○
県民の生涯学習や学校教育を支援するために、各種の講座や体験学習
会、移動博物館などを実施するとともに、博物館の活動、研究成果、
利用方法などについて広く情報発信する。【再掲1(3)⑥】

・「未来を拓くスクラム教育推進事業」での学校種を超えた連携取組の成果を、保護者、児童生徒、教職員
　と共有しながら、全県に拡大するよう取り組みます。
・体験活動や探求（探究）的な学習の成果発表会や小論文指導、各教科における言語活動などの充実、
　学び合う環境づくりを進め、児童生徒のチャレンジ精神、創造力、コミュニケーション能力などを育成
　します。
・教員同士が学び合い、高め合うネットワークづくりを推進します。

・県立高等学校の学科、コース、カリキュラムを社会の要請に応じて、改善します。
・司書教諭、学校図書館司書を核として、学校図書館の学習・情報センター機能の活用強化に学校全体で
　取り組み、全教科で学校図書館を計画的に利用し、児童生徒の主体的、意欲的な学習活動や読書活動
　の充実を図ります。
・県立図書館、県立博物館において、授業等での必要な資料、活動の場の提供等を通して授業づくりを
　支援します。
・児童生徒が、優れた芸術に触れる機会の充実に取り組みます。

・児童生徒の科学、ものづくりに対する興味関心を高め、地域産業を担う人材育成につなげます。
・科学やものづくりを学ぶ高校への進学希望率の向上を図ります。
・学芸員の派遣や博物館資料の貸出し、講座や講演会の開催などにより、科学やものづくりの楽しさを
　伝えるとともに、教員への教材づくり支援などにより、観察、実験など体験を通した学習の充実に
　取り組みます。
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未来に役立つ「ものづくり教
育」実践事業

教育・学術
振興課

○

鳥取大学や公立鳥取環境大学などが産学官協働で取り組む「ものづく
り協力会議」が行う子どもから大人まで一気通貫の「ものづくり教
育」の実践活動を支援する。(中高生向け研修、指導者育成支援 等を
実施)

（６）特別支援教育の充実
①自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県立学校ICT環境整備事業
（特別支援学校）

教育環境課
特別支援教
育課

特別支援学校における教育にタブレット端末等のＩＣＴ機器を取り入
れ、児童や生徒が抱える困難の解消などに活用することで、生徒の学
力向上や学びに対する意欲を引き出す支援を行う。

県立学校裁量予算事業（特別
支援学校運営費）

教育環境課
特別支援教
育課

学校運営費、教職員旅費、指導充実費（特別支援学校）の総額を年度
当初に学校に一括配分し、学校長の裁量による予算執行により、独自
性を発揮した学校運営を行う。

特別支援学校寄宿舎運営費
教育環境課
特別支援教
育課

鳥取盲学校、鳥取聾学校の児童生徒の通学を支援するため、寄宿舎の
設置及び運営を行う。

特別支援学校エアコン整備事
業費

教育環境課
県立特別支援学校のエアコンが老朽化しているため、特に緊急性の高
いエアコンについて更新を行う。

県立琴の浦高等特別支援学校
運営管理費

教育環境課
特別支援教
育課

県立琴の浦高等特別支援学校の円滑な運営及び維持管理を行う。

県立琴の浦高等特別支援学校
寄宿舎運営管理費

教育環境課
特別支援教
育課

県立琴の浦高等特別支援学校寄宿舎の円滑な運営及び維持管理を行
う。

特別支援学校におけるICT教
育充実事業

特別支援教
育課

知的障がいのある児童生徒がインターネット等を適切に活用できるよ
うにするための情報モラル教育について、専門性の高い講師を招いて
教職員研修と授業実践を行うとともに、外部委託によるＩＣＴ支援員
を派遣し、特別支援学校における各教員の授業づくりや教材作成を支
援し、ＩＣＴ活用の充実を図り、将来の自立と社会参加に向けて情報
通信技術を活用できる力を育てる。

地域で進める特別支援教育充
実事業

特別支援教
育課

○

インクルーシブ教育システムの構築に向けて体制整備の充実を図るた
めに、県立特別支援学校に外部専門家を配置するなどして特別支援学
校のセンター的機能を強化するとともに、市町村における一貫した支
援体制の充実を図るための研修会を開催する

共生社会をめざす文化・芸術
活動支援事業

特別支援教
育課

○
児童生徒の自主性や主体性、自信を培うことにつながる文化・芸術活
動の推進・充実を進め、健常者との交流を深めるとともに、より一層
の社会参加と理解啓発を進め、共生社会の形成を図る。

鳥取発！スポーツでつながる
共生社会充実事業

特別支援教
育課

特別支援学校の学校体育施設を拠点として、特別支援学校の在校生及
び卒業生、地域住民が、障がいのあるなしに関わらずスポーツの楽し
さを共に味わったり、在学中の生徒と地域のスポーツクラブとをつな
げたりする取組等をとおして、特別支援学校の生徒が生涯にわたっ
て、地域の中で運動・スポーツに親しめるような共生社会の実現をめ
ざす。

医療的ケア実施体制の整備
特別支援教
育課

鳥取養護学校、皆生養護学校に常勤看護師を配置するほか、学校看護
師に対する研修、教員に対する研修を実施するなど医療的ケアに関す
る専門性の向上を図る。

教職員研修費（情報モラル研
修等）

教育セン
ター

初任者研修、専門研修においてICT活用教育や情報モラルに関する研
修を実施する。 【再掲2(7)②】

ICT活用教育推進事業
教育セン
ター

新任情報化推進リーダー研修を実施し、校内での｢教育の情報化｣にお
ける体制づくりを推進する。県内自治体向けICT出前研修において、
学校の実態に応じた研修を実施し、ICT活用を推進する。 【再掲2(7)
②】

・障がいのある幼児児童生徒の自立と社会参加の実現を目指し、個別の教育的ニーズに的確に応える教育を
　受けることができるよう、教育環境の整備に努めます。
・県立特別支援学校におけるICTの活用を推進し、子どもたちの学力向上や学びに対する意欲を引き出す
　取組を進めます。
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全校体制で取り組む特別支援
教育の推進

各教育局

[東部教育局]
巡回相談や依頼相談を活用して、 特別支援教育主任がリーダーシッ
プを発揮し、校内体制を整備することができるよう助言する。
[中部教育局]
巡回相談や依頼相談をとおして、校内支援体制整備について助言す
る。
各市町村教育委員会と連携し、学校のニーズに応じた研修、情報提供
を行う。
[西部教育局]
保育所・小学校・中学校・高等学校における児童生徒の学びの質を高
める授業づくり・生活づくりや教育活動の充実を推進するための学校
訪問や研修会を実施する。
「西部教育局版特別支援学級における授業づくり」を活用し、市町村
教育委員会の指導主事と連携して特別支援教育についての指導の充実
を図る。

②特別支援学校のセンター的機能と学校間連携の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

地域で進める特別支援教育充
実事業（特別支援学校セン
ター的機能強化事業）

特別支援教
育課

○

特別支援学校に外部専門家（ＰＴ：理学療法士、ＯＴ：作業療法士、
ＳＴ：言語聴覚士、視能訓練士）を配置し、学校教職員の専門性向上
を進めるとともに、自校及び地域内の小中学校等への助言機能の向上
をめざし、地域内のセンター的機能の強化を図る。【再掲2(6)①】

③幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校間での連続性のある教育の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

幼児教育充実活性化事業 小中学校課 ○

鳥取県幼児教育センターを拠点として、「鳥取県幼児教育振興プログ
ラム」、「幼保小連携カリキュラム」に基づき、義務教育以降の学び
の基礎となる質の高い幼児教育の全県展開をめざして、幼稚園・保育
所・認定こども園の教職員の指導力向上と小学校教育との連携推進を
図る。【再掲2(4)①】

発達障がい児童生徒等支援事
業

特別支援教
育課

○

小・中・高等学校等において、一貫した支援を行うために早期からの
指導・支援の充実を図るとともに、発達障がいのある又は可能性のあ
る児童生徒等へのより一層の体制整備の充実を図るための支援を行
う。

地域で進める特別支援教育充
実事業

特別支援教
育課

インクルーシブ教育システムの構築に向けて体制整備の充実を図るた
めに、県立特別支援学校に外部専門家を配置するなどして特別支援学
校のセンター的機能を強化するとともに、市町村における一貫した支
援体制の充実を図るための研修会を開催する。【再掲2(6)①】

特別支援教育における専門性
向上事業

特別支援教
育課

○

鳥取県の特別支援学校教職員の専門性と授業力を向上させるために、
長期研修派遣や免許法認定講習の開催、授業実践等に取り組める環境
を整備し、幼児児童生徒一人一人の障がい特性と発達に応じた指導が
できるようにする。【再掲2(5)④】

就学支援・教育支援事業
特別支援教
育課

幼児児童生徒の適切な就学先決定を行うために、鳥取県就学支援委員
会の開催するとともに、教育支援チームによる相談・助言・支援を行
う。

子どもの心の診療ネットワー
ク整備事業（子どもの心を支
える診療医及び支援者スキル
アップ研修等）

子ども発達
支援課

・子どもの心の問題に対応できる医師等の養成を目的とした研修会を
開催する。

・福祉、保健、教育等子どもの心の問題に関わる支援者に対する専門
的な研修会を開催する。

障がい児等地域療育支援事業
子ども発達
支援課

在宅の障がいのある児童や保護者の相談にのったり、必要に応じて保
育所や幼稚園等に医師や保育士などの専門スタッフを派遣し、相談・
指導等を行う。

・県立特別支援学校において、教育相談や研修など、地域の特別支援教育の拠点として、機能の一層の
　充実を図ります。
　また、域内の教育資源を組み合わせ、学校間連携を推進することにより、インクルーシブ教育システムの
　構築に向けた特別支援教育の推進に努めます。

・早期からの教育相談、支援の充実に向け、関係機関との連携を図りながら、適切な就学先決定の仕組み
　づくりに努めます。
・幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校においては、発達障がいを含めた障がいのある幼児児童生徒
　への連続性のある教育の推進に努めます。
・各保育所、学校が、園内、校内委員会を開催し、適切な支援方法の検討に取り組めるよう支援を
　行います。
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④「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した指導と支援の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

地域で進める特別支援教育充
実事業

特別支援教
育課

○

インクルーシブ教育システムの構築に向けて体制整備の充実を図るた
めに、県立特別支援学校に外部専門家を配置するなどして特別支援学
校のセンター的機能を強化するとともに、市町村における一貫した支
援体制の充実を図るための研修会を開催する。【再掲2(6)①】

全校体制で取り組む特別支援
教育の推進（特別支援学級経
営の充実）

各教育局

[東部教育局]
市町教育委員会との連携、特別支援学校コーディネーターとの連携、
局主催のワークショップの開催等によって、特別支援学級経営の充実
を推進する。
[中部教育局]
巡回相談を活用し、個別の教育支援計画や指導計画の作成や活用の促
進について支援する。
各市町教育委員会と連携し、学校のニーズに応じた研修、情報提供を
行う。【再掲2(6)①】
[西部教育局]
保育所・小学校・中学校・高等学校における児童生徒の学びの質を高
める授業づくり・生活づくりや教育活動の充実を推進するための学校
訪問や研修会を実施する。 「西部教育局版特別支援学級における授
業づくり」を活用し、市町村教育委員会の指導主事と連携して特別支
援教育についての指導の充実を図る。また、教務主任等を対象にした
局主催研修会を開催し、個々の育ちを確実にする教育課程編成につい
ての演習をとおして、支援計画や指導計画の一層の充実を図る。
【再掲2(6)①】

⑤発達障がいを含む障がいのある児童生徒等への一貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

発達障がい児童生徒等支援事
業

特別支援教
育課

○

小・中・高等学校等において、一貫した支援を行うために早期からの
指導・支援の充実を図るとともに、発達障がいのある又は可能性のあ
る児童生徒等へのより一層の体制整備の充実を図るための支援を行
う。【再掲2(6)③】

地域で進める特別支援教育充
実事業

特別支援教
育課

インクルーシブ教育システムの構築に向けて体制整備の充実を図るた
めに、県立特別支援学校に外部専門家を配置するなどして特別支援学
校のセンター的機能を強化するとともに、市町村における一貫した支
援体制の充実を図るための研修会を開催する。【再掲2(6)①】

高校における特別支援教育充
実事業

高等学校課 ○

平成30年度からの「高校における通級による指導」制度の運用開始に
伴い、県立高校２校を通級指導教室設置校（以下「設置校」とい
う。）、２校をモデル校として、特別支援コーディネーターを配置す
る。設置校及びモデル校は、特別支援教育の充実に向けてモデル的実
践に取り組むとともに、障がいのある生徒の自立と社会参加を目指し
た「高校における通級による指導」についての調査・研究に取り組
む。また、モデル校以外の県立高校をアプローチ校として、高校生が
社会的自立を目的にした発達段階にあることから、障がい等のある生
徒の自己理解と高校生の他者理解を深める取組を実施するとともに、
これまでの事業で培った関係機関とのネットワークをもとに、効果的
なチーム支援を実践する。

地域生活支援事業（発達障が
い者支援センター事業）

子ども発達
支援課

『エール』発達障がい者支援センターは、発達障がい児者に対する支
援を総合的に行う地域の拠点として、発達障がい児者及びその家族か
らの相談に応じると共に、地域における総合的な支援体制整備の推進
を図る。発達障がい児者が豊かな地域生活を送ることができるよう
に、相談支援、発達支援、就労支援、普及啓発・研修の事業に取り組
む。

・個別の教育的ニーズに応じた適切な指導と支援が、一層充実するよう、「個別の教育支援計画」に
　基づき、各教科等における配慮事項等を明確にした「個別の指導計画」の作成と活用を推進します。

・幼児期、小学校期から高等学校期まで一貫した指導の体制を確立するとともに、学校と労働、福祉等の
　関係機関との連携を強める取組の充実を図ります。
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障がい児者事業所職員研修事
業

子ども発達
支援課

障がいのある方の在宅生活を支援するため、児童発達支援、放課後等
デイサービス事業所、訪問看護事業所、生活介護事業所、放課後児童
クラブ等の障がい児者が利用する事業所及び重度障がい児者医療型
ショートステイ整備等事業のヘルパー派遣事業所の職員を対象に、重
症心身障がい、発達障がい及び医療的ケアについての基礎的な研修を
行う。

⑥キャリア教育と移行支援の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県教育委員会における障がい
者就労支援事業

教育総務課 ○
特別支援学校卒業生等を対象に非常勤職員として、学校現場における
様々な業務に従事することにより、就労に向けて必要な業務遂行能力
等の向上を図り、一般就労につなげていく。

特別支援学校就労促進・職場
定着キャリアアップ事業

特別支援教
育課

○
特別支援学校生徒の企業等への就労を促進するため、、鳥取県特別支
援学校技能検定の実施、特別支援学校における職業教育の充実、就
労・実習先及び職場定着の充実、就労促進セミナーの支援等を行う。

地域生活支援事業（障害者就
業・生活支援事業）

障がい福祉
課

発達障がい者の就労及び生活の支援の充実を図るため、東部、中部及
び西部の障害者就業・生活支援センターに「発達障がい者就労・生活
支援員」を配置する。（東部1名、中部0.5名、西部1名）

発達障がい者支援体制整備事
業（発達障がい者相談支援人
材養成事業）

子ども発達
支援課

思春期から青年期の発達障がい児者の相談・支援が適切にできる人材
を養成するための研修を実施する。（対象：思春期から青年期の発達
障がい児者の相談支援機関の職員、市町村保健師、高等学校教諭等）

⑦教員の専門性の向上

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

特別支援教育における専門性
向上事業

特別支援教
育課

○

鳥取県内教職員の専門性と授業力を向上させるために、長期研修派遣
や免許法認定講習の開催、授業実践等に取り組める環境を整備し、幼
児児童生徒一人一人の障がい特性と発達に応じた指導ができるように
する。【再掲2(5)④】

発達障がい児童生徒等支援事
業

特別支援教
育課

小・中・高等学校等において、一貫した支援を行うために早期からの
指導・支援の充実を図るとともに、発達障がいのある又は可能性のあ
る児童生徒等へのより一層の体制整備の充実を図るための支援を行
う。【再掲2(6)③】

⑧保護者支援の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

特別支援学校早朝子ども教室
事業

特別支援教
育課

特別支援学校の学校受入時刻までの早朝時間帯の子ども達の居場所を
地域住民や保護者OB等からなる学校支援ボランティアにより整備し、
保護者の負担軽減や児童生徒の活動支援を行う。【再掲1(1)②】

医療的ケアの必要な児童生徒
の放課後子ども教室事業

特別支援教
育課

○
医療的ケアの必要な児童生徒の放課後の居場所を確保するため、鳥取
養護学校において看護師を配置した放課後子ども教室を実施し、児童
生徒の活動支援や保護者の負担軽減を図る。【再掲1(1)②】

・支援者が保護者の子育ての不安や悩みに共感的に寄り添い、保護者が子育てに自信を持って取り組む
　ための支援の充実に努めます。
・保護者等の負担を軽減するための体制整備に努めます。
・児童生徒一人ひとりの障がいの状態と教育的ニーズを踏まえ、教育環境の整備や通学支援に取り組み
　ます。

・卒業後の生活をより豊かにするために、キャリア教育を推進するとともに、在学中から学校と労働や
　福祉等関係機関とが連携しながら、職業自立の促進と移行支援の一層の充実を図ります。
・特別支援学校の卒業生を含めた障がいのある方が、それぞれの潜在能力や可能性を最大限に発揮し、
　働くことによる社会参加が促進されるよう、県教育委員会として直接雇用を進めます。

・障がいのある幼児児童生徒の個別の教育的ニーズに応じた適切な指導と必要な支援の提供ができるよう、
　教員の専門性向上のための取組を行います。
・教員研修等により教員の資質向上を図るとともに、免許法認定講習等で、総合的な専門性を担保する
　「特別支援学校教諭免許状」の取得率の向上を図ります。
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就学奨励費
特別支援教
育課

特別支援学校に就学する幼児・児童・生徒の保護者に対し、就学に必
要な経費の一部を支援する。

特別支援学校児童生徒通学等
支援事業

特別支援教
育課

○

県立特別支援学校の児童生徒の通学の安全確保、社会的自立及び保護
者の負担軽減を図るため、次の取組を行う。

・通学支援員を外部委託により配置

・市町村等が行う通学支援に対し交付金を交付

・日常生活において身近に経験できる通学の場を活用し、自力で行動
できる力を身につけるため、短期的に、通学の案内、誘導、見守りを
行う自立支援員を外部委託により配置

県立特別支援学校通学バス運
行管理委託事業

特別支援教
育課

県立特別支援学校の児童生徒の通学の安全確保及び保護者の負担軽減
を図るため、通学バスの運行管理業務を委託する。

発達障がい者支援体制整備事
業(ペアレントメンターに係
る事業）

子ども発達
支援課

○
平成22年度に養成した発達障がい児者の家族の相談者となるペアレン
トメンター（信頼のおける相談相手となる先輩保護者）の活用を進
め、発達障がい者の家族支援体制整備の強化を図る。

発達障がい者支援体制整備事
業（ペアレント･トレーニン
グ普及推進事業）

子ども発達
支援課

発達障がい児の保護者を対象としたペアレント･トレーニングのファ
シリテーターを養成するための講習会を実施する。実施上の課題に応
じるため、実施後検討会を行う。

⑨特別支援教育と障がいのある子どもの理解・啓発

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

鳥取発！スポーツでつながる
共生社会充実事業

特別支援教
育課

○

特別支援学校の学校体育施設を拠点として、特別支援学校の在校生及
び卒業生、地域住民が、障がいのあるなしに関わらずスポーツの楽し
さを共に味わったり、在学中の生徒と地域のスポーツクラブとをつな
げたりする取組等をとおして、特別支援学校の生徒が生涯にわたっ
て、地域の中で運動・スポーツに親しめるような共生社会の実現をめ
ざす。【再掲2(6)①】

共生社会をめざす文化・芸術
活動支援事業

特別支援教
育課

○

児童生徒の自主性や主体性、自信を培うことにつながる文化・芸術活
動の推進・充実を進め、健常者との交流を深めるとともに、より一層
の社会参加と理解啓発を進め、共生社会の形成を図る。【再掲2(6)
①】

発達障がい児童生徒等支援事
業

特別支援教
育課

小・中・高等学校等において、一貫した支援を行うために早期からの
指導・支援の充実を図るとともに、発達障がいのある又は可能性のあ
る児童生徒等へのより一層の体制整備の充実を図るための支援を行
う。【再掲2(6)③】

学校教育支援事業
教育セン
ター

教育センター内外の講師を各学校へ派遣し、学校が課題解決のために
設定したテーマに沿って、学校づくり、学級づくり、授業づくり、特
別支援教育等の教育研究を支援するとともに、そこで得られた成果や
情報を収集し、県内学校や教職員に向けて広く情報発信する。【再掲
2(5)④】

あいサポート推進事業
障がい福祉
課

○

平成２９年９月に施行した「あいサポート条例」の趣旨を踏まえ、あ
いサポート運動を県民全体で取り組む運動を目指し、継続して県民全
般への普及啓発を行うとともに、新たに障がい者への理解促進講座を
開催するなど、障がいに対する理解の促進を図る。

発達障がい情報発信強化事業
子ども発達
支援課

発達障がいのある児者の保護者への情報提供(医療、福祉、教育等）
及び県民への発達障がいに対する理解啓発を行い、本人・保護者が地
域で安心・安全に暮らせる体制を推進する。

⑩手話教育の推進【再掲2-(7)】

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

手話で学ぶ教育環境整備事業
特別支援教
育課

○
鳥取聾学校等において、教職員等の手話技術の向上を図るとともに、
手話普及コーディネーター等を配置して、手話の学習教材等を活用
し、学校教育でろう及び手話への理解を深める。

・教職員をはじめ、保護者、地域の方、広く県民に対して研修や広報活動等を通じて、特別支援教育や
　障がいのある子どもの理解、啓発を図ります。

・鳥取県において、全国初の手話言語条例が制定されたことに伴い、県立聾学校における手話での授業の
　充実のための教職員の手話技術の向上や手話教育推進コーディネーターの配置など、教育面における
　手話に関する取組を進めます。

－22－



（７）社会の進展に対応できる教育の推進
①鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

ふるさと鳥取見学（県学）支
援事業

小中学校課

子ども達が鳥取県についての理解と関心を深め、ふるさとを愛する心
を育てるとともに、県民の一員として自信と誇りの持てる鳥取県を築
き上げる気運の醸成を図るため、郷土にゆかりのある歴史的・文化的
名所や、全国に誇ることのできる県内企業等に触れる取組を支援す
る。

郷土を愛する心情及び態度の
育成

小中学校課 ○
ふるさと鳥取を愛する児童生徒の心情及び態度を育成する教育課程の
編成の充実に努めるとともに、学校教育実施状況調査を通し、実施状
況を把握する。

鳥取県の美しい星空環境を活
かした体験活動等推進事業

社会教育課 ○
鳥取県の美しい星空が見える良好な環境について県民等が理解を深
め、星空環境を県民の貴重な財産として保全することを目指し、星空
環境を活用した教育の機会を提供する。【再掲1(3)④】

ジュニア郷土研究応援事業
教育・学術
振興課

県内の小中学生、高校生の郷土研究や地図作品の発表・展示、講演会
等により、児童生徒の地域研究など人文社会科学に対する関心を高
め、知的創造力を持った人材を育成する。

②情報社会を主体的に生きる人材の育成

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教職員研修費（情報モラル研
修等）

教育セン
ター

初任者研修、専門研修においてICT活用教育や情報モラルに関する研
修を実施する。

ICT活用教育推進事業
教育セン
ター

○
新任情報化推進リーダー研修を実施し、校内での｢教育の情報化｣にお
ける体制づくりを推進する。県内自治体向けICT出前研修において、
学校の実態に応じた研修を実施し、ICT活用を推進する。

グローバル・リーダー育成事
業

高等学校課

将来様々な分野において国際的に活躍できるグローバル・リーダーを
高等学校段階から育成するため、国事業を活用して、国内外の大学や
企業、国際機関等と連携を図り、英語を使う機会の飛躍的増加、先進
的な人文科学・社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等
を指定し、質の高いカリキュラムの開発・実践やその体制整備を支援
する。【再掲2(5)③】

鳥取発!高校生グローバル
チャレンジ事業

高等学校課

国内企業（県内企業を含む）の海外進出や外国人雇用、あるいは英語
の社内公用語化などのグローバル社会の到来を迎え、グローバル化に
対応できるよう留学などの海外体験を通じて、柔軟な思考力や豊かな
表現力を持ち、国際社会で活躍する人材を育成する。【再掲2(5)②】

グローバルリーダーズキャン
パス

高等学校課 ○

世界トップクラスの海外大学である米国スタンフォード大学と連携
し、県内高校生向けの遠隔講座を開設することにより、幅広い国際感
覚を身につけ、世界を視野に入れて活躍する高い意欲と志を持った人
材の育成を図る。【再掲2(5)③】

インターネットとの適切な接
し方教育啓発推進事業

社会教育課 ○
保護者及び子どもたちに対して、電子メディア機器とのより良い接し
方についての教育啓発を行う。特に子どもたち自ら主体的に考え、そ
の考えを大人と共有するための取組を実施する。【再掲1(1)①】

・児童生徒が鳥取県の歴史や文化を誇りに思い、史跡、まちなみ、建築物、郷土芸能、伝統芸能、民工芸
　等の鳥取県の様々な貴重な財産に触れ、良さを感じるとともに、探求的な学習、調査研究等を通して、
　「郷土とっとり」に誇りと愛着を持った人材の育成を図ります。

・「人と人との間のコミュニケーション」の大切さを常に意識し、情報モラルの育成による新しいルールや
　マナーを身に付けた児童生徒の育成を図ります。
・英語活用能力やICT活用能力を備え、多様な価値観に対応できる柔軟性を持ったグローバル人材の
　育成を図ります。
・スマートフォンや携帯電話、ゲーム機等が児童生徒に与える諸問題に適切に対応するため、関係機関、
　団体等と連携して、情報モラル等に関する教育啓発活動を実施します。【再掲3-(13)】
・スマートフォンや携帯電話、インターネット等を用いたいじめや犯罪等に関わる児童生徒の減少を
　目指します。【再掲3-(13)】
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③主体的に行動する人材の育成

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

未来につなぐ高校生活支援事
業（とっとり夢プロジェクト
事業）

高等学校課 ○
創造力とチャレンジ精神を持った高校生の自由な発想での主体的な企
画・活動を支援することにより、高校生の自主性や個性を伸ばすとと
もに、学校や地域の活性化につなげる。【再掲2(5)②】

④手話教育の推進【2-(6)に再掲】

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

手話で学ぶ教育環境整備事業
特別支援教
育課

○
鳥取聾学校等において教職員等の手話技術の向上を図るとともに、手
話普及コーディネーター等を配置して、手話の学習教材等を活用し、
学校教育でろう及び手話への理解を深める。【再掲2(6)⑩】

⑤環境教育の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

TEAS（鳥取県版環境管理シス
テム）Ⅲ種の周知

小中学校課 ○
校長会等を利用したTEASⅢ種の周知と未取得校に対して、指導主事に
よる学校訪問の際に取得を呼びかける。

TEAS（鳥取県版環境管理シス
テム）の継続

高等学校課 ○
全県立高校でTEASⅡ種を取得しており、学校裁量予算を活用して継続
して取り組む。

（８）豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
①道徳教育や人権教育の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

道徳教育推進事業 小中学校課 ○

規範意識やいのちを大切にする心、思いやりや夢や希望を大切にする
心など、子どもの豊かな心を育成するために、道徳教育指導力向上研
修への派遣及び指定校による実践研究等を実施し、「特別の教科　道
徳」を要とする全教育活動における道徳教育の指導の充実を図る。

学校人権教育振興事業 人権教育課
学校における人権教育の推進・充実のため、人権教育主任等を対象と
した研修会の開催や、学校への指導・助言を行う。

人権教育実践事業 人権教育課 ○
人権意識を効果的に育成するための学校・地域における指導方法等の
在り方について、研究指定校・地域で実践的な研究を行い、その成果
を全県に普及する。

県立学校人権教育推進支援事
業

人権教育課
児童生徒に人権尊重の社会づくりの担い手としての自覚を育てる取組
を重視し、人権尊重の視点に立った学校づくりを目指す中で、各学校
の課題解決に即した事業に対する支援を実施する。

指導者の指導力向上 西部教育局

[西部教育局]

市町村教育委員会及び県立学校と連携し、学校及び社会教育における
指導者の指導力の向上を図る。幼保小中高特別支援学校における人権
教育の確立のための連携を強化する。地域の多様な住民意識に対応し
た人権教育を推進する。

・ボランティア活動、地域を学ぶ体験等に、学校や地域が連携して取り組み、地域を維持し、より良いもの
　にしていく責任は自分たち一人ひとりにあるという自覚を持ち、今後の社会の在り方について主体的に
　考え、行動する児童生徒の育成を図ります。
・児童生徒が、様々な社会問題を、自ら発見し、自ら学び、他者と協働して解決することができる力の
　育成を図ります。

・鳥取県において、全国初の手話言語条例が制定されたことに伴い、県立聾学校における教職員の手話技術
　の向上や手話教育推進コーディネーターの配置等、教育面における手話に関する取組を進めます。

・学校での環境教育全体計画の作成やTEASの取得促進等により、環境教育を推進し、環境保全や
　よりよい環境の創造のために主体的に行動する児童生徒の育成を図ります。

・児童生徒の豊かな心の育成、規範意識の向上に向けて、道徳教育の充実を図ります。
・小、中学校では、学校、家庭、地域社会の相互の連携を生かした一体的な道徳教育を目指します。
・自分を大切にするとともに、他の人の大切さを認めて行動できる児童生徒の育成を図ります。
・各教科等の指導を通じて、児童生徒が本来持っている能力を発揮し、人権尊重の社会づくりの担い手
　として成長していくことを目指します。
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とっとりユニバーサルデザイ
ン推進事業

人権・同和
対策課

○

児童・生徒を対象として学校でUD（ユニバーサルデザイン）出前授業
を実施する。

人権関連施設の主要事業（夏休み企画）にUDプログラムを組込み、子
どもを中心とした利用者を対象にUD体験学習を実施する。

企業、団体、地域等でUD及びカラーUDの理解を促進するための出前講
座を実施する。

【再掲1(3)②】

拉致問題人権学習会
人権・同和
対策課

○
北朝鮮当局による拉致問題について広く県民に理解を深めていただく
ため、学校や地域と連携・協力し、拉致被害者の家族の方を講師とす
る拉致問題人権学習会を実施する。【再掲1(3)②】

障がい者スポーツ(車いすバ
スケ)体験教室

人権・同和
対策課

障がい者スポーツ団体と連携して、児童・生徒を対象にした車椅子バ
スケットボール体験教室（出前講座）を実施する。【再掲1(3)②】

②いじめ問題等への取組

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

いじめ防止対策推進事業
いじめ・不
登校総合対
策センター

○

平成25年9月に「いじめ防止対策推進法」が施行されたことを踏ま
え、「鳥取県いじめ問題対策連絡協議会」を開催し、関係機関等と連
携を図りながらいじめ対策に取り組むとともに、相談窓口の充実に引
き続き努める。さらに、解決が難しいいじめ問題について、専門家・
機関に参加を求めサポートチームを編成して、解決にあたる学校を支
援するよう「子どもの悩みサポートチーム支援事業」を実施する。ま
た、いじめの早期対応や抑止に向けて、匿名によるいじめ通報アプリ
を試験的に導入する。

また、「明日へつなぐ心のキャンペーン事業2018～子どもたちが取り
組むいじめ対策～」として、各学校で児童生徒の自主的な取組により
いじめの未然防止がいっそう推進されるよう、オリジナル缶バッジの
製作、いじめ問題・仲間づくりについて考える作品の作成を呼びかけ
る。作品はカレンダーに加工し県内の学校に配布し啓発する。

教育相談事業
いじめ・不
登校総合対
策センター

幼児児童生徒等の教育上の様々な課題に関する保護者、本人、学校・
園関係者等からの相談について、指導主事、相談員及び専門指導員が
対応し、個別のニーズに応じた支援・指導を行う。また、特にニーズ
が高まっている医療機関への相談に対応するため、専門医による教育
相談を行う。

スクールカウンセラーの配置

いじめ・不
登校総合対
策センター
高等学校課
特別支援教
育課

不登校や問題行動などの改善を図るため、中学校・高等学校・特別支
援学校に臨床心理士等をスクールカウンセラーとして配置する。

※高等学校は、教育相談員を含めて全校配置、中学校・特別支援学校
は全校配置

スクールソーシャルワーカー
の配置

いじめ・不
登校総合対
策センター
高等学校課
特別支援教
育課

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生徒指導上の課題に対応す
るため、社会福祉士等をスクールソーシャルワーカーとして配置し、
複雑化する家庭環境を背景にした児童生徒が抱える問題への対応充実
を図るとともに、県において関係者との連絡協議会や育成研修を実施
し、事業の充実を図る。さらに、現任のスクールソーシャルワーカー
対象の研修を実施し、資質向上を図る。また、学校における教育相談
体制の構築を図るため、管理職・教育相談担当教員等対象の研修を実
施する。引き続きスーパーバイザーを設置し、スクールソーシャル
ワーカーに適切な支援を行う。

安心・安全な学級づくりプロ
ジェクト事業

いじめ・不
登校総合対
策センター

○

不登校やいじめに対する未然防止の効果的な取組方法を広めるため
に、「子どもみんなプロジェクト」において9大学が連携して調査研
究を進めている脳科学・精神医学・心理学等を基礎としたプログラム
を、モデル地域において実践する。

ネットパトロール事業
いじめ・不
登校総合対
策センター

インターネット上のいじめや誹謗中傷、犯罪被害等から子どもたちを
守るため、学校非公式サイト（いわゆる学校裏サイト）やブログ、プ
ロフ、家出サイトなどへの児童生徒の書き込みに対する監視をNPO法
人に委託し、不適切な内容・個人情報の書き込み等が見つかった場
合、関係市町村（学校組合）教育委員会・関係学校へ情報提供を行
う。

・児童生徒同士が認め合う中で、自らいじめの未然防止や解決を図ることができるよう、児童生徒の社会性
　や問題解決能力の育成、自主的な活動を支援する取組を推進します。
・いじめの問題に対する教職員の認識を高め、警察等関係機関との連携や専門家の活用など、問題に適切
　かつ迅速に対応できる体制を整えます。
・体罰による指導を根絶し、子どもたちが安心して悩みを相談できる体制を整えます。
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学校教育支援事業
教育セン
ター

教育センター内外の講師を各学校へ派遣し、学校が課題解決のために
設定したテーマに沿って、学校づくり、学級づくり、授業づくり、特
別支援教育等の教育研究を支援するとともに、そこで得られた成果や
情報を収集し、県内学校や教職員に向けて広く情報発信する。【再掲
2(5)④】

教職員研修費（生徒指導に係
る研修）

教育セン
ター

基本研修、職務研修及び専門研修をとおして、いじめの未然防止や対
応に係る研修の充実を図る。

未来につなぐ高校生活支援事
業（いじめ問題支援事業）

高等学校課

学校でのいじめや不登校が全国的に問題になっており、初期段階でそ
の兆候を見つける「未然防止」及び「早期発見・早期対応」が求めら
れている。そのために、心理検査の実施により、学校内での人間関係
を客観的に把握し、生徒一人ひとりへの適切な対応を図る。

豊かな人権文化を築く学校づ
くり事業

人権教育課 ○
学校・家庭・地域が連携して、「人権教育プログラム」を活用したい
じめ防止につながる取組を推進する。

生徒指導の支援（いじめ、不
登校、問題行動等）

各教育局 ○

[東部教育局]

市町教育委員会と連携し、学校の課題把握と助言を行う。生徒指導に
係る市町教育委員会訪問、学校訪問、情報発信、研修会を実施する。
[中部教育局]
生徒指導に関する情報提供を研修や広報誌等を活用して行う。
各市町教育委員会や各校のいじめ防止対策基本方針の適切な運用を働
きかける。
SC、SSWとの連絡調整を図り、有効な活用を促進する。
[西部教育局]
市町教育委員会と連携して生徒指導上の学校課題についての把握、分
析を行い、改善に向けての取組を共に推進する。また、小中学校の生
徒指導主任・主事を対象にした局主催研修会を年2回開催し、事例研
修や演習を行うことで、小中連携の推進と実践力向上を図る。

いじめ問題対策事業
教育・学術
振興課

いじめについて、私立中学･高等学校での心理検査（hyper－QU）の実
施と活用を研修と助成により支援することで、私立学校におけるいじ
めの早期発見と生徒へのきめ細やかな指導に役立て、いじめの解消に
繋げる。【再掲2(8)③】

こどもいじめ人権相談
人権・同和
対策課

○
「こどもいじめ人権相談窓口」において、県内の学校におけるいじめ
が原因と考えられる児童・生徒及び保護者からの相談に対応し、問題
の解決に向けた支援を行う。

鳥取県いじめ問題検証委員会
運営事業

人権・同和
対策課

○
県内の学校におけるいじめが原因と考えられる児童・生徒の重大な事
故に関し、学校・教育委員会以外の第三者的な視点から事実関係の調
査・検証を行うため、「鳥取県いじめ問題検証委員会」を設置する。

③不登校ゼロへの取組

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

不登校対策事業
いじめ・不
登校総合対
策センター

○

不登校児童生徒への継続した支援のため、市町村設置の教育支援セン
ターに対する不登校対応ネットワーク構築支援、小学校への「学校生
活適応支援員」配置、中学校へのスクールカウンセラー配置や資質向
上に係る研修会等を実施し、不登校の未然防止や不登校状態の児童生
徒について、一人でも多くの学校復帰をめざす。また、重大な事故等
が発生した場合に備えて、臨床心理士等を派遣できる体制を整備す
る。

また、「人間力・組織力による不登校改善事業」として、不登校等の
未然防止のため、児童生徒に必要な「社会生活への適応力」を明確に
して計画的にその力を育成するとともに、不登校傾向の児童生徒への
組織的対応のシステムづくりを行うことで新規不登校の抑制を図る。

不登校生徒等訪問支援、居場
所づくり事業

いじめ・不
登校総合対
策センター

○

高等学校等における不登校（傾向）生徒や概ね20歳までのひきこもり
の青少年を対象に、教育相談（本人・保護者・家族）・社会性育成の
トレーニング・学習支援・就労支援等を行い、学校復帰や社会参加に
向けて支援する。中・西部地区に開設した教育支援センターの運営を
軌道に乗せるため、県民及び学校等への周知や関係機関と連携しなが
ら要支援対象者の実態把握、アウトリーチ支援の充実を図る。

教育相談事業
いじめ・不
登校総合対
策センター

幼児児童生徒等の教育上の様々な課題に関する保護者、本人、学校・
園関係者等からの相談について、指導主事、相談員及び専門指導員が
対応し、個別のニーズに応じた支援・指導を行う。また、特にニーズ
が高まっている医療機関への相談に対応するため、専門医による教育
相談を行う。【再掲2(8)②】

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの配置を進め、子どもを取り巻く環境への
　働きかけ等を通して、いじめ、不登校、中途退学などの生徒指導上の諸問題の未然防止、早期対応に
　向けた取組を強化します。
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安心・安全な学級づくりプロ
ジェクト事業

いじめ・不
登校総合対
策センター

○

不登校やいじめに対する未然防止の効果的な取組方法を広めるため
に、「子どもみんなプロジェクト」において９大学が連携して調査研
究を進めている脳科学・精神医学・心理学等を基礎としたプログラム
を、モデル地域において実践する。【再掲2(8)②】

スクールカウンセラーの配置

いじめ・不
登校総合対
策センター
高等学校課
特別支援教
育課

不登校や問題行動などの改善を図るため、中学校・高等学校・特別支
援学校に臨床心理士等をスクールカウンセラーとして配置する。【再
掲2(8)②】

※高等学校は、教育相談員を含めて全校配置、中学校・特別支援学校
は全校配置

スクールソーシャルワーカー
の配置

いじめ・不
登校総合対
策センター
高等学校課
特別支援教
育課

○

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生徒指導上の課題に対応す
るため、社会福祉士等をスクールソーシャルワーカーとして配置し、
複雑化する家庭環境を背景にした児童生徒が抱える問題への対応充実
を図るとともに、県において関係者との連絡協議会や育成研修を実施
し、事業の充実を図る。さらに、現任のスクールソーシャルワーカー
対象の研修を実施し、資質向上を図る。また、学校における教育相談
体制の構築を図るため、管理職・教育相談担当教員等対象の研修を実
施する。引き続きスーパーバイザーを設置し、スクールソーシャル
ワーカーに適切な支援を行う。【再掲2(8)②】

生徒指導の支援（いじめ、不
登校、問題行動等）

各教育局 ○

[東部教育局]

市町教育委員会と連携し、学校の課題把握と助言を行う。生徒指導に
係る市町教育委員会訪問、学校訪問、情報発信、研修会を実施する。
[中部教育局]
不登校に関する情報提供を研修や広報誌等を活用して行う。
SC、SSWとの連絡調整を図り、有効な活用を促進する。
各市町村教育委員会との協働により、各校の教育相談体制の強化を図
る。
[西部教育局]
市町教育委員会と連携して生徒指導上の学校課題についての把握、分
析を行い、改善に向けての取組を共に推進する。また、小中学校の生
徒指導主任・主事を対象にした局主催研修会を年2回開催し、事例研
修や演習を行うことで、小中連携の推進と実践力向上を図る。【再掲
2(8)②】

ハートフルキャンプ　in　船
上山

船上山少年
自然の家

○
県内小中学校の不登校傾向児童生徒、保護者、指導者を対象に、船上
山や近隣の農家で自然や動物、人とのふれあいを通して心をリフレッ
シュさせ、学校復帰を図る。

だいせんキャンプ
大山青年の
家

○
不登校生徒を対象に自然体験活動・宿泊体験等を提供し、自己決定・
自己責任等の体験を通して本人の成長を図る。

不登校児童生徒活動支援

船上山少年
自然の家
大山青年の
家

○ 年間随時、自然体験活動等のアクティビティと場所を提供する。

いじめ問題対策事業
教育・学術
振興課

いじめについて、私立中学･高等学校での心理検査（hyper－QU）の実
施と活用を研修と助成により支援することで、私立学校におけるいじ
めの早期発見と生徒へのきめ細やかな指導に役立て、いじめの解消に
繋げる。

フリースクール連携推進事業
教育・学術
振興課

県内において私立学校等の民間事業者が鳥取県教育委員会の「不登校
児童生徒を指導する民間施設のガイドライン」に沿ってフリースクー
ルを設置運営する場合にその経費の一部を助成する。

④読書活動の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

本の大好きな子どもを育てる
プロジェクト

社会教育課 ○

読書ボランティアの資質向上や保護者啓発を行うため、子ども読書ア
ドバイザーを派遣する。また、子どもたちに本を読むことの楽しさ、
大切さを伝えるための体験を提供し、子どもの読書活動の推進を図
る。【再掲1(3)③】

子ども読書活動推進事業 図書館
乳幼児期からの子どもの読書推進を図るため、子どもたちに日常接す
る職員（公共図書館職員、幼稚園・保育所職員等）の研修や、市町村
図書館児童図書部門の支援を行う。【再掲1(3)③】

・「鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン」に基づき、子どもが読書に親しむための機会の充実、環境の
　整備等を図り、関係機関と連携して、子どもの読書活動を推進します。
・学校図書館司書や司書教諭の資質向上につながる研修や訪問相談を充実します。【再掲3-(12)】
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⑤体験活動・文化芸術活動の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県民に開かれた教育委員会推
進事業

教育総務課
教育分野における国際化を一層推進するため、関係諸国の地方政府と
の教育分野での交流を推進する。

環日本海教育交流推進事業
小中学校課
高等学校課

教員及び児童生徒の交流の促進事業を実施し、鳥取県及び江原道の施
策や取組等について相互理解を深めることにより、国際感覚豊かな教
員及び児童生徒の育成と本県における教育活動の充実を図る。【再掲
2(5)②】

とっとりイングリッシュクラ
ブ

高等学校課
中学生と高校生を対象に、２泊３日の英語キャンプを開催することに
より、英語によるコミュニケーション能力の育成に資する学習意欲の
向上や異文化理解を促す。【再掲2(5)③】

倉吉農業高等学校演習林活用
事業

高等学校課
近年、手入れが充分できていなかった倉吉農業高等学校の演習林（約
110ha）について、計画的に間伐等の整備を行うとともに、学校教育
活動のみならず、広く「県民の森」としての利活用を行う。

船上山少年自然の家・大山青
年の家の運営

社会教育課
船上山少年
自然の家
大山青年の
家

船上山少年自然の家・大山青年の家において、集団生活を通して、野
外活動、自然探求、観察活動等を行うことにより、心身ともに豊かで
たくましい青少年を育成する。【再掲1(3)④】

児童養護施設等と連携した自
然体験活動推進事業

社会教育課
家庭環境等により生じる体験格差の是正のため、児童養護施設・母子
生活支援施設と青少年社会教育施設が連携して自然体験活動を検討・
実施する。

鳥取県の美しい星空環境を活
かした体験活動等推進事業

社会教育課 ○
鳥取県の美しい星空が見える良好な環境について県民等が理解を深
め、星空環境を県民の貴重な財産として保全することを目指し、星空
環境を活用した教育の機会を提供する。【再掲1(3)④】

博物館普及事業費 博物館 ○
県民の生涯学習や学校教育を支援するために、各種の講座や体験学習
会、移動博物館などを実施するとともに、博物館の活動、研究成果、
利用方法などについて広く情報発信する。【再掲1(3)⑥】

季節に応じた企画の実施
（夏・秋・冬企画）

船上山少年
自然の家

小学生から中学生を対象に、船上山の季節に応じた豊かな自然の中で
見知らぬ参加者と一緒に活動することで、人間関係能力の育成を図
る。

ちっちゃい探検隊、船上山ア
カデミー、船上山さくら祭り

船上山少年
自然の家

船上山の豊かな自然を活用し、様々な自然体験活動を行うとともに、
仲間づくり等も行う。

いきいき先生体験会
大山青年の
家

体験活動推進を目指した指導者育成を目的に、教員に自然体験活動を
提供する。

大山わくわく探検隊、はじめ
ての冒険、スノーシュー・歩
くスキーのつどい、スキーハ
イキング

大山青年の
家

自然豊かな大山で、スキー・登山・キャンプ等の自然体験を行うこと
により感性や好奇心、探究心を育て社会性を養う。

山陰海岸ジオパーク海と大地
の自然館事業費

山陰海岸ジ
オパーク海
と大地の自
然館

山陰海岸ジオパークの拠点施設として、展示資料の充実や調査研究を
行うとともに、ジオパークの魅力を学ぶ自然体験講座等を開催する。
【再掲1(3)⑥】

⑥郷土を愛する姿勢の育成

・子どもたちが「郷土とっとり」の歴史や文化を誇りに思い、史跡、まちなみ、郷土芸能、建築物、
　伝統芸能、民工芸等の貴重な財産を大切にする気運、意識の醸成を図ります。

・児童生徒の豊かな人間性を育むため、自然体験活動や集団宿泊体験等、様々な体験活動の充実を
　図ります。
・文化、芸術活動の実践者との連携や学校での芸術公演などにより、全ての児童生徒に優れた文化芸術の
　鑑賞、体験の機会を設定することに努め、豊かな人間性の育成を図ります。
・各学年での計画的な体験活動を推進します。
・関係諸国との教育分野における交流により、異文化に対する理解、日本人としてのアイデンティティを
　培っていくなど、子どもたちが世界に視野を広げる取組を充実します。
・博物館等が保管する資料に触れたり、山陰海岸ジオパーク等のフィールドを活用した実体験を伴う講座な
　ど、子どもたちが地域の自然、歴史・民俗、美術への理解を深め、豊かな感性を育む機会を提供します。
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事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

ふるさと鳥取見学（県学）支
援事業

小中学校課

子ども達が鳥取県についての理解と関心を深め、ふるさとを愛する心
を育てるとともに、県民の一員として自信と誇りの持てる鳥取県を築
き上げる気運の醸成を図るため、郷土にゆかりのある歴史的・文化的
名所や、全国に誇れる県内企業等に触れる取組を支援する。【再掲
2(7)①】

郷土情報発信事業 図書館

優れた郷土資料の収集・保存を進め、伝承するとともに、市町村や学
校図書館と連携し、郷土資料の普及・啓発を行い、利用促進を図る。
また、鳥取県出身の文学者及び鳥取県を舞台にした優れた文学作品を
魅力的に発信する。【再掲1(3)⑤】

情報発信「鳥取県の文化財」 文化財課
文化財の展示会や見学会、職員による出前講座などの講演会などによ
る情報発信を行うとともに、日本遺産認定の支援を行う。【再掲
5(18)①】

伝統芸能等支援事業 文化財課
無形民俗文化財の保存伝承を図るため、保存団体の保存伝承活動への
支援を行う。【再掲5(18)①】

池田家墓所整備活用促進事業 文化財課
国史跡鳥取藩主池田家墓所の管理、活用及び保存整備等に係る経費に
対して助成を行う。【再掲5(18)②】

青谷上寺地遺跡出土品調査研
究等事業

文化財課
国史跡青谷上寺地遺跡の魅力を理解してもらうため、出土品の整理や
調査研究を行うとともに土曜講座等を開催する。

「ふるさとを元気に」とっと
りの文化遺産活用推進事業

文化財課 ○
妻木晩田遺跡や三徳山など県内の優れた文化財を地域振興や観光資源
としても活用するため、その魅力の再発掘を行い、効果的な活用方法
を講じた地域での取組を支援する。【再掲5(18)③】

「とっとり弥生の王国」普及
活用事業

文化財課

国内最大級の弥生時代集落「妻木晩田遺跡」、地下の弥生博物館「青
谷上寺地遺跡」の二大遺跡を「とっとり弥生の王国」として、各遺跡
を活用した種々の事業を通じて史跡の活用や情報発信を行う。【再掲
5(18)③】

鳥取県の考古学情報発信事業
埋蔵文化財
センター

県内の遺跡の資料（画像・出土品）を小中学校、高等学校の歴史授業
の教材として活用できるよう環境整備を進める。また、小学校等と連
携し、ゲストティーチャー等で歴史授業への協力を行うなど、郷土の
歴史のすばらしさを情報発信する。

ジュニア郷土研究応援事業
教育・学術
振興課

県内の小中学生、高校生の郷土研究や地図作品の発表・展示、講演会
等により、児童生徒の地域研究など人文社会科学に対する関心を高
め、知的創造力を持った人材を育成する。【再掲2(7)①】

（９）健やかな心と体づくりの推進
①学校体育の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

学校体育充実事業 体育保健課

体育・保健体育科における学習指導要領に沿った学習の円滑な実施に
向け、体育担当教員の指導力向上を目的とした研修会の実施及び教員
の研修会派遣等を行い、体育・保健体育学習の更なる充実を図る。ま
た、中学校の武道学習に授業協力者を派遣して、安全面に配慮した武
道学習の定着を図る。

運動部活動推進事業 体育保健課 ○
中学校及び県立学校の運動部活動に地域のスポーツ指導者を派遣し、
部活動及び指導体制の充実を図るとともに、研修会を開催して運動部
活動に関わる指導者の資質向上を図る。

平成30年度全国中学校体育大
会開催事業

体育保健課

平成30年度に中国ブロックで開催される全国中学校体育大会におい
て、鳥取県で開催かれる2競技（サッカー、ソフトボール）につい
て、開催準備にあたっている鳥取県実行委員会及び鳥取県中学校体育
連盟へ運営補助を行う。

部活動指導員配置事業 体育保健課 ○
高等学校及び中学校における部活動に係る教員の負担軽減及び指導の
充実を図るために、地域人材等を単独指導、単独引率が可能な部活動
指導員として学校に配置する。

・教員の体育学習の指導力向上及び学校における運動機会の充実のための取組を支援し、主体的に運動に
　取り組む児童生徒の育成を図ります。
・小学校への体育の技術的な専門性を持った教員の配置等により、小学校教員の体育技術の指導力向上及び
　主体的に運動に取り組む児童生徒の育成を進めます。
・外部指導者の派遣及び指導者への研修等を行い、発達に応じた適正な指導のための支援を行うとともに、
　運動の重要性を理解し主体的に運動を行う児童生徒の育成に取り組みます。
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②子どもの体力・運動能力の向上

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

子どもの体力向上推進プロ
ジェクト事業

体育保健課 ○

子どもの体力・運動能力が低下、二極化の傾向にある鳥取県の課題を
解決し、運動の習慣化及び体力の向上を図るため、学校や地域におけ
る支援を行うとともに、その成果を県内に普及し、学校、地域での体
力向上の取組を推進する。

・とっとり元気キッズ体力向上支援事業

・体力向上支援事業

③健康教育の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

児童生徒健康課題対策事業 体育保健課 ○

生活習慣等の健康問題について、研修会を通して教職員の指導力向上
に努めるとともに、性に関する指導をより効果的に進めるために医師
や助産師等の専門家を派遣し、指導体制の充実を図る。また、がんや
食物アレルギー等のアレルギー疾患、新型インフルエンザ等の児童生
徒に係る健康課題に対応するための研修会等を実施する。

学校保健教育指導費 体育保健課
県立学校の児童生徒の健康の保持増進を図るため健康診断等を実施す
るとともに、学校管理下における児童生徒の災害に対する医療費等の
災害共済給付金の支給を行う。【再掲3(13)②】

未来のパパママ育み事業
子育て応援
課

助産師会に協力をいただき、県内の中・高校等を対象として、命の大
切さと、次世代に命をつなぐための心構え等を手作り教材と体験学習
等を通じて学ぶ出前教室を行う。

思春期ピアカウンセラー活動
支援事業

子育て応援
課

大学生を中心にピアカウンセラーの養成及びピアカウンセラーによる
高校や地域等における健康教育・健康相談を実施し、性＝生に感する
正しい知識の普及や若者の主体的な問題解決能力を高める。

④食育の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

学校給食・食育推進事業 体育保健課 ○

食育を推進するため、市町村教委の取組を支援するとともに児童・生
徒等への指導用教材を作成する。また、学校給食における県産品利用
（地産地消）を推進し、子どもたちに安全・安心な食の提供や地域の
食文化を伝えるため、学校給食関係者を対象にした研修会等を行う。
【再掲3(13)③】

・各学校での体力向上推進計画書の策定及び体力・運動能力調査を活用したPDCAサイクルによる取組を
　支援し、各学校の実状に応じた児童生徒の体力・運動能力の向上を推進します。
・学校と地域が連携して放課後における子ども運動教室など、児童生徒の体力・運動能力を向上させる
　モデルの開発を行い、その成果を県内の学校及び地域へ普及します。
・「遊びの王様ランキング」などを活用した運動機会の提供により、子どもたちの運動意欲の向上を図り、
　主体的に運動を行う子どもの育成を図ります。

・児童生徒の生活習慣等の健康問題に関する協議会を設置するなど、学校、家庭、地域が連携した健康
　教育の充実を図ります。
・児童生徒の健康問題を解決するため学校保健委員会の充実を図るなど、心身の健康のバランスのとれた
　児童生徒の増加を目指します。
・教職員や学校給食担当者を対象とした研修会を開催するなど、食物アレルギーの児童生徒に対応できる
　体制整備を進めます。【再掲3-(13）】
・学校が家庭や地域と連携して、人間としての在り方や生き方について考える性に関する指導を充実
　させることにより、命を大切にする意識を持つ児童生徒の増加を目指します。
・薬物乱用を絶対にしない、許さない児童生徒を育成するための薬物乱用防止教育の充実を図ります。
　【3-(13)に再掲】

・栄養教諭を中心として、学校全体で組織的、体系的に食に関する指導を充実させるとともに学校給食の
　県産品利用を進め、食育を推進します。
・学校と家庭との連携した食育を推進します。
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目標３　学校を支える教育環境の充実
（10）人口減少期を好機と捉えた学校教育の充実
①公立小・中学校の在り方

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

少人数学級の継続
教育人材開
発課

○ 市町村と協力して少人数学級を継続する。

②今後の県立高等学校の在り方

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

高等学校改革推進事業 高等学校課 ○
新しい時代に向けた高校教育の基本的な方向性を定めた「今後の県立
高等学校の在り方に関する基本方針」における取組の方向性を具現化
する。

中学校のための高等学校理解
促進事業

高等学校課
県外からも目標を持った生徒の入学による学校のより一層の活性化を
図るため、県外募集に向けた広報活動の充実を図る。

③今後の特別支援教育の在り方

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

インクルーシブ教育システム
の構築のための特別支援教育
の推進

特別支援教
育課

○
今後の特別支援教育の在り方については、鳥取県教育振興基本計画に
基づき特別支援教育の推進に努め、環境整備や喫緊の課題解決につい
ては別途検討する体制を整える。

（11）特色ある学校運営の推進
①県民に開かれ、信頼される学校づくり

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教育行政監察業務 教育総務課 ○
県民の信頼を損なうような事案の発生を皆無にするため、コンプライ
アンスの徹底を図る。

学校支援ボランティア事業 小中学校課
地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組みをつく
り、地域と学校が連携・協働して、学校を核とした地域づくりを推進
する事業に対して助成する。【再掲1(1)①】

土曜授業等実施支援事業 小中学校課

全ての子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学
校・家庭・地域が連携・協力して行う学校における授業、地域におけ
る多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を支援する。【再掲
1(1)②】

高等学校教育企画費 高等学校課
県立高等学校に対する指導・助言を行うとともに、関係団体への助成
等や各学校の学校徴収金徴収の支援を行う。

・公立小、中学校の在り方について検討する市町村教育委員会に対し、支援や適切な人的配置を通して、
　活力ある学校環境を目指します。
・少人数学級の利点を活かし、知識を活かし、応用力を育てる授業の充実や児童生徒の内発的な学習意欲の
　向上を図るとともに、成果を検証しながら、少人数学級の取組を継続します。

・「今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針［平成25年度～平成30年度］」（平成24年10月）の
　答申に基づき、関係者等の意見を聞きながら、その内容を具体化、明確化していきます。
・「次代を担う生徒を育成するための魅力と活力にあふれる本県高等学校教育の在り方について」
　（平成25年４月23日鳥取県教育審議会への諮問）の答申を受けて、平成31年度以降の高等学校教育の
　在り方について具体的な計画を策定します。
・中山間地域の高等学校の在り方、活性化の方策等について、立地する市町村と連携しながら、検討を
　進めます。

・「鳥取県における今後の特別支援教育の在り方について」（平成26年2月4日鳥取県教育審議会へ諮問）
　の答申を受けて、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組の方向性を検討します。

・保護者、地域住民等の理解と参画を得て、学校、家庭、地域の連携協力による学校づくりを目指します。
・学校教育の成果と課題、自己評価及び学校関係者による評価結果の公表やその結果に基づき授業改革を
　始めとする学校運営の改善を図るなど、保護者や地域住民等県民への説明責任を適切に果たす取組を
　充実します。
・学校公開週間の実施などによる開かれた学校づくりの推進や学校支援ボランティアによる支援など、
　学校サポート体制の強化を目指します。
・教職員一人ひとりのコンプライアンスの意識の徹底を図るとともに、不祥事を起こさない、起こさせない
　職場風土を構築します。【3-(12)に再掲】
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倉吉農業高等学校演習林活用
事業

高等学校課

近年、手入れが充分できていなかった倉吉農業高等学校の演習林（約
110ha）について、計画的に間伐等の整備を行うとともに、学校教育
活動のみならず、広く「県民の森」としての利活用を行う。【再掲
2(8)⑤】

②学校の自立と課題解決力の向上

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県立学校裁量予算事業（高等
学校運営費）

教育環境課
高等学校課

○
学校運営費、教職員旅費、学校独自事業（高等学校）の総額を年度当
初に学校へ一括配分し、学校長の裁量による予算執行により、独自性
を発揮した学校運営を行う。

技術スペシャリスト育成環境
整備事業

教育環境課
県立高等学校において、実践的な技術・技能を持った生徒を育成する
ため、各校の特色を生かした産業教育・実習等に必要な設備について
整備を行う。

土曜授業等実施支援事業 小中学校課

全ての子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学
校・家庭・地域が連携・協力して行う学校における授業、地域におけ
る多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を支援する。【再掲
1(1)②】

コミュニティ・スクール推進
体制構築事業

小中学校課 ○

社会総がかりで子どもたちを育むために、全ての公立学校にコミュニ
ティ・スクール（学校運営協議会制度）を導入し、学校・家庭・地域
の連携・協働体制を確立する。地教行法の改正を踏まえた制度の内容
の周知や各地域の学校をつなぐ連絡協議会の開催、学校運営の充実等
を行う市町村を支援する。また、広島・岡山大学で開催される社会教
育主事講習を受講する支援を行う。【再掲2(5)③】

県立学校裁量予算学校独自事
業

高等学校課
各学校の教育課題解決、特色づくり推進、教育目標達成のための事業
を実施し、学校運営費、教職員旅費と併せた学校長の裁量による予算
執行により、独自性を発揮した学校運営を行う。

心豊かな学校づくり推進事業
 教育・学術
振興課

教育の質の向上を図るために、外国語教育の強化、キャリア教育の推
進、教育相談体制の整備など、私立中学校・高等学校の特色のある取
組みを支援する。

③学校組織運営体制の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県立学校裁量予算事業（高等
学校運営費）

教育環境課
高等学校課

○
学校運営費、教職員旅費、学校独自事業（高等学校）の総額を年度当
初に学校へ一括配分し、学校長の裁量による予算執行により、独自性
を発揮した学校運営を行う。【再掲3(11)②】

④教職員の多忙解消・負担軽減

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

学校問題解決支援事業 教育総務課

学校現場を取り巻く問題の解決や教職員の負担軽減に向けて、弁護士
と相談業務委託契約を締結し、法律相談窓口を開設するとともに、学
校現場や既存のサポート体制だけでは対応が困難な問題について指
導・助言・問題解決の支援等を専門的立場から行う「学校課題解決支
援アドバイザー」を設置することにより、学校を支援する。

学校業務カイゼン活動推進事
業

教育人材開
発課

○

学校教職員の多忙解消・負担感軽減のため、学校業務カイゼン活動推
進検討会による対策検討を進め、優良取組事例の全県展開を図るとと
もに、外部の専門講師派遣等により、学校現場の業務改善の意識向上
及び取組推進を図る。

・教職員が子どもたち一人ひとりの指導に専念できる環境を整備するため、現場の状況を踏まえて
　教職員数の確保に努めるとともに、外部人材の活用を積極的に進めます。
・業務改善に向けた取組を行う学校での成功事例を積み上げ、他校へ広げるなどして教職員の
　多忙解消・負担軽減を図るとともに、校務に関する事務処理の効率化により、教職員が子どもたち
　一人ひとりの指導に専念できる環境づくりを目指します。

・県立学校の学校裁量予算が、各学校の課題や生徒の実態に応じて、学校長が、より創意あふれる学校経営
　ができるよう制度の充実、改善を図ります。
・自らの学校が抱える課題をしっかりと把握し、その解決に向けて、コミュニティスクールの導入や
　土曜日を活用した取組など、先進的に取り組もうとする学校に対して、積極的な支援を行います。
　【2-(5)に再掲】

・多様化する教育ニーズや課題に対して、迅速かつ適切に対応することができる学校運営組織づくりや
　必要に応じて専門機関と連携を図る体制の確立、特に今後予想される、児童生徒数の減少に対応できる
　学校運営組織の構築、強化を目指します。
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学校現場における働き方改革
推進事業

教育人材開
発課

○
学校教職員の事務負担軽減のため、地域人材等を活用して、学習プリ
ント印刷や授業準備など事務作業をサポートするスタッフ（非常勤職
員）を配置する（小学校7人、中学校3人、県立学校3人）。

部活動指導員配置事業 体育保健課 ○
高等学校及び中学校における部活動に係る教員の負担軽減及び指導の
充実を図るために、地域人材等を単独指導、単独引率が可能な部活動
指導員として学校に配置する。【再掲2(9)①】

⑤教職員の精神性疾患への対応

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教職員厚生事業費 教育総務課 ○
教育関係職員の福利厚生の増進と働きやすい職場環境作りを推進す
る。

教職員健康管理事業費 教育総務課 ○
各職場の安全衛生管理体制を整備し、職場における職員の健康管理を
行うとともに、疾病の早期発見と生活習慣病の予防等のため、定期健
康診断等を実施する。

教職員心の健康対策事業費 教育総務課 ○

管理職の研修（職場づくり）、ストレスチェック制度の実施による教
職員のセルフケア及び職場環境の改善の推進、相談窓口の設置、専門
職員によるカウンセリング等を行う。休職者や復職者を支援するとと
もに、それを抱える職場の管理職等への指導助言を行う。

（12）人的、物的な教育資源の充実
①教員の資質向上や指導力、授業力の向上

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

エキスパート教員認定事業

小中学校課
特別支援教
育課
高等学校課

○

他の教員のモデルとなるような優れた教育実践を行っている教員を
「エキスパート教員」として認定し、その優れた指導技術等を普及さ
せていくことにより、本県教員の指導力の向上を図る。【再掲2(5)
④】

地域課題に応じた学力向上推
進事業

小中学校課 ○

全国学力・学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決
に向けて、県教育委員会と各市町村教育委員会が協働して、地域課題
の解決に取り組む。

（中部地域：研究団体と連携を図った活用力向上に向けた授業改善）

（西部地域：学力課題の解決に取り組む学校への支援、若手教員の授
業力向上への支援）【再掲1(2)③】

教育課程実践充実事業 小中学校課

小中学校教員を対象に教育課程研究集会の開催及び冊子を作成し、新
学習指導要領の趣旨や内容等について周知徹底し、県の施策を盛り込
んだ具体的な方針を示すことにより、新学習指導要領の趣旨に沿った
充実した教育実践の展開を図る。また、本県の学力課題の解決と新学
習指導要領の全面実施を円滑に行うため、その柱となる「カリキュラ
ム・マネジメント」の実現に向けた理解を促進させることを目的とし
た研修会を開催する。

学校教育支援事業
教育セン
ター

教育センター内外の講師を各学校へ派遣し、学校が課題解決のために
設定したテーマに沿って、学校づくり、学級づくり、授業づくり、特
別支援教育等の教育研究を支援するとともに、そこで得られた成果や
情報を収集し、県内学校や教職員に向けて広く情報発信する。【再掲
2(5)④】

・教職員が心身ともに健康で働くことのできる職場環境を整備し、それぞれの職場での組織としての対応を
　進めるとともに、相談窓口を整えるなどして、精神性疾患による休職者の減少を図ります。

・教員の大量退職時代の到来を迎え、若手育成や学校リーダー育成等を中長期的な視点で行い、様々な
　教育ニーズや課題に対して、迅速かつ適切に対応することができる教職員の資質や指導力の向上及び
　適切な人材の確保を目指します。
・児童生徒が、「分かる喜び」や「できる楽しさ」を実感し、学習意欲を高める授業、課題解決能力や
　思考力を育む授業が展開できるよう、教員の授業力を高め、授業改革を進めます。【再掲2-(5)】
・授業改革に取り組む教育研究団体の活動を支援し、連携して教職員の研究活動の活性化を図ります。
　【再掲2-(5)】
・教職員の能力向上に向けて、自主的な研修の推進や、人的なネットワークづくりを進め、教職員の
　授業改革意欲を高めます。
・エキスパート教員による積極的な授業の公開や中学校区でのティームティーチングの取組などにより、
　優れた指導力を広げ、教職員の授業力の向上を図ります。
・2020年の学習指導要領の完全実施による小学校での英語の教科化や中学校での英語による授業実施に
　向けて、教員の指導力向上や児童生徒が実際に英語のコミュニケーション活動を体験できる機会の
　拡充等、先導的な英語教育を推進します。
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教科・領域指導力向上ゼミ
ナール

教育セン
ター

教育課題についての専門的知識を基盤とする少人数・高度化した実践
的研修を実施し、中核となる教員の指導力向上を図る。【再掲2(5)
④】

教職員研修費
教育セン
ター

教職経験等に応じて職務遂行に必要な資質・指導力の向上をめざした
研修を実施する。重点ポイントとして、若手・ミドルリーダーの育成
やICT活用教育、「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業
改善の推進、校内OJTの促進に取り組む。【再掲2(5)④】

教職員派遣研修費 高等学校課
教職員の資質や指導力の向上を図るため、計画的に各種講座・研修会
や大学院、研究機関、民間企業等に派遣し、研鑽を積ませる。

授業力向上への取組 各教育局 ○

[東部教育局]

確かな学力を育む授業改善への支援（エキスパート教員の協力を得て
ワークショップを開催し、校種や教科を超えて協議を行うことで、若
手や中堅リーダーを育成する。）
[中部教育局]
学校教育目標の達成につなげるため、各校の校内研究の推進を支援す
る。ニーズに合わせた研修や情報提供を行い、教職員の資質向上を図
る。
全国学力・学習状況調査の結果等の活用を進める。【再掲2(5)③】
[西部教育局]
学校教育目標の達成につながる授業力・学級経営力の向上をめざし
て、「シリーズ学習評価」「西部教育局特別支援学級における授業づ
くり」「西部教育局教師として大切にしたいこと」等を活用して、子
どもに確実に力をつける授業づくりや学力向上を支える学級づくりに
ついて、継続した指導・支援、情報提供を行う。【再掲2(5)③】
西部地区学びをつなぐ・心をつなぐ・生活をつなぐ連携推進事業（中
学校区の授業づくり）を一層推進するために、【10の視点】や「西部
教育局校内授業研究充実のためのポイント」を活用して、協働性と専
門性に支えられた学校としての授業力向上に向けて、一貫性・継続性
のある支援を行う。【再掲2(5)④】

②県民に信頼される教職員の育成

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教育行政監察業務 教育総務課 ○
県民の信頼を損なうような事案の発生を皆無にするため、コンプライ
アンスの徹底を図る。【再掲3(11)①】

教職員人事管理
教育人材開
発課

学校における教職員の人事管理業務及び校長会、事務長会等において
学校管理に係る指導を行う。

③優秀な人材確保のための教員採用

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教員採用試験
教育人材開
発課

○

選考試験の内容・構成を見直し、受験者の負担軽減を図るため試験内
容のスリム化を実施したり、他県との試験日程調整や年齢制限の段階
的な撤廃を行うことで受験者数の拡大につなげる。特別選考の現職教
諭を対象とした選考等において受験資格を緩和し、優秀な人材の確保
に努める。

④学校図書館の整備の推進と教材整備の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

読書指導の充実事業費 教育環境課

図書管理システムの運営を行って学校図書館業務の効率化と利便性を
高めることにより、学校教育活動の支援を行う。書管理システムの運
営を行って学校図書館業務の効率化と利便性を高めることにより、学
校教育活動の支援を行う。

・教職員一人ひとりのコンプライアンスの意識の徹底を図るとともに、不祥事を起こさない、
  起こさせない職場風土を構築します。【再掲3-(11)】

・説明会を開催するなどして受験者の確保に取り組むとともに、教員採用試験を創意工夫し、
　優秀な人材の採用に努めます。

・学校図書館資料の充実を図るため、学校図書館図書標準の達成を目指すとともに、全ての学校への
　司書教諭の発令と司書など学校図書館の諸事務にあたる職員の配置を推進します。
・学校図書館司書や司書教諭の資質向上につながる研修や訪問相談を充実します。【2-(8)に再掲】
・県立図書館から学校図書館等へ2日以内に図書が届く物流システムの活用と促進を図ります。
・県立学校の図書館業務の効率化と利便性を高めるため、図書管理システムの充実に努めます。
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生きる力を育むとっとり学校
図書館活用教育普及事業

図書館
小中学校課
高等学校課

○

「とっとり学校図書館活用教育推進ビジョン」をもとに就学前から
小、中、高等学校まで一貫した見通しを持った学校図書館活用教育の
普及・啓発を図る。また、新学習指導要領の改訂方針を踏まえて、学
校図書館関係職員の能力向上に資する研修の実施と、各学校での学校
図書館活用教育を推進する。加えて、上記ビジョンの中間評価を行
い、その結果を生かして一層の学校図書館活用教育の充実を図る。
【再掲1(3)⑤】

市町村図書館等協力支援事業 図書館

県内市町村図書館等に対して職員研修と訪問相談を実施することで、
各館職員の技能向上と図書館サービスの充実に資する。また、県立図
書館と市町村図書館等を結ぶ物流・連携網により、全県民への県立図
書館資料とサービスの提供と、各館間の連携推進を実現する。加え
て、地域の資源を知り、住民参加型で情報発信するための取組みを支
援する。【再掲1(3)⑤】

⑤ICTを活用した教育の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教育課程実践充実事業 小中学校課
小学校段階におけるプログラミング教育に係る研修会及び教員対象の
プログラミング体験会を開催し、プログラミング教育の目的や意義等
について正しい理解を図る。

県立学校ICT環境整備事業費
教育環境課
高等学校課

県立学校において、インターネットや情報機器を積極的に活用した授
業を展開できるよう、各教室や情報処理室用のコンピュータ、プロ
ジェクタ、ネットワーク等のICT環境を整備する。

教職員研修費（情報モラル研
修等）

教育セン
ター

初任者研修、専門研修においてICT活用教育や情報モラルに関する研
修を実施する。【再掲2(7)②】

ICT活用教育推進事業
教育セン
ター

○

新任情報化推進リーダー研修を実施し、校内での｢教育の情報化｣にお
ける体制づくりを推進する。県内自治体向けICT出前研修において、
学校の実態に応じた研修を実施し、ICT活用を推進する。【再掲2(7)
②】

ICT（タブレット端末）活用
推進事業

高等学校課

県ICT活用教育ビジョンのもと、県立高校に計画的に整備されている
タブレット端末を活用して、学びの質的転換に合わせたICT機器の活
用方法の研究を行うとともに、授業の質的向上を図るための教員の
ICT活用指導力の向上を図る。また、タブレット端末の効果的な授業
方法及び特別な支援を要する生徒の授業方法を各校に普及するととも
に、タブレット端末の学校教育での活用方法を検証する。【再掲2(5)
③】

⑥校庭の芝生化

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県立学校校庭芝生化推進事業
費

教育環境課 ○
児童生徒の体力や競技力の向上、けがの防止などを図るため、整備さ
れた校庭等の芝生を適正に維持管理する。

スポーツ環境整備事業 スポーツ課
次世代を担う子どもたちの健全な心身の育成を図るため、芝生の上で
自由に運動したり遊んだりすることができるよう、保育園、幼稚園の
園庭、小学校校庭の芝生化の支援を進める。

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

省エネルギー型設備導入事業
費

教育環境課 ○
環境負荷の低減と管理経費の節減とともに環境教育のため、省エネル
ギー型設備の導入を図る。

・ICTを活用した教育を充実し、基礎学力の定着とICTリテラシーを前提とした21世紀型スキルの
　取得を目指し、ICT活用教育推進のためのビジョンの構築を行います。
・ICTを有効に活用する教職員の育成や県立学校における機器の導入などにより、児童生徒の情報活用
　能力の育成と、分かりやすく理解の深まる授業の実現を目指します。

・県立学校の校庭等の芝生化の推進に取り組みます。
・保育所、幼稚園、小中学校における芝生化に向けた取組を支援します。

⑦環境教育の推進

・太陽光発電設備など、児童生徒の環境教育に資する施設、設備の県立学校への導入について、随時、
　検討します。
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（13）安全、安心な教育環境の整備
①公立学校の耐震対策の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県立学校耐震化推進事業費 教育環境課 ○
耐震化推進事業に係る建物の耐震化を完了し、この事業の一環で実施
する外構改修、地盤変動影響調査等を行う。

教育財産管理事業費（非構造
部材耐震対策に係る点検）

教育環境課
窓・ガラスの落下飛散防止対策や外壁等の落下防止対策を実施するた
め、専門業者による点検を行う。

②学校内外の安全確保

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教育施設営繕費 教育環境課
県立学校等の施設の維持及び老朽化の進行に伴い必要となる修繕を行
い、教育施設としてふさわしい環境の整備を図る。

教育財産管理事業費 教育環境課

県立学校における施設・設備を適正に維持管理していくため、各種点
検、保安管理、警備業務の委託を行っているが、このたび、施設の長
寿命化計画を策定するために必要となる劣化度調査、生徒の安全安心
を確保するための窓ガラス・外壁落下危険度調査、さらに教育環境の
維持のためのエアコンの劣化度調査を行う。
　また、建築義準法第１２条の改正に伴い、新たに必要となった点検
を行う。

老朽化施設緊急整備事業費 教育環境課 県立学校の老朽化が顕著な施設箇所の必要な改修を行う。

学校避難所環境整備事業 教育環境課
避難所に指定されている市町村立学校体育館のトイレの洋式化又は多
目的化、無線LAN環境の整備等について、市町村に対する補助を行
う。

学校支援ボランティア事業 小中学校課
地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援するしくみをつく
り、地域と学校が連携・協働して、学校を核とした地域づくりを推進
する事業に対して助成する。【再掲1(1)①】

教職員研修費（情報モラル研
修等）

教育セン
ター

初任者研修、専門研修においてICT活用教育や情報モラルに関する研
修を実施する。【再掲2(7)②】

ICT活用教育推進事業
教育セン
ター

新任情報化推進リーダー研修を実施し、校内での｢教育の情報化｣にお
ける体制づくりを推進する。県内自治体向けICT出前研修において、
学校の実態に応じた研修を実施し、ICT活用を推進する。【再掲2(7)
②】

インターネットとの適切な接
し方教育啓発推進事業

社会教育課 ○
保護者及び子どもたちに対して、電子メディア機器とのより良い接し
方についての教育啓発を行う。特に子どもたち自ら主体的に考え、そ
の考えを大人と共有するための取組を実施する。【再掲1(1)①】

学校保健教育指導費 体育保健課
県立学校の児童生徒の健康の保持増進を図るため健康診断等を実施す
るとともに、学校管理下における児童生徒の災害に対する医療費等の
災害共済給付金の支給を行う。

学校安全対策事業 体育保健課 ○
児童生徒が安全で安心に生活するために、学校の安全教育・安全管理
及び、学校・家庭・地域が連携した地域ぐるみの学校安全体制の充実
を図る。

・地域との協働による学校づくりの観点から、学校支援ボランティアによる子どもの見守り活動を
　推進します。
・スマートフォンや携帯電話、ゲーム機等が児童生徒に与える諸問題に適切に対応するため、関係機関、
　団体等と連携して、情報モラル等に関する教育啓発活動を実施します。【2-(7)に再掲】
・スマートフォンや携帯電話、インターネット等を用いたいじめや犯罪等に関わる児童生徒の減少を
　目指します。【2-(7)に再掲】
・地震や津波等の災害から児童生徒を守るために、実践的な防災教育を推進します。
・自転車乗車中などの交通事故をなくすために、交通安全教育の充実を図ります。
・不審者等の犯罪から児童生徒を守るために、学校、家庭、地域ぐるみの学校安全体制の整備を
　推進します。
・関係機関と連携し、通学路の安全確保を図ります。
・県立学校の施設、設備の点検、修繕等を適時、適切に実施するとともに、省エネ対策やバリアフリー化
　にも配慮しながら、安心、安全な学校環境づくりを進めます。
・薬物乱用を絶対にしない、許さない児童生徒を育成するための薬物乱用防止教育の充実を図ります。
　【再掲2-(9)】

・県立学校の耐震化（非構造部材の耐震対策を含む。）について、平成29年度末までの完了を目指します。
・市町村立学校の耐震化（非構造部材の耐震対策を含む。）の早期完了に向けて、国に対し、地方公共団体
　の負担軽減のための支援策の充実、改善を働きかけます。
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③安全、安心な学校給食

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

学校給食・食育推進事業 体育保健課 ○
学校給食における衛生管理の充実と食中毒防止に努めるため、衛生管
理に関する指導や研修会等を開催するとともに、栄養教諭や学校栄養
職員の資質や専門的な指導力の向上を図るための研修を実施する。

県立学校給食費 体育保健課 県立学校の学校給食運営を行う。

④特に支援が必要な家庭への支援

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

「地域未来塾」推進事業 小中学校課 ○

大学生や教員OBなど地域住民の協力による「地域未来塾」を開設する
市町村に対して助成し、経済的な理由や家庭の事情により、家庭での
学習が困難であったり、学習が遅れがちな中学生等の学習環境を整
備・保障する。【再掲1(1)②】

公立高等学校就学支援事業 高等学校課
県立高校に在籍する生徒に対して、授業料と同額の「高等学校等就学
支援金」を支給し、教育費負担軽減を図る。

図書館を活用した「サポート
の必要な家庭応援」事業

図書館 ○

経済的に困窮している家庭、ひとり親家庭などサポートの必要な家庭
を、図書館の「資料」や「場」の活用を通じて支援する。あわせて、
支援団体や関係機関との連携を推進する。また、県内市町村図書館と
連携して、図書館の取組みをサポートの必要な人へ届けるとともに、
本を読むだけではない「居場所」としての図書館の可能性を追求す
る。

奨学資金債権回収事業 人権教育課 ○ 次の奨学金貸与の財源となる返還金の回収を効率的に進める。

進学奨励事業 人権教育課 進学奨励資金の返還を進める。

育英奨学事業 人権教育課 ○ 経済的理由で修学が困難な生徒に奨学金を貸与する。

県育英会助成事業 人権教育課 東京で学生寮を運営する鳥取県育英会の運営支援を行う。

高校生等奨学給付金事業 人権教育課 ○
特に低所得で高校への修学が困難な世帯に対し、奨学のための給付金
を給付する。

とり○（マル）子育て～親子
関係が良くなる言葉かけ～

青少年・家
庭課

各児童相談所が、子育て不安があり一人で悩む親や、我が子に対して
辛くあたる親等に対して、子どもの問題行動を減らし、望ましい行動
を効果的にしつけられるスキルの体得を経験的に学習する「親支援プ
ログラム」を実施する。

（14）私立学校への支援の充実
①私立学校の振興

・生産者や流通関係者等、地域と連携し、県産品の利用促進など安全で安心できる食材を使用した学校給食
　の提供を目指します。
・異物混入や食中毒事故を防ぐため、衛生管理講習会を実施するなどして、衛生管理を徹底します。
・教職員や学校給食担当者を対象とした研修会を開催するなど、食物アレルギーの児童生徒に対応できる
　体制整備を進めます。【2-(9)に再掲】

・経済的理由で修学を断念する子どもがいないよう、奨学金の貸与及び給付を行うとともに、十分な
　貸与枠の確保と将来にわたって安定した事業継続ができるよう、確実に償還金を回収し、財源の確保に
　努めます。
・貧困や虐待など、子育てに関し不安や問題を抱える家庭に対して、福祉機関等とも連携した対応を
　進めます。

・私立学校の特色ある取組を応援するため、優秀な教職員の人材確保や教育環境の維持向上に必要な経費を
　助成するとともに、就学支援金や授業料減免などによる保護者、生徒の経済的負担軽減を図り、県民に
　多様で良質な教育の選択肢を提供することを通じて、多彩で優れた人材を養成します。
・私立学校に通学する特別な支援の必要な生徒等の教育環境向上を支援します。
・私立学校の不登校、いじめ等に関する対策を支援します。
・私立学校の学力向上に向けたＩＣＴ活用、土曜日授業等を支援します。
・私立学校の生徒等が様々な体験活動が行えるよう支援します。
・私立学校の情報公開の一層の促進、学校の自己評価及び学校関係者による評価結果の公表の促進を
　図ります。

－37－



事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

私立学校教育振興補助金
教育・学術
振興課

○

私立学校（高等学校、中学校、専修学校）の教育環境の維持向上に必
要な経費に対して助成を行い、生徒・保護者の教育費負担軽減を図り
ながら多様な教育の機会を確保する。

一般分：人件費、教育管理費、設備費

特別分：経営改善支援、舎監の配置に要する経費、専門ソフト整備に
要する経費、土曜日授業実施に係る経費、ICT活用教育に係る経費、
魅力ある学校づくりのための取組に要する経費　等

私立高等学校等就学支援金
教育・学術
振興課

家庭の状況にかかわらず、全ての中学生、高校生等が安心して勉学に
打ち込める環境を作るために、国の「高等学校等就学支援金」及び本
県独自の「中学校就学支援金」を交付（学校設置者が代理受領）し、
家庭の教育費負担の軽減、多様な教育を受ける機会の確保を図る。

私立学校生徒授業料等減免補
助金

教育・学術
振興課

私立高等学校等に在籍する生徒の経済的負担を軽減するため、授業
料、施設設備費等の生徒納付金を減免している私立高等学校等の設置
者に対して助成を行う。

私立高等学校等特別支援教育
サポート事業

教育・学術
振興課

私立高等学校等のLD(学習障がい)、ADHD(多動性障がい)等の生徒及び
視聴覚障がい、肢体不自由など、特別な配慮が必要な生徒に対する学
習環境整備に要する経費の一部を助成する。また、特別支援教育に係
る担当教員の教育活動の充実を図るため、担当教員の人件費の一部を
助成する。

いじめ問題対策事業
教育・学術
振興課

いじめについて、私立中学･高等学校での心理検査（hyper－QU）の実
施と活用を研修と助成により支援することで、私立学校におけるいじ
めの早期発見と生徒へのきめ細やかな指導に役立て、いじめの解消に
繋げる。【再掲2(8)③】

フリースクール連携推進事業
教育・学術
振興課

県内において私立学校等の民間事業者が鳥取県教育委員会の「不登校
児童生徒を指導する民間施設のガイドライン」に沿ってフリースクー
ルを設置運営する場合にその経費の一部を助成する。【再掲2(8)③】

私立学校施設整備費補助金
教育・学術
振興課

校舎等の改築（建替え）、改修（耐震補強工事）に要する経費の一部
を助成することにより校舎等の耐震化を推進し、教育環境の整備を図
る。（私立高等学校等改築事業補助金、私立高等学校等大規模修繕等
促進事業補助金、私立学校振興資金利子補助金）

学校法人等連絡調整費
教育・学術
振興課

私立学校を設置する学校法人等の運営に係る連絡調整や、各学校の抱
える教育課題などの現状把握・助言、私立高等学校等の優良卒業生の
表彰などを行う。

私学共済事業等助成事業
教育・学術
振興課

私立学校の教職員が加入する退職金給付事業、長期給付（年金）事業
及び教職員の研修事業への助成を行う。

私立学校JET－ALT配置支援事
業

教育・学術
振興課

JETプログラムを活用したALT配置事業に係る経費に対して支援するこ
とにより、私立学校等生徒の英語力の一層の向上と国際舞台で活躍で
きる人材養成を行う。【再掲2(5)③】

私立学校による新たな学び推
進事業

教育・学術
振興課

＜私立学校アクティブラーニング推進事業＞

アクティブラーニングを実践するための教職員研修、先進校視察、
ICT機器備品整備等を進める学校へ支援し、学習者の能動的な授業へ
の参加形態を取り入れた教授・学習法（アクティブラーニング）を取
り入れた授業改革を行うことにより、生徒のコミュニケーション能
力、問題解決力等の育成を図る。

＜鳥取県版スーパーサイエンスハイスクール事業＞

科学研究発表会や科学的思考力等の育成に関する先進的な取組計画を
審査し、効果があると認められる計画について採択・補助する。

＜鳥取県版スーパーグローバルハイスクール事業＞

英語による公開発表会やALTの充実などの先進的な取組計画を審査
し、効果があると認められる計画について採択・補助する。【再掲
2(5)③】

②学校経営の健全性の向上、入学者確保

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

私立学校教育振興補助金
教育・学術
振興課

○

私立学校（高等学校、中学校、専修学校）の教育環境の維持向上に必
要な経費に対して助成を行い、生徒・保護者の教育費負担軽減を図り
ながら多様な教育の機会を確保する。

一般分：人件費、教育管理費、設備費

特別分：経営改善支援、舎監の配置に要する経費、専門ソフト整備に
要する経費、土曜日授業実施に係る経費、ICT活用教育に係る経費、
魅力ある学校づくりのための取組に要する経費　等【再掲3(14)①】

・私立学校の魅力向上の取組を財政面や研修等により支援し、入学者確保と学校経営の健全性の向上を
　図ります。
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私立学校施設整備費補助金
教育・学術
振興課

校舎等の改築（建替え）、改修（耐震補強工事）に要する経費の一部
を助成することにより校舎等の耐震化を推進し、教育環境の整備を図
る。（私立高等学校等改築事業補助金、私立高等学校等大規模修繕等
促進事業補助金、私立学校振興資金利子補助金）【再掲3(14)①】

学校法人等連絡調整費
教育・学術
振興課

私立学校を設置する学校法人等の運営に係る連絡調整や、各学校の抱
える教育課題などの現状把握・助言、私立高等学校等の優良卒業生の
表彰などを行う。【再掲3(14)①】

私学共済事業等助成事業
教育・学術
振興課

私立学校の教職員が加入する退職金給付事業、長期給付（年金）事業
及び教職員の研修事業への助成を行う。【再掲3(14)①】

私立幼稚園運営費補助金
子育て応援
課

私立幼稚園の教育環境の維持向上及び保護者負担の軽減を図るととも
に、学校経営の健全性を高め、特色ある取組を推進する。（私立幼稚
園（子ども・子育て支援新制度へ移行しない施設）の運営費に助成）

特別支援教育推進事業
子育て応援
課

私立幼稚園における特別支援教育の充実、振興を図るため、特別支援
教育の実施に係る教員人件費、教材費等に対して助成を行う。

子ども・子育て支援交付金
（地域子ども・子育て支援事
業）

子育て応援
課

平日・休日等預かり保育や地域への園開放、保護者に対する教育相
談、放課後児童クラブの運営等、子育て支援活動に要する経費に対し
て助成する。【再掲2(4)②】

人権教育推進事業
子育て応援
課

人権尊重の精神の芽生えを育むため、私立幼稚園で行われる保護者啓
発活動等に要する経費に対して助成する。

ティーム保育推進事業
子育て応援
課

幼児教育の充実のため、ティーム保育（補助教諭配置）導入に係る教
員人件費に助成を行う。

子どものための教育・保育給
付費県負担金

子育て応援
課

市町村が、子ども・子育て支援新制度へ移行する私立幼稚園（認定こ
ども園）に対して行う施設型給付に要する費用に対して、県がその一
部を負担する。

③私立学校の耐震化

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

私立学校施設整備費補助金
教育・学術
振興課

○

校舎等の改築（建替え）、改修（耐震補強工事）に要する経費の一部
を助成することにより校舎等の耐震化を推進し、教育環境の整備を図
る。（私立高等学校等改築事業補助金、私立高等学校等大規模修繕等
促進事業補助金、私立学校振興資金利子補助金）【再掲3(14)①】

私立幼稚園施設整備費補助金
子育て応援
課

老朽化した私立学校施設の改築事業、耐震改修事業等に対して助成
し、安全で良好な環境の中での教育の確保を図る。

目標４　生涯にわたって運動、スポーツに親しむ環境づくり
（15）ライフステージに応じた運動、スポーツ活動の充実
①幼児期における運動、スポーツの基礎づくり

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

子どもの体力向上推進プロ
ジェクト事業

体育保健課 ○

子どもの体力・運動能力が低下、二極化の傾向にある鳥取県の課題を
解決し、運動の習慣化及び体力の向上を図るため、学校や地域におけ
る支援を行うとともに、その成果を県内に普及し、学校、地域での体
力向上の取組を推進する。【再掲2(9)②】

・とっとり元気キッズ体力向上支援事業

・体力向上支援事業

②少年期（小学校～高等学校）の適正なスポーツ活動の充実

・私立学校の耐震化については各学校設置者による整備を支援し、一層の耐震化率の向上を目指します。

・家庭や地域、幼児教育・保育を行う機関に幼児期における運動の大切さの啓発を進めます。
・幼児教育、保育を行う機関や家庭において、１日合計「60分」を目安に楽しく体を動かす機会を確保し、
　幼児期の運動の習慣化を図るための取組を支援します。

・体育学習の充実を図り、児童生徒の誰もが運動する喜びを味わいながら、自主的、主体的な活動として、
　運動(遊び)が日常的に子どもの中に定着し、習慣化されるように努めます。
・運動機会を充実させるとともに、体力テスト結果を分析し効果的に活用することにより、児童生徒の
　体力向上を図ります。
・生涯にわたってたくましく生きるための健康や体力の基礎を培うとともに、人格形成につながる児童生徒
　のスポーツ活動や運動部活動の充実を図ります。
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事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

鳥取県こども未来基金費 教育総務課
ふるさと納税制度により本県に寄附された寄附金を「鳥取県こども未
来基金」に積み立て、ジュニアスポーツの振興の経費として活用す
る。

学校体育充実事業 体育保健課

体育・保健体育科における学習指導要領に沿った学習の円滑な実施に
向け、体育担当教員の指導力向上を目的とした研修会の実施及び教員
の研修会派遣等を行い、体育・保健体育学習の更なる充実を図る。ま
た、中学校の武道学習に授業協力者を派遣して、安全面に配慮した武
道学習の定着を図る。【再掲2(9)①】

子どもの体力向上推進プロ
ジェクト事業

体育保健課 ○

子どもの体力・運動能力が低下、二極化の傾向にある鳥取県の課題を
解決し、運動の習慣化及び体力の向上を図るため、学校や地域におけ
る支援を行うとともに、その成果を県内に普及し、学校、地域での体
力向上の取組を推進する。【再掲2(9)②】

・とっとり元気キッズ体力向上支援事業

・体力向上支援事業

学校関係体育大会推進費 体育保健課
鳥取県小学校体育連盟、鳥取県中学校体育連盟、鳥取県高等学校体育
連盟が主催する全県規模の体育大会等の開催及び全国・中国大会への
生徒の参加を支援する。

部活動指導員配置事業 体育保健課
高等学校及び中学校における部活動に係る教員の負担軽減及び指導の
充実を図るために、地域人材等を単独指導、単独引率が可能な部活動
指導員として学校に配置する。【再掲2(9)①】

生涯スポーツ推進事業（日韓
スポーツ交流事業）

スポーツ課

平成13年11月6日に締結した鳥取県・江原道スポーツ交流協定に基づ
き、両地域のスポーツ団体の役員・選手がお互いの国を訪問してス
ポーツ交流試合を行い、日韓両国の友好親善とスポーツの振興を図
る。（平成30年度は江原道へ派遣）

大規模スポーツ大会開催等に
よる鳥取の魅力発信事業（因
幡・但馬ジオパーク地域交流
陸上競技大会）

スポーツ課
山陰海岸ジオパークの周知を図るとともに因幡地域と但馬地域の陸上
競技を通じたスポーツ交流を促進するため、因幡・但馬ジオパーク地
域交流陸上競技大会実行委員会が主催する陸上競技大会を支援する。

③成年期からの運動、スポーツ活動の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

スポーツ推進基盤運営費 スポーツ課

＜公益財団法人鳥取県体育協会運営事業＞

公益財団法人鳥取県体育協会の円滑な運営に資するため、その運営費
のうちスポーツ振興に係るものに対して支援する。

＜体育施設運営費＞

県立社会体育施設の管理運営を円滑に行うため、指定管理者に施設の
管理運営を委託し、必要な備品の整備を行う。

＜倉吉自転車競技場運営費＞

公益財団法人鳥取県体育協会に対して、「倉吉自転車競技場」の管理
運営に必要な経費について支援する。

スポーツ環境整備事業 スポーツ課

＜体育施設改修費＞

スポーツ活動の拠点としてふさわしい環境の整備を図るため、県立社
会体育施設の維持、老朽化に伴う改修工事を行う。

＜バリアフリー化改修費＞

2020年東京パラリンピック開催に向けて、障がい者スポーツの環境整
備を積極的に図るため、県立社会体育施設のバリアフリー化を推進す
る。

＜湖山艇庫整備事業費＞

県営米子艇庫にトレーニング施設を整備したところ、当該施設で研鑽
を積んだ選手の中からリオデジャネイロオリンピックに出場する冨田
選手を始め、インターハイや国体等で活躍する選手を多数輩出してお
り、施設整備の成果が顕著に現れている。よって、県全体の競技力向
上を図るため、県営湖山艇庫に同様のトレーニング施設等を整備す
る。

・ウォーキングなど手軽に日常生活で取り組むことができる運動やスポーツを奨励し、運動習慣づくりを
　進めます。
・各種大会やスポーツイベントなどの周知、普及・啓発、開催支援等を通じて、年齢、性別、障がい等を
　問わず、誰もが、関心、適性等に応じてスポーツ活動へ参加しやすい環境を整えます。
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生涯スポーツ推進事業 スポーツ課

＜鳥取県民スポーツ・レクリエーション祭開催事業＞

県民のスポーツに対する意欲・関心を高めるとともに、生涯にわたる
豊かなスポーツライフの実現と健康・体力の保持増進を図るため、鳥
取県民スポーツ・レクリエーション祭を開催し本県の生涯スポーツの
普及振興を図る。

＜障がい者スポーツの普及・推進に関する取組＞

・地域で日常的にスポーツ活動が行えるよう、県内体育施設及びプー
ルにおいて定例のスポーツ教室を開催

・障がい者がスポーツ活動に参加する際のコーディネートや適切な指
導、補助等を行う障がい者スポーツ指導員の養成

・障がいの有無に関わらず、だれでも参加できるスポーツイベントの
開催

＜総合型地域スポーツクラブの支援＞

・県内クラブの創設、育成、運営改善等を図るため研修会や指導者派
遣等を行う。

＜生涯スポーツ活動等支援事業＞

鳥取県スポーツ推進委員協議会が実施する研究大会等の一部補助、県
リーダー研修会の開催、中央講習会への受講者の派遣を行い、スポー
ツ推進委員の資質向上と活動の活性化を図る。また、ガイナーレ鳥取
が主催するサッカースクール運営費の補助を行い、本県の生涯スポー
ツを推進し、スポーツを通じた地域づくりを図る。

グラウンド・ゴルフ聖地化推
進事業

スポーツ課

関西ワールドマスターズゲームズ2021において本県発祥のグラウン
ド・ゴルフの本県開催が決定したことを踏まえ、グラウンド・ゴルフ
を国内外問わず広くPRし、競技の世界的な普及を図るとともに、聖地
鳥取県の魅力を高める取組を進める。

関西ワールドマスターズゲー
ムズ2021開催準備推進事業

スポーツ課 ○

世界最高峰の生涯スポーツの祭典「ワールドマスターズゲームズ」
（WMG）の開催により、スポーツ振興、生涯スポーツを通じた交流人
口の拡大や地域活性化（観光産業の活性化、県内消費拡大、地域PR、
県民意識をグローバル化）等を促進するため、大会開催に必要な準備
を推進する。

大規模スポーツ大会開催等に
よる鳥取の魅力発信事業

スポーツ課
鳥取県において生まれ育った全国的なスポーツ大会及びチームを支援
するため、その運営経費の一部について支援する。

精神障がい者スポーツ大会
障がい福祉
課

精神障がい者の社会参加の促進や交流を図るため、バレーボール大会
及びフットサル交流会を開催する。なお、Ｈ３０年度は事業実施の委
託先を各競技団体に変更し、より実効性のある開催内容を目指す。

レクリエーション活動支援事
業

青少年・家
庭課

青少年の健全育成、健康で生きがいに満ちた暮らし、ぬくもりのある
コミュニティづくりに有効な手法であるレクリエーションを普及する
ため、県レクリエーション協会が行う鳥取県レクリエーション大会に
助成を行う。

（16）トップアスリートの育成（競技力向上）
①ジュニア期からの一貫指導体制の整備

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

鳥取発！スポーツでつながる
共生社会充実事業

特別支援教
育課

○

特別支援学校の学校体育施設を拠点として、特別支援学校の在校生及
び卒業生、地域住民が、障がいのあるなしに関わらずスポーツの楽し
さを共に味わったり、在学中の生徒と地域のスポーツクラブとをつな
げたりする取組等をとおして、特別支援学校の生徒が生涯にわたっ
て、地域の中で運動・スポーツに親しめるような共生社会の実現をめ
ざす。【再掲2(6)①】

国民体育大会及び全国障害者
スポーツ大会派遣等事業

スポーツ課

国民体育大会（第73回本大会、第74回冬季大会）及び第18回全国障害
者スポーツ大会に係わる大会へ鳥取県選手団を派遣する。そして、国
民体育大会や国際大会等の入賞者に対する知事表彰を行い、各選手の
競技力向上に対する意識や、県民の競技スポーツに対する意識の高揚
を目指す。

競技力向上対策事業費 スポーツ課 ○
全国や世界の舞台で活躍する選手が育つよう、本県選手の競技力向上
を図る。特に、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催を契機
に、指導者の育成・強化を図る。

・発達段階ごとの到達目標を踏まえて指導内容を検討し、世界や全国で活躍する選手育成のために、
　ジュニア期からトップレベルに至る体系的な指導体制や指導プログラムの充実を図るとともに、優秀な
　ジュニア競技者の発掘に努めます。
・特別支援学校における運動部の指導体制の充実を図ります。

－41－



②アスリートのキャリア形成の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

競技力向上対策事業費 スポーツ課 ○
優秀な選手及び指導者を県内私立学校へ配置し、ジュニア選手強化に
資する。鳥取県の競技力向上のため、優秀な選手及び指導者を確保す
る。【再掲4(16)①】

③2020年東京オリンピック・パラリンピックを契機とした取組の実施

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

鳥取発！スポーツでつながる
共生社会充実事業

特別支援教
育課

特別支援学校の学校体育施設を拠点として、特別支援学校の在校生及
び卒業生、地域住民が、障がいのあるなしに関わらずスポーツの楽し
さを共に味わったり、在学中の生徒と地域のスポーツクラブとをつな
げたりする取組等をとおして、特別支援学校の生徒が生涯にわたっ
て、地域の中で運動・スポーツに親しめるような共生社会の実現をめ
ざす。【再掲2(6)①】

東京オリ・パラターゲット競
技事業

スポーツ課 ○

2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、県民に夢や
希望を与え、スポーツによる地域振興を図ることを目的に、東京大会
で本県から多くの選手が出場できるよう競技・選手を指定し、戦略的
な強化支援を実施する。

世界に羽ばたく鳥取ジュニア
アスリート発掘事業

スポーツ課 ○

東京オリ・パラ気運の高まりにより、スポーツ選手への夢やオリン
ピックへの憧れをもつ子どもたちがスポーツで世界の舞台に飛び立
ち、活躍できるよう、スポーツ選手の発掘・育成の環境を整備するこ
とにより、元気で活力ある鳥取県を創造していく。

東京オリ・パラ施設整備事業 スポーツ課 ○
現在、国内外の競技会で好成績を収めている県内選手で2020年に日本
代表選手になり得る可能性が高い選手を重点的に強化し、2020東京オ
リンピアンを育成するための施設整備を行う。

競技力向上対策事業費 スポーツ課 ○
全国や世界の舞台で活躍する選手が育つよう、競技力向上を図る。特
に、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催を契機に、指導者
の強化を図る。

キャンプ誘致推進プロジェク
ト事業

スポーツ課

国家の一大プロジェクトである東京オリンピック・パラリンピックの
開催を契機に、

・県民が世界のトップアスリートに直接触れる機会を通じて、スポー
ツ振興、競技力の向上、次代を担うアスリートの育成を図る。

・スポーツを通じた交流人口の拡大による地域の活性化（観光産業の
活性化、県内消費の拡大、地域ＰＲ、県民意識のグローバル化など）
を促進する。

目標５　文化、伝統の継承、創造、再発見
（17）文化、芸術活動の一層の振興
①文化、芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

教育委員会運営費（全国大会
等で活躍した児童・生徒等に
対する教育長表彰）

教育総務課

鳥取県内の小・中・高・特別支援学校に在学する児童・生徒で、教
育・文化・スポーツの全国大会等において優秀な成績を収め、他の児
童・生徒の模範となった個人又は団体に対して、教育長表彰を行い、
その栄誉を讃える。（全国規模の大会・コンクール等において３位相
当以上の賞を受賞した個人又は団体（ただし、国民体育大会知事表彰
要項、鳥取県スポーツ顕彰要綱による被表彰者を除く））

鳥取県文化芸術活動支援補助
金

文化政策課
県内に活動拠点を置く芸術家や芸術・文化団体等が行う創造的な活動
を支援し、県内芸術文化活動の裾野の拡大や質の向上など活性化を図
る。

鳥取県文化団体連合会活動支
援事業

文化政策課
文化的な公共サービスの担い手である鳥取県文化団体連合会の活動を
支援し、地域に根ざした創造性の高い活動を育成し、特色ある地域文
化の振興を図る。【再掲5(17)②】

・鳥取県ジュニア美術展覧会や鳥取県総合芸術文化祭、公益財団法人鳥取県文化振興財団事業のほか、
　廃校等を使った文化、芸術の発表等による鑑賞人口の拡大など、県民が文化、芸術を発表する場や
　鑑賞する機会を拡充します。
・アーティスト・イン・レジデンス(滞在型創作活動)を推進するとともに、芸術祭の開催により、
　現代アートを中心とした創作活動や作品を鑑賞する機会を拡充します。

・アスリートや指導者、競技団体に対して、競技引退後のキャリアに必要な能力等を身につける教育を
　受けながら、将来に備えるという「デュアルキャリア」についての普及と啓発を行うとともに、
　キャリア形成を指導できる環境の整備に努めます。

・オリンピック・パラリンピック出場に向けた競技力の向上施策の推進、合宿誘致や環境整備などに
　取り組みます。
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アートによる地域活性化促進
事業
 文化政策課

地域と連携し、文化芸術を通した地域活性化を目指す地域づくり団体
の取組を支援する。

とりアート（鳥取県総合芸術
文化祭）開催事業

文化政策課 ○

総合芸術文化祭の開催により、県民が文化芸術を発表する場や鑑賞す
る機会の拡充を図り、全ての県民が文化芸術に理解と親しみを持ち、
自ら取り組むことで心豊かで満ち足りた生活ができる環境づくりを推
進する。

鳥取県美術展覧会開催事業 文化政策課
広く県民から美術作品を募り、優れた作品を展示する鳥取県美術展覧
会を開催することにより、県民へ鑑賞機会を提供するとともに、県内
美術部門の頂点の伸長や裾野の拡大を図る。

とっとり伝統芸能まつり開催
事業

文化政策課

県内各地域で守られてきた伝統行事・芸能を広く県民に周知するため
伝統芸能まつりを開催し、伝統芸能の伝承や活用の気運を高めるとと
もに、活動実践団体に発表の機会を提供することにより、継承者育成
等活動の活性化を図る。【再掲5(18)①】

文化芸術地域モデル全国発信
事業

文化政策課
文化芸術施設で質の高い文化芸術事業を行う団体への支援を行い、
「アートピアとっとり構想」を掲げる鳥取県の取組を県内外に発信す
る。

芸術鑑賞教室開催補助金 文化政策課
県内の高校等の生徒を対象に、学校の体育館や文化施設で優れた舞台
芸術の鑑賞機会を提供し、豊かな情操を培い、健全な育成に資する。

鳥取県ジュニア美術展覧会開
催事業

文化政策課
児童・生徒等の創作作品を発表する場を提供することで、芸術文化活
動への意欲を高め、県内の青少年の美術活動の助長と振興を図るとと
もに、次世代の芸術家を目指す人材の育成を図る。

舞台芸術拠点創造事業 文化政策課
県内演劇団体の取組を支援し、県民に上質な演劇を鑑賞する機会を提
供するとともに、小･中･高校生を対象に演劇の表現ワークショップ
（授業）を開催し、「思考力･判断力･表現力」を磨く。

②文化、芸術に触れ、豊かな感性を育てる機会の確保

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

共生社会をめざす文化・芸術
活動支援事業

特別支援教
育課

児童生徒の自主性や主体性、自信を培うことにつながる文化・芸術活
動の推進・充実を進め、健常者との交流を深めるとともに、より一層
の社会参加と理解啓発を進め、共生社会の形成を図る。【再掲2(6)
①】

文化芸術活動支援事業 高等学校課

文化部活動を活性化し、文化芸術活動に対する機運を高めるととも
に、文化芸術活動の継承者を育成する。

平成27年に開催した「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会」の成果を維
持・継続し、鳥取県の高校の文化部活動の発展・充実を図るため、
日々の部活動の環境を整える。

文化芸術活動支援事業（高校
生まんが・メディア芸術活動
事業）

高等学校課
「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会」のまんが部門開催を契機に設置
された県高等学校文化連盟「まんが専門部」の活動を支援するため、
経費の一部を補助する。

鳥取県文化団体連合会活動支
援事業

文化政策課
文化的な公共サービスの担い手である鳥取県文化団体連合会の活動を
支援し、地域に根ざした創造性の高い活動を育成し、特色ある地域文
化の振興を図る。

とりアート（鳥取県総合芸術
文化祭）開催事業

文化政策課

総合芸術文化祭の開催により、県民が文化芸術を発表する場や鑑賞す
る機会の拡充を図り、全ての県民が文化芸術に理解と親しみを持ち、
自ら取り組むことで心豊かで満ち足りた生活ができる環境づくりを推
進する。【再掲5(17)①】

芸術鑑賞教室開催補助金 文化政策課
県内の高校等の生徒を対象に、学校の体育館や文化施設で優れた舞台
芸術の鑑賞機会を提供し、豊かな情操を培い、健全な育成に資する。

鳥取県ジュニア美術展覧会開
催事業

文化政策課 ○
児童・生徒等の創作作品を発表する場を提供することで、芸術文化活
動への意欲を高め、県内の青少年の美術活動の助長と振興を図るとと
もに、次世代の芸術家を目指す人材の育成を図る。

「とっとりアートスタート」
推進事業

文化政策課
0歳から未就学の乳幼児に作品鑑賞・創造体験・公演鑑賞の機会を提
供するアートスタート活動を支援し、子どもたちの豊かな感性と創造
性を育む。

・学校等との連携により、教育現場や地域で、子どもたちや若者が文化、芸術に触れ、感性を高め、創造力
　を育成する機会を確保し、文化、芸術活動を活性化します。
・鳥取県文化団体連合会の活動支援などにより、県民が文化に親しめる環境を整えます。
・平成26年度に開催された全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会を機に、特別支援学校における芸術
　文化活動を一層進めます。
・平成27年度に鳥取県で開催した近畿高等学校総合文化祭を契機に、文化部活動の一層のレベルアップ、
　活性化を進めます。
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舞台芸術拠点創造事業 文化政策課
県内演劇団体の取組を支援し、県民に上質な演劇を鑑賞する機会を提
供するとともに、小･中･高校生を対象に演劇の表現ワークショップ
（授業）を開催し、「思考力･判断力･表現力」を磨く。

鳥取県障がい者アート推進事
業

障がい福祉
課

○

平成26年度に開催した「第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大
会」の成果を未来に引き継ぐとともに、障がい者の芸術・文化活動を
引き続き支援していく。

＜取組内容＞

・障がい者の芸術・文化活動に関する情報発信拠点として、「あいサ
ポート・アートインフォメーションセンター」を運営する。

・障がい者が取り組む舞台芸術活動（音楽、演劇、ダンス等）の発表
と鑑賞の機会として、「あいサポート・アートとっとり祭り」（鳥取
県障がい者舞台芸術祭）を開催する。

・障がい者が制作した芸術・文化作品（美術・文芸・マンガ）の発表
と鑑賞の機会として、「あいサポート・アートとっとり展」（鳥取県
障がい者芸術・文化作品展）を開催する。

・障がい者と健常者が共につくる劇団「じゆう劇場」の活動を支援す
る。

・平成28年3月に設立した「2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クに向けた障がい者の芸術文化活動推進知事連盟」に加盟する都道府
県と連携し、障がい者の芸術文化振興を図る。

③文化、芸術が生活の一部となる生活スタイルの定着

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

「とっとりアートスタート」
推進事業

文化政策課 ○
0歳から未就学の乳幼児に作品鑑賞・創造体験・公演鑑賞の機会を提
供するアートスタート活動を支援し、子どもたちの豊かな感性と創造
性を育む。【再掲5(17)②】

（18）文化財の保存、活用、伝承
①県民が、鳥取県の歴史や文化を誇りに思い、文化財を大切にする気運の醸成

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

情報発信「鳥取県の文化財」 文化財課
文化財の展示会や見学会、職員による出前講座などの講演会などによ
る情報発信を行うとともに、日本遺産認定の支援を行う。

伝統芸能等支援事業 文化財課 ○
無形民俗文化財の保存伝承を図るため、保存団体の保存伝承活動への
支援を行う。

鳥取県の考古学情報発信事業
埋蔵文化財
センター

○

埋蔵文化財センター収蔵資料等の常設展示、企画展、見学会、古代体
験イベントの開催や遺跡の情報を紹介するリーフレット等の作成、文
化財主事による県内外での講演会の実施により鳥取県の考古学の魅力
を情報発信をする。

とっとり伝統芸能まつり開催
事業

文化政策課

県内各地域で守られてきた伝統行事・芸能を広く県民に周知するため
伝統芸能まつりを開催し、伝統芸能の伝承や活用の気運を高めるとと
もに、活動実践団体に発表の機会を提供することにより、継承者育成
等活動の活性化を図る。

・アートスタート事業等により、子どもの頃から文化、芸術に触れる機会を拡充し、文化、芸術が生活の
　一部となる生活スタイルの浸透を促進します。
・空き店舗、廃校、公民館などを活用し、地域活動の中で、アートや伝統文化を通じて地域住民が交流する
　場を設け、アートや伝統文化を活かした地域づくりを進めます。

・県民に対し、学校への出前講座や公民館と連携した歴史講座、文化財巡りや現地見学会などにより文化財
　を知り、接する機会を創出します。こうした取組を通じて、文化財を身近に感じ、親しみを持つことに
　より、県内の歴史や文化についての理解を深めていきます。
・伝統芸能や伝統技術（ものづくり）保持者との交流や体験などにより、県民が県内の伝統文化などを学ぶ
　機会の充実を図ります。
・「とっとり伝統芸能まつり」の開催などにより、活躍の場や、伝統芸能の体験、鑑賞機会を提供し、
　次世代に継承していきます。
・海外の祭事に県内高等学校の郷土芸能部を派遣し、伝統芸能等を披露する機会を設けるとともに、伝統
　芸能を通じた国際交流を推進します。
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②文化財保護の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

文化振興費 文化財課
県民が文化活動に親しみ実践する取組の調査や支援、表彰候補者のと
りまとめ等を行い、県内の文化活動の振興を図る。

調査研究「鳥取県の文化財」 文化財課
国・県指定、登録等の候補となる文化財の調査研究を実施し、文化財
指定等に向けて取り組むとともに、因州和紙の再評価を行う。

文化財保護指導費（鳥取県文
化財防災・防犯対策事業）

文化財課
県内に所在する多数の貴重な文化財を災害や犯罪から守るため、所有
者及び地域住民の防災・防犯意識の向上と防災・防犯施設整備の充実
を図る。

文化財保護指導費 文化財課
文化財の状況を把握するための巡視活動や文化財の価値を永く伝え残
すためのフォローアップ調査などを行う。

文化財助成費 文化財課
国及び県指定文化財の保存と活用のため、保存整備を行う団体等への
助成を行う。

伝統芸能等支援事業 文化財課 ○
無形民俗文化財の保存伝承を図るため、保存団体の保存伝承活動への
支援を行う。【再掲5(18)①】

銃砲刀剣類登録審査事業 文化財課
美術品・骨董品として価値のある火縄式銃砲等の古式銃砲又は美術品
として価値のある刀剣類の審査・登録を行う。また、登録審査補助員
制度を導入し登録審査員の育成を図る。

池田家墓所整備活用促進事業 文化財課
国史跡鳥取藩主池田家墓所の管理、活用及び保存整備等に係る経費に
対して助成を行う。

青谷上寺地遺跡県有地維持管
理事業

文化財課
国史跡青谷上寺地遺跡の県有地部分の維持管理を地域住民等と協働で
実施し、当該遺跡の適切な保存管理を図るとともに、地域住民等に一
層親しまれる遺跡を目指す。

受託発掘調査事業（山陰道
「鳥取西道路」）

文化財課
一般国道9号（鳥取西道路）改築に伴う埋蔵文化財発掘調査報告書の
刊行を、国土交通省からの委託を受けて実施すると伴に、速報展の開
催等を行う。

史跡青谷上寺地遺跡整備事業 文化財課 ○ 国史跡青谷上寺地遺跡を公開するための整備の基本設計を行う。

ふるさとの文化遺産復旧事業 文化財課
平成28年10月21日に発生した鳥取県中部地震で被害を受けた国・県指
定文化財の所有者に対し、保存修理する事業に支援する。

青谷上寺地遺跡発掘調査事業
埋蔵文化財
センター

国史跡青谷上寺地遺跡を整備活用していく上で必要な考古学的なデー
タを得るための調査を行う。

青谷上寺地遺跡出土品調査研
究等事業

埋蔵文化財
センター

国史跡青谷上寺地遺跡の魅力を理解してもらうため、出土品の整理や
調査研究を行う。

埋蔵文化財センター運営費
埋蔵文化財
センター

埋蔵文化財センター（青谷調査室、秋里分室、積善分館を含む。）の
施設の維持管理を行う。

埋蔵文化財調査研究・研修事
業

埋蔵文化財
センター

県内の重要遺跡の調査研究、考古学の最新技術の研究を進めるととも
に、埋蔵文化財関係者等を対象とする専門研修等を行う。

妻木晩田遺跡調査整備事業
（保存整備）

むきばんだ
史跡公園

史跡公園内を安全、安心かつ快適に見学していただくため、復元建物
再整備に係る設計及び工事を行う。併せて、法面崩落防止工事を行
う。

妻木晩田遺跡調査整備事業
（発掘調査）

むきばんだ
史跡公園

国史跡妻木晩田遺跡の集落像を解明するため、発掘調査年次計画に基
づき、とっとり弥生の王国調査整備活用委員会・調査研究部会の指
導、助言を得ながら発掘調査を実施する。

平成30年度は、平成29年度に引き続き、首長の墳丘墓が存在する松尾
頭10区において、墳墓域の実態解明を目的とした発掘調査を行うとと
もに、史跡の一部として適切な保護を図る。

妻木晩田遺跡維持管理事業
むきばんだ
史跡公園

国史跡妻木晩田遺跡を訪れる見学者の方々が、遺跡を安全かつ快適に
見学していただけるよう、史跡管理やガイダンス施設等の維持管理を
行う。

・県内文化財の調査研究を進め、学術的な評価を行い、指定等に向けて積極的に取り組みます。
・県内の貴重な文化財を犯罪や災害から守るため、所有者や地域住民等の意識啓発を進めるとともに、
　防災、防犯施設等の整備を促進します。
・地域の身近な文化財を訪れる楽しさを伝えるとともに、祭り行事などの身近な無形民俗文化財を地域で
　伝承していく活動を支援します。
・妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡をはじめとする県内の史跡、名勝等を県民が訪ね、楽しめる環境を
　整備し、活用を促進します。
・三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査の推進により、登録に向けた取組を支援します。
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とっとり弥生の王国普及活用
事業（妻木晩田遺跡活用事
業）

むきばんだ
史跡公園

○

国史跡妻木晩田遺跡の歴史的価値を周知し弥生時代の暮らしや文化に
ついて体験する講座、イベントを実施するとともに、史跡への誘客や
新たなファン層の拡大を目差した県内外へのPRを行い、多様な事業を
通じて史跡の活用を図る。

また、よりスケールの大きなとっとりの文化遺産としてイメージの定
着を図るため、国史跡青谷上寺地遺跡と合わせて「とっとり弥生の王
国」として一体的な情報発信を行う。

③文化遺産の再発掘・磨き上げ

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

「ふるさとを元気に」とっと
りの文化遺産活用推進事業

文化財課 ○
妻木晩田遺跡や三徳山など県内の優れた文化財を地域振興や観光資源
としても活用するため、その魅力の再発掘を行い、効果的な活用方法
を講じた地域での取組を支援する。

「とっとり弥生の王国」普及
活用事業

文化財課
国内最大級の弥生時代集落「妻木晩田遺跡」、地下の弥生博物館「青
谷上寺地遺跡」の二大遺跡を「とっとり弥生の王国」として、各遺跡
を活用した種々の事業を通じて史跡の活用や情報発信を行う。

とっとり伝統芸能まつり開催
事業

文化政策課

県内各地域で守られてきた伝統行事・芸能を広く県民に周知するため
伝統芸能まつりを開催し、伝統芸能の伝承や活用の気運を高めるとと
もに、活動実践団体に発表の機会を提供することにより、継承者育成
等活動の活性化を図る。【再掲5(18)①】

鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制
（１）県民との協働による計画の推進
①県民意見の把握と開かれた教育の推進

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県民に開かれた教育委員会推
進事業

教育総務課 ○

学校現場の課題・ニーズを把握するため、スクールミーティングの開
催などの公聴活動や各種広報紙（夢ひろば、リーフレット「とっとり
の教育」等）の発行などの広報活動を行う。「鳥取県の教育を語る
会」を開催し、県教育委員会の教育委員、教育長をはじめとする県教
育委員会の職員が県民や行政関係者等と直接意見交換して今後の施策
の参考とするなど、本県教育の充実、発展につなげる。

教育委員会費 教育総務課
教育委員会での議論及び現地視察等を行い、教育課題を把握するとと
もに、ホームページを通じた教育委員会の議事録の迅速な公開などに
より情報公開を推進する。

教育委員会運営費 教育総務課
教育功労者や児童生徒に対して、表彰基準に基づき表彰を行うととも
に、報道機関に情報提供を行う。

教育企画費 教育総務課
市町村教育委員会への支援、教育調査、高等教育機関との連携推進、
鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた取組を行う。【再掲
鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制(2)①】

②教育問題等への迅速かつ的確な対応
事業・取組名 担当課

重点
事業

事業・取組内容

教育委員会費 教育総務課

教育委員会での議論及び現地視察等を行い、教育課題を把握するとと
もに、ホームページを通じた教育委員会の議事録の迅速な公開などに
より情報公開を推進する。【再掲 鳥取県教育振興基本計画の推進に
向けた体制(1)①】

教育審議会費 教育総務課 ○
学校教育、生涯学習などの教育の重要事項について調査審議、建議を
行うため「鳥取県教育審議会」を開催する。

・たたらや鉄道遺産などの県内の優れた文化遺産を地域振興や教育活動に活用するため、その魅力の再発掘
　を行い、より効果的な活用方法を講じるとともに、地域での取組を支援します。
・「とっとり弥生の王国」を「考古学」の観点だけでなく、「考現学」という観点から新たな磨き上げを
　行うことで、考古学ファンだけでなく新たなファン層の開拓を図ります。併せて、学校教育でも新たな
　学習教材などを作成することで、歴史だけでなく他の学習領域での活用を目指します。
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（２）市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
①市町村との連携・協力体制の充実

事業・取組名 担当課
重点
事業

事業・取組内容

県民に開かれた教育委員会推
進事業

教育総務課 ○
市町村教育委員会への支援、教育調査、高等教育機関との連携推進、
鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた取組を行う。

②高等教育機関との連携、協力の一層の推進
事業・取組名 担当課

重点
事業

事業・取組内容

県民に開かれた教育委員会推
進事業

教育総務課 ○
市町村教育委員会への支援、教育調査、高等教育機関との連携推進、
鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた取組を行う。【再掲
鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制(2)①】

外部人材活用事業 高等学校課

地域社会と連携した高等学校教育を推進するため、先端技術や各教科
に関する専門分野の優れた知識・技能を有する一般の社会人や大学教
員を、各教科の一部の領域を教授する講師として招聘する。【再掲
2(5)③】

鳥取県版キャリア教育推進事
業

高等学校課

生徒一人ひとりが、将来、社会的に自立していくために、必要かつ基
盤となる能力や態度を育てるためのキャリア教育を全ての県立高校で
実施し、夢や希望に向かって果敢にチャレンジし、将来の日本や鳥取
県に貢献する気概のある生徒を育成する。【再掲2(5)②】

普通科高校インターンシッ
プ・コーディネート事業

高等学校課
普通科モデル校を指定して、専門学科高校で取り組まれているイン
ターンシップとは異なる普通科高校におけるインターンシップのプロ
グラムを検討し、実施する。【再掲2(5)②】

とっとり農林水産人材育成シ
ステム推進事業（県版SPH事
業）

高等学校課 ○

農林水産業に関連する専門高校が地域の産業界や教育機関等と連携
し、社会で求められる多様な知識・技術や、専門的な資質・能力を生
徒に習得させ、6次産業化など地域産業の担い手としての意識や自覚
を育み、もって地域に貢献する人材を育成する。【再掲2(5)②】

公立大学法人公立鳥取環境大
学運営費交付金

教育・学術
振興課

公立大学法人公立鳥取環境大学の運営に必要となる経費の一部につい
て、運営費交付金として交付する。

鳥取県環境学術研究等振興事
業

教育・学術
振興課

県内の高等教育機関等が取り組む学術研究及び技術開発、知的創造力
を持った人材の育成を支援することで、本県の知的基盤の強化と次代
の地域産業を担う「人財」の育成を推進するため、鳥取県環境学術等
研究基金の運用益により、県内の高等教育機関が行う環境及び地域の
課題に関する学術対して助成を行う。

未来に役立つ「ものづくり教
育」実践

教育・学術
振興課

○

鳥取大学や公立鳥取環境大学などが産学官協働で取り組む「ものづく
り協力会議」が行う、子どもから大人まで一気通貫の「ものづくり教
育」の実践活動を支援する。(中高生向け研修、指導者育成支援等を
実施)【再掲2(5)⑦】
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参考：数値目標一覧

目標　１：社会全体で学び続ける環境づくり

H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
目標値

1 心とからだいきいきキャンペーンによる取組率（就学前児童）

94.2% 97.4% 97.3% 96.5% 97.10% H30.3確定見込 100%

81.9% 93.5% 96.3% 94.9% 95.60% H30.3確定見込 90%

2 11市町村 11市町村 11市町村 11市町村 11市町村 H30.3確定見込
19市町村

（全市町村）

3 562社 570社 571社 574社 622社 H30.3確定見込 700社

4 約4,977人 6,074人 6,625人 7,215人 7,197人 H30.3確定見込 7,000人

5 13校 22校 14校 10校 ２３校 H30.3確定見込 70校

6 - 10人 10人 10人 10人 H30.3確定見込 20人

7 11.1万人 8.9万人 8.4万人 12.2万人 8.2万人 H30.4確定見込 10万人

8 4.9冊 5.3冊 5.6冊 5.8冊 5.6冊 H30.8確定見込 6冊

目標　２：学ぶ意欲を高める学校教育の推進

H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
目標値

1 15市町村 15市町村 16市町村 16市町村 16市町村 16市町村
19市町村

（全市町村）

2 83.6% 85.8% 90.1% 84.0% 86.8% H30.3確定見込
全ての小学
校区で実施

3 100% 100% 100% 100% 100% H30.3確定見込
全ての保育
所で実施

4

  観点①：豊かに生きる、共に生きる力の状況

(1)
「ボランティア活動に参加してい
る」児童生徒の増加

-
(小6)44.5%
(中3)52.8%
(高2)23.0%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(高2)25.8%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(高2)25.8%

(小6)46.4%
(中3)54.8%
(高2)29.1%

(小6)43.9%
(中3)56.5%

(高2)H30.3確定見込

向上

「難しいことでも失敗を恐れないで
挑戦している」児童生徒の増加

-
(小6)76.3%
(中3)65.9%
(高2)53.9%

(小6)78.1%
(中3)68.1%
(高2)61.4%

（小6）77.2%
（中3）69.1%
（高2）58.8%

（小6）79.1%
（中3）69.5%
（高2）59.9%

（小6）79.2%
（中3）73.1%

(高2)H30.3確定見込

向上

(2)
「将来の夢や目標を持っている」
児童生徒の増加

-
(小6)85.3%
(中3)70.9%
(高2)77.1%

(小6)85.9%
(中3)69.4%
(高2)76.7%

（小6）84.9%
（中3）70.6%
（高2）75.3%

（小6）83.5%
（中3）70.3%
（高2）72.8%

（小6）83.4%
（中3）69.6%

(高2)H30.3確定見込

向上

「『あの人のようになりたい』と思う
人がいる」児童生徒の増加

-
(小6)77.5%
(中3)71.3%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

「自分の進路を実現するために、
目標に向かって努力している」生
徒の増加

- (高2)67.2% (高2)69.0% (高2)66.9% (高2)67.6% H30.3確定見込 向上

(3)
「地域の行事に参加している」児
童生徒の増加

-
(小6)79.1%
(中3)48.7%
(高2)30.8%

(小6)83.2%
(中3)52.2%
(高2)38.6%

(小6)81.5%
(中3)53.9%
(高2)36.0%

(小6)82.4%
(中3)53.5%
(高2)38.9%

(小6)78.7%
(中3)50.6%

(高2)H30.3確定見込

向上

「地域の大人（学校や塾・習い事
の先生を除く）から褒められたこと
がある」児童生徒の増加

-
(小6)64.8%
(中3)52.7%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

指　　　　　　　　　　　　　　標

指　　　　　　　　　　　　　　標

「子どもの育ちを支えるための資料（保育所児童保育要
録）」の作成と小学校への送付

望ましい生活習慣が大切だと思う保護者の割合

望ましい生活習慣の定着に取り組んでいる割合

自治会単位の「人権学習会(小地域懇談会)」で事後研修を
取り入れている市町村

「鳥取県家庭教育推進協力企業」協定締結企業数

学校支援ボランティア登録者数

小、中学校における「子育て親育ちプログラム」を活用した講座実施校数

「とっとりマスター」認定者数

県立博物館の入館者数   

公立図書館の個人貸出冊数(人口一人あたり)

小学校教員による保育所・幼稚園での保育体験研修の実
施

幼稚園、保育所及び小学校の連絡協議会の設置や、教職
員の交流の機会の設定

進路に向けた意
識

子どもたちの学びの質の向上

自分自身や他
者、社会等との関
わりに関する意識

地域社会への参
画状況
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H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
目標値

  観点②：学び方の質・学習状況

(4) 「身に付けた知識･技能や経験を
生活の中で活用できないか考え
る」児童生徒の増加（算数・数学）

-
(小6)65.1%
(中3)35.9%

(小6)64.9%
(中3)39.2%

（小6）64.8%
（中6）40.4%

（小6）68.4%
（中6）42.7%

（小6）66.8%
（中6）47.5%

向上

「授業の中で『わかった』、学んだ
ことについて『もっと知りたい』と感
じる」児童生徒の増加

-
(小6)84.4%
(中3)78.3%

(小6)84.5%
(中3)80.1%

（小）84.9%
（中）84.8%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

「学校の授業は、内容がわかりや
すく、勉強することの充実感を感じ
る」生徒の増加

- (高2)69.4% (高2)69.9% (高2)70.9% (高2)66.7% H30.3確定見込 向上

「児童生徒の様々な考えを引き出
したり、思考を深めたりする発問
や指導をする」学校の増加

-
(小)95.3%
(中)92.0%

(小)95.5%
(中)93.7%

（小）96.2%
（中）92.1%

（小）94.6%
（中）93.3%

（小）95.3%
（中）93.5%

向上

〃　　　　　　　　　教員の増加 - (高)89.6% (高)90.2% (高2)89.9% (高2)90.5% H30.3確定見込 向上

(5)
「授業で体験的な学習を取り入れ
ている」学校の増加

-
(小)92.6%
(中)77.5%

(小)89.4%
(中)78.1%

（小）92.5%
（中）76.9%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

「全校一斉読書に取り組む」学校
の増加

-
(小)100%
(中)95.3%
(高)79.2%

(小)99.3%
(中)92.0%
(高)83.3%

（小）100%
（中）100%
(高)83.3%

(小)99.2%
（中）100%
(高)83.3%

(小)98.4%
（中）100%
(高)87.5%

向上

「読書が好きである」児童生徒の
増加

-
(小6)74.7%
(中3)73.0%
(高2)68.2%

(小6)75.5%
(中3)73.2%

(高2) 64.8%

（小6）74.5%
（中3）72.1%
(高2) 66.0%

（小6）77.1%
（中3）75.2%
(高2) 64.5%

（小6）75.7%
（中3）74.9%

(高2)H30.3確定見込

向上

(6)
「家で、自分で計画を立てて勉強
している」児童生徒の増加

-
(小6)61.8%
(中3)46.2%
(高2)39.4%

(小6)65.3%
(中3)47.1%

(高2) 37.9%

（小6）64.9%
（中3）50.2%
(高2) 39.4%

（小6）65.0%
（中3）52.7%
(高2) 36.4%

（小6）65.0%
（中3）54.3%

(高2) H30.3確定見込

向上

「進んで取り組んでいることをほめ
ている」保護者の増加

-
(小6)84.6%
(中3)76.9%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

向上

児童生徒に対する国語・算数（数
学）の指導として、保護者に対して
家庭学習を促すような働きかけを
行う」学校の増加

-
(小)98.5%
(中)62.0%

(小)97.0%
(中)87.3%

（小）94.8%
（中）68.2%

（小）96.9%
（中）81.7%

（小）96.0%
（中）75.8%

向上

  観点③：学力調査の状況

(7)
上位層の増加、
下位層の減少

全国学力・学習状況調査でA層で
全国平均を上回り、D層で全国平
均を下回った教科

- (小、中)100% (小、中)75% (小、中)65% (小、中)68.8% (小、中)25.0% 向上

(8)
過去の調査と同
一問題の正答率
の増加

全国学力・学習状況調査で過去
の問題と同一問題のうち、正答率
が全国平均を上回った割合

- (小、中)77.8% (小、中)44.4% (小、中)71.4% (小、中)66.7% (小、中)16.7% 向上

(9)
無解答率の減少
(特に｢活用｣に関
する問題)

全国学力・学習状況調査で記述
式の問題のうち無解答率が全国
平均以下であった割合

- (小、中)77.8% (小、中)70.6% (小、中)66.7% (小、中)75.0% (小、中)50.0% 向上

(10)
各校が設定した
指標の達成

各校が達成したと評価する割合 - （高）58.3% (高)50.0% (高)54.2% (高)70.8% H30.3確定見込 向上

5 84.1% 84.6% 87.9% 89.0% 91.6% H30.4確定見込 100%

6 95.6% 96.9% 96.9% 98.7% 96.5% H30.4確定見込 100%

7 - 71.8% 93.1% 100% 100% 100% 100%

就職希望者に対する割合 78.5% 73.6% 77.4% 85.9% 86.8% H30.4確定見込 向上

卒業生に対する割合 35.7% 33.9% 38.1% 46.9% 43.1% H30.4確定見込 向上

特別支援学校教職員 74.8% 76.1% 76.8% 81.9% 81.1% 85.9% 90%

特別支援学級教員 40.8% 40.5% 39.0% 40.5% 39.9% 39.3% 45%

10
鳥取県59.0%
全国　63.7%

鳥取県57.0%
全国　64.5%

県56.7%
全国65.2%

県56.3%
全国66.2%

県57.4%
全国66.7%

H30.8確定見込 全国平均値

個別の指導計画の作成割合（公立幼、小、中、高）

中学校から高等学校への個別の教育支援計画の引継率

特別支援学校高等部
（専攻科含む）卒業生
の就職率の向上

該当障がい種に関する
特別支援学校免許状
保有率の向上

教員のICT活用指導力調査における児童・生徒のICT活用
を指導する能力

8

9

意欲､授業に向か
う姿勢

体験活動・読書活
動の実施状況

(6) 家庭における
学習等の状況

個別の教育支援計画の作成割合（公立幼、小、中、高）

指　　　　　　　　　　　　　　標
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H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
目標値

11
(小)98.5%
(中)95.0%
(高)100%

(小)100%
(中)100%
(高)100%

(小)100%
  (中)98.3%
  (高)100%

(小)99.2%
  (中)96.5%

(高)100%

(小)100%
  (中)96.5%

(高)100%

(小)99.2%
  (中)96.5%
（高）100%

100%
100%
100%

12
(小)64.9%
(中)35.0%

(小)62.7%
(中)40.7%

(小)70.2%
(中)44.1%

(小)67.9%
(中)47.4%

(小)75.2%
(中)47.4%

(小)78.4%
(中)47.4%

100%
100%

13

(小)14.2%
(中)13.3%
(高)100%
(特)100%

(小)6.0%
(中)5.1%

(高)100%
(特)100%

(小)13.4%
(中)15.3%
 (高)100%
(特)100%

(小)11.5%
(中)8.8%

(高)100%
(特)100%

(小)14.7%
(中)15.8%
(高)100%
(特)100%

(小)H30.4確定見込

(中)H30.4確定見込

(高)100%
(特)100%

25%
30%

100%
100%

14 全国学力・学習状況調査質問紙調査での回答

-
(小6)63.5%
(中3)64.8%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

向上

-
(小6)94.5%
(中3)94.6%

(小6)94.6%
(中3)94.9%

(小6)94.4%
(中3)94.2%

(小6)94.9%
(中3)92.4%

(小6)92.8%
(中3)92.9%

向上

15
(小) 100%
(中)88.3%

(小)99.3%
(中)91.6%

(小)98.5%
(中)91.5%

(小)97.7%
(中)86.0%

(小)100%
(中)92.9%

(小)100%
(中)93.0%

100%

16
(小)　55%
(中)　63%

(小)　61%
(中)　70%

(小)66.4%
(中)78.0%

(小)66.4%
(中)68.4%

(小)75.9%
(中)75.4%

（小）H30.3確定見込
（中）H30.3確定見込 100%

17
(小)97.8%
(中)83.3%

(小)97.0%
(中)81.0%

(小)100%
(中)100%

(小)100%
(中)100%

(小)100%
(中)100%

(小)100%
(中)100%

100%

18

(小)
全国0.31%

県 0.37%
(中)

全国2.56%
県 2.31%

(高)
全国1.93%

県 2.10%

(小)
全国0.36%

県 0.42%
(中)

全国2.69%
県 2.31%

(高)
全国1.88%

県 1.76%

(小)
全国0.39%

県0.45%
(中)

全国2.76%
県2.65%

(高)
全国1.81%

県1.41%

(小)
全国0.42%

県0.51%
(中)

全国2.83%
県2.69%

(高)
全国1.66%

県1.62%

(小)
全国0.48%

県0.51%
(中)

全国3.01%
県3.02%

(高)
全国1.64%

県1.95%

H30.9確定見込
全国平均を
下回ると共
に、低減

策定した学校の割合 - - 100% 100.0% 100.0% H30.3確定見込 100%

取組検証した学校の割合(H27以降) - - -
（小）73.3%
（中）70.2%

（小）80.0%
（中）70.0%

H30.3確定見込 100%

20 -

(小5男)38.4%
(小5女)46.0%
(中2男)33.0%
(中2女)59.8%

(小5男)38.4%
(小5女)43.1%
(中2男)37.4%
(中2女)63.3%

(小5男)37.9%
(小5女)44.6%
(中2男)34.7%
(中2女)61.4%

(小5男)37.1%
(小5女)44.2%
(中2男)34.6%
(中2女)64.2%

(小5男)41.0%
(小5女)44.1%
(中2男)33.0%
(中2女)63.7%

50.0%
55.0%
50.0%
65.0%

21 -
(小5男)68.6%
(小5女)48.0%

(小5男)65.0%
(小5女)48.8%

(小5男)68.2%
(小5女)49.5%

(小5男)66.2%
(小5女)47.9%

(小5男)66.8%
(小5女)46.8%

70.0%

22

(小)64%
(中)42%
(高)13%
 (特)0%

(小)65%
(中)34%
(高)13%

 (特)20%

(小)60%
(中)36%
(高)17%
(特)20%

(小)61%
(中)42%
(高)13%
(特)10%

(小)63%
(中)49%
(高)17%
(特)10%

H30.3確定見込

100%
80%
60%
50%

23
(中)82%
(高)79%

(中)75%
(高)79%

 (中) 75%
 (高)100%

(中)93%
(高)100%

(中)95%
(高)100%

H30.3確定見込
100%
100%

24

(小)87%
(中)52%
(特)55%
(高)13%

(小)90%
(中)58%
(特)60%
(高)17%

(小)89%
(中)61%
(特)60%
(高)21%

(小)92%
(中)83%
(特)70%
(高)17%

(小)92%
(中)83%
(特)70%
(高)17%

H30.3確定見込

100%
100%
100%
50%

25 -

(小)30%
(中)26%
(特)40%
(高)　4%

(小)39%
 (中)31%
 (特)40%
 (高) 0%

(小)42%
(中)39%
(特)40%
(高)4%

(小)41%
(中)37%
(特)30%
(高)0%

H30.3確定見込
(小)100%
(中)100%
(特)100%

26 71% 71% 73% 71% 65% H30.3確定見込 70%以上

27 81%
市町村84%
      県20%

市町村89%
      県20%

市町村89%
      県17%

市町村68%
      県17%

H30.3確定見込 100%

28 - 19人 21人 21人 21人 21人 31人

学校給食用食材の県産品使用率

県産品利用率70%以上の市町村、県立学校

栄養教諭の配置拡大

「参加型」人権学習に取組んだ学校の率

児童生徒が文化芸術に触れる機会を持った割合

不登校の出現率

情報モラル教育の実施

指　　　　　　　　　　　　　　標

◇人の役に立つ人間になりたいと思う児童生徒の増加

環境教育全体計画の作成及び改善

学校のＴＥＡＳⅡ・Ⅲ種（鳥取県版環境管理ｼｽﾃﾑ）取得の
促進（高＝Ⅱ種、小、中、特＝Ⅲ種）

◇新聞やテレビのニュ－スなどに関心を持つ児童生徒の増加

小、中学校で「道徳の時間」の授業の公開状況

学校保健委員会を年2回以上開催する学校の割合

中学、高校における薬物乱用防止教室の開催率

「食に関する指導年間計画」の作成率

食育の日（毎月19日）の取組状況

19
学校いじめ防止基本方
針の状況

鳥取県体力・運動能力調査結果の総合判定(A～Eの5段
階)が、A又はBの割合

小学校において、体育の授業を除く1日の運動時間が1時
間以上の児童の割合
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目標　３：学校を支える教育環境の充実

H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
目標値

1

(幼)80.0%
(小)96.3%
(中)98.3%

(県立)100%

(幼)83.3%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)100%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)100%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)93%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)H30.3確定見込

(小)99.2%
(中)100%

(県立)100%

100%
100%
100%
100%

2

(幼)100%
(小)75.2%
(中)74.6%

(県立)100%

(幼)83.3%
(小)74.6%
(中)67.8%

(県立)100%

(幼)100%
(小)68.7%
(中)71.2%

 (県立)100%

(幼)100%
(小)67.2%
(中)64.9%

 (県立)100%

(幼)86%
(小)78%
(中)70%

 (県立)100%

(幼)H30.3確定見込

(小)72.0%
(中)71.9%

 (県立)100%

100%
100%
100%
100%

3 0.51% 0.61% 0.49% 0.45% 0.34% H30.4確定見込 0.5%以下

4 -

(幼)100%
(小、中)81.9%

(高)87.1%
(特)100%

(幼)100%
(小、中)87.0%

(高)92.7%
(特)100%

(幼)100%
(小、中)91.7%

(高)94.4%
(特)100%

(幼)100%

(小、中)97.5% 


(高)98.1%

(特)100%

(幼)100%

(小、中)98.8% 


(高)99.5%

(特)100%

100%
100%
100%
100%

5 - 52.0% 51.5% 44.0% 57.0% H30.3確定見込 100%

6

(小)67.0%
(中)11.0%
(高)25.0%
(特)89.0%

(小)66.0%
(中)15.0%
(高)21.0%
(特)80.0%

(小)53.8%
(中)62.3%
(高)45.8%
(特)70.0%

（小）86.0%
（中）19.0%
（高）8.0%

（特）70.0%

（小）88.0%

（中）17.0%

（高）8.0%


（特）70.0%

H30.3確定見込

100%
85%
60%

100%

高校 89.3% 89.7% 88.4% 90.4% 90.8% H30.3確定見込 90%

大学 97.5% 97.6% 97.8% 98.0% 98.1% H30.3確定見込 98%

目標　４：生涯にわたって運動、スポーツに親しむ環境づくり

H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績（見込）

H30
目標値

1 51.7%<H21> - 54.8% - - - 65.0%

種目数 - 38種目 46種目 39種目 48種目 51種目 50種目

人数 - 74人 113人 70人 63人 66人 120人

目標　５：文化、伝統の継承、創造、再発見

H24
実績

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
目標値

1 57人 64人 82人 76人 59人 80人 60人

2 -
合計31件

<Ｈ21～25>
７件 8件 ７件 H30.3確定見込 合計15件

3 33,032人 28,027人 33,220人 36,366人 34,598人 H30.3確定見込 50,000人

4 7,698人 8,427人 9,061人 9,669人 7,975人 H30.3確定見込 20,000人

(※1)H26全国学力・学習状況調査では該当の質問項目がなかったためデータなし

(※2)5年に一度の調査

指　　　　　　　　　　　　　　標

学校評価制度（学校関係者評価）実施率

妻木晩田遺跡来場者数（年間）

青谷上寺地遺跡展示館来場者数（年間）

不審者対応訓練（教職員対象）の実施率

育英奨学資金の現年
調定の返還率

指　　　　　　　　　　　　　　標

成人のスポーツ実施率(週１回以上）(※2)

国民体育大会で入賞
(8位以内)する種目数
及び人数

指　　　　　　　　　　　　　　標

文化・芸術、スポーツ等の分野で、全国で活躍する児童・
生徒数（全国3位以上）（年間）

県指定文化財の新規指定件数（期間中）

2

学校評価制度（学校関係者評価）公表率

教員の精神性疾患による休職者数の出現率

公立学校の耐震化率の向上

「鳥取型防災教育の手引き」の活用率（小学校）

7

－51－



【鳥取県教育振興基本計画、アクションプランに関するご意見・お問合せ先】
鳥取県教育委員会事務局 教育総務課
〒６８０－８５７０ 鳥取県鳥取市東町１丁目２７１番地
電 話 ０８５７－２６－７９２６
Ｆ Ａ Ｘ ０８５７－２６－８１８５
Ｅメール kyouikusoumu@pref.tottori.lg.jp

【鳥取県教育振興基本計画に関するホームページアドレス】
http://www.pref.tottori.lg.jp/shinkoukihonkeikaku


